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第1章 はじめに

1.1 研究の背景と目的

現在，行政サービスをとりまく状況が大きく変化し転換期を迎えている．主な要因の 1

つとして国や県，市町村など地方自治体の厳しい財政状況が挙げられる．財政を立て直す

ために行財政の効率化，健全化を行うことが必須となり，そのために様々な手段をとらな

ければならない状況となっている．その一つの手段が市町村合併である．合併により行政

単位を広域化し，人口あたりの職員数・議員数の削減による支出の抑制，行政サービス施

設の統廃合，広域的利用をすることで行政の効率化ができると考えられるからである．

また，これに関連し国の権限や財源を県あるいは市町村に委譲することが議論されてい

る．これにより，地方自治体が独自の政策を行いやすくなり，各地域特有の問題に対処す

ることができ，よりきめ細やかな行政サービスを提供できると考えられている．また，合

併により人材を有効活用することによって高度な知識を持った職員の養成や，専門部署の

設置によりこれに対応できると考えられている．

このような背景から，全国各地で市町村合併が行われ，合併に向けた協議が行われてい

る．平成 16年 9月 1日現在，市町村数は 3074，合併法定協議会参加市町村数がその約 3

分の 2の 1991，法定協議会数が 604となっている．仮に合併協議がすべて成立すれば 1687

市町村となる．

さらに，行政への住民参加の気運が高まっている．行政の意志決定について，これまで

以上に住民の関心が高まるとともに，住民の意見を取り入れる傾向が強くなり，施設立地

や道路整備などの際に住民への説明責任が問われるようになってきている．よって，効率

化のために施設を統合するとしても，どの程度利便性が低下するのかについて詳しく調べ，

説明する必要に迫られている．

行政サービスは多種多様なものであるが，その中で都市計画に関連するものとして行政

サービス施設の立地が考えられる．市役所などの行政サービス施設に関しては，財政面の

みで考えると施設をできるだけ統合すべきである．しかし，施設の統合を行うことにより，

住民にとって行政サービスの利便性は低下する．さらに，行政サービス施設は営利施設と

は異なり，同じ自治体の住民に対してはできるだけ等しくサービスを提供することが行政
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側には要請される．施設の統合は，施設までの距離が遠くなる住民が生まれ不平等が拡大

し，等しくサービス提供するという要請と相反する結果となってしまう．行政サービスの

効率化はこのような問題を引き起こすことは容易に想像できる．

平等性を考慮した施設配置については次節でまとめるように既存研究は存在するが，広

域化との関連で考察したものは少ない．この点をふまえて，本論文の目的の 1つめは，行

政サービス施設立地と平等性の関係について考えることである．市町村合併などにより施

設数が減少することによって，どの程度平等性が悪化するかといった問題を考える．

現在，市町村合併は合併後の自治体に対する財政的措置の期限も迫りつつあり急速に進

んでいる．しかし，一方で合併協議の破談や飛び地合併なども目立つようになっている．

その要因として，合併によりどのような利点・欠点があるのかが明示的に示されていない

ということがあると考えられる．市町村合併は政治的要因，歴史的要因など複雑な要因も

絡まるものではあり，単純に是非を決めることは無理ではあるが，その中でも何らかの形

で合併の意義や問題点を明確に示すことを考える．

市町村合併に関する研究や議論は次節でまとめるように数多くあるが，定量的に市町村

合併の意義や問題点について示されているものは少ない．また，実際の市町村合併協議で

定量的な結果が検討材料として利用されているかと考えると，財政面の予測が主であり

サービス施設に関するものは少ない．

そこで，本論文の目的の 2つめは，市町村合併などによる行政サービスの広域化の意

義や，広域化に関連する施設立地について，客観的な議論をするための知見を示すことで

ある．

このような問題を考える手法として数理的方法を用いる．これは，単純な仮定を置いて

様々な関係を計算や数式により導出するものである．また，人口と施設までの距離という

基本的な 2点に着目する．このようなごく単純な仮定を置くことは，実際の計画立案を行

う上では不十分な部分もある．なぜなら，個々の施設立地や市町村合併の議論では財政的

状況,政治的状況,地理的状況などが大きく影響してくるためである．そのため，本論文で

示す方法や結果は広域化という複雑な要因を含む問題の一側面を示したにすぎないもので

ある．しかし，このような分析による結果は，単純化したために合併の意義や問題点を数

値的に明確に示すことができる利点がある．その結果，様々な検討するための一助となる

とともに，広域化の基本的な影響を明示的に示すことができる．
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1.2 既存研究の整理

本節では，既存研究の内容を概観し，施設配置の平等性に関するものと市町村合併に関

するものに分けて整理する．

施設の平等性に関する既存研究

施設立地や施設数の平等性に関する議論は大きく 2種類にわけられる．1つは施設配置

問題に用いるのにふさわしい指標はどういうものかについて考察したもの，もう 1つは

様々な指標を用いて実際の施設配置問題に応用したものである．

施設配置問題を念頭に，指標について議論しているものは小林 (1991)，Erkut(1993)，

Marsh and Schilling(1994)，Eiselt and Laporte(1995)などがある．小林 (1991)は経済学

的な視点から平等性指標に要請される条件を述べ，いくつかの指標について条件を満たす

かどうか検討し，相応しい指標としてAtkinson指標を挙げている．さらに，この指標を用

いて施設配置問題の計算例を示している．Erkut(1993)はいくつかの指標について特徴を

示すとともに，需要点分布をランダムに発生させた場合に，複数の指標間で最適立地点が

一致する割合をシミュレーションによって求めている．Marsh and Schilling(1994)は様々

な平等性指標について出典を整理するとともに，一対比較か，平均との比較かといった数

値の比較方法によって分類を行っている．Eiselt and Laporte(1995)は平等性指標に要請

される条件を述べ，様々な指標について満たすかどうか検討している．

実際の最適施設配置問題に応用したものはTruelove(1993)，Mandell(1991)，片岡他 (2004)

などがある．Truelove(1993)はデイケアセンターを例に，ジニ係数を平等性指標とし，サー

ビスを受けられる面積の割合を効率性指標とし考察している．Mandell(1991)は公共図書

館サービスを例に，ジニ係数を平等性指標，サービスの被覆人口を効率性指標としトレー

ドオフ関係に着目した研究を行っている．片岡他 (2004)はゴミ処理場を例に迷惑施設の

最適配置問題を議論し，その中でジニ係数を平等性指標として取り扱っている．

施設量の偏在を分析しているものはKrugman(1991)，勅使河原 (2001)などがある．Krug-

man(1991)は産業施設の集中・分散についてジニ係数を用いて分析を行っている．勅使河

原 (2001)は余暇施設の分布について市町村別の人口と施設数との関係から求めたジニ係

数によって分析を行っている．

このように既存研究は多くあるが，市町村合併のような広域化との関連から論じたもの

はみられない．

市町村合併に関する既存研究

市町村合併についての議論は現在進行形で進められている合併についての内容が主であ
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り，様々な立場から提言，研究がされてきている．

合併協議の状況を詳しく記述しているものは，中国新聞自治企画取材班 (2003)などが

ある．主に新聞記事をまとめたものではあるが，合併協議の進展状況とそれに対する賛否

を述べている．

市町村合併のメリット及びデメリットを事例から示し，是非について意見を主張してい

るものは多くある．例えば，合併すべきと述べているものとして高島 (2002)，小西 (2000)，

小西 (2003)があり，一方で，合併反対と述べているものとして三橋 (2000)，小原 (2003)

がある．

市町村合併前後における都市計画マスタープランやまちづくり施策の変遷について調べ

ているものとして，並木・大村 (2000)，末次・中山 (2003)，和氣 (2003)，秋山他 (2004)，

福松他 (2004)，三輪他 (2004)がある．これらの研究は新市建設計画と合併前のマスター

プランを比較することや，合併後のまちづくり施策の変更点についてまとめ，市町村合併

がどのように都市計画施策に影響を与えているかを分析しているものである．

合併前後の施設立地を比較に関するものは片柳 (2002)，大氏他 (2004)，横田他 (2004)，

浅嶋他 (2004)，八木澤他 (2004)，伊藤・山本 (2004)，阿比留・桂 (2004)がある．これら

の研究は実際に行われた市町村合併の前後で公共施設がどのように利用されているか，ま

た合併後に新規に建設された施設がどのような場所に立地しているかを追っている．

以上のような研究は，具体的に事例を追って市町村合併について詳しく述べているが，

個々の事情が大きく影響しているため一般的な議論として考えることは難しい．

また，各市町村のデータを用いて最適な都市規模に関する議論を行っているものに，吉

村 (1995)，横道 (1995a)，横道 (1995b)，横道・沖野 (1996)がある．これらは，現状の市

町村の財政状況をもとに，財政・職員数・人口規模などそれぞれの観点から効率的な市町

村人口規模を算出している．しかし，現状がそのままだと仮定した上での最適化であって，

将来的な最適化ではないという点が指摘されている．

出口・山本 (2002)は埼玉県を例に過去の合併例から新設合併と編入合併の違いと人口規

模や面積規模の比較を行っている．合併圏域設定の問題について研究しているものとして

脇田他 (2004)，猶木他 (2004)がある．これらは鹿児島県を例に県が示した市町村合併パ

ターンと実際がどのように異なっているか，またその要因は何かについて分析している．

また，議員定数の配分を数理計画問題として定式化し最適解を導出することで，地域の

グループ化について検討しているものとして根本・堀田 (2003)，大和 (2003)などがある．

このように，市町村合併に関連する研究は多くあるが，数理的な手法を用いて合併につ

いて研究した例は少ない．
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1.3 研究の概要と構成

本論文は 2部構成で全 10章から構成される．第 I部の第 2章から第 5章までは平等性に

着目した内容であり，第 II部の第 6章から第 9章までは広域化に着目した内容となってい

る．それぞれの章の概要を以下に述べる．

第 I部では，行政サービス施設の立地の平等性について考える．はじめに，施設配置問

題に適用する平等性指標についての議論を行う．そして，平等性を考慮した施設配置の評

価を行う．また，施設配置問題を数理計画問題として定式化し実際の施設立地を検討する．

第 2章では，平等性指標について検討する．平等性指標は多数存在するが，利用者から

施設までの距離を用いた施設配置問題に適用することを念頭に置き，平等性指標としてふ

さわしい条件について示し，それを各指標が満たすかという点から特徴と問題点について

述べる．また，よく用いられるジニ係数はこのような問題に適用するには問題点があるこ

とを示し，各条件から検討すると平均格差指標がふさわしいことを示す．

第 3章では，効率性と平等性の 2目的を考えた施設配置について考察を行う．第 2章の

検討をふまえて平等性指標を平均格差，効率性指標を平均距離とする．はじめに，人口一

様分布で円，正三角形，正方形，正六角形領域の場合，施設がランダムに配置された場合

の単純な仮定のもとで，効率性指標と平等性指標がどのような値をとるかをみるために計

算を行う．次に，利用者のいる需要点と施設立地候補点が離散的な場合について，効率性

と平等性の 2目的最適配置問題を整数計画問題として定式化できることを示す．これによ

り，一般のソフトウエアで問題が解けることを示す．そして，実際の人口分布から施設配

置問題を解くとともに，施設配置の評価を行う．

第 4章では，第 3章のモデルの拡張を行う．第 3章では施設立地候補点は離散的で有限

個であったが，第 4章では連続平面上の凸領域全体を候補点として最適立地点を求めるア

ルゴリズムを示す．この拡張により詳細に最適立地点を求めることができる．さらに，こ

の方法は多項式時間で計算できることを示す．そして，実際の施設配置を評価する．

第 5章では，空間単位での施設数から平等性を考える．第 2章から第 4章は施設までの

距離による平等性指標を用いたが，第 5章では，市町村単位の施設数からジニ係数を用い

た平等性比較をする．はじめに，異なる地域や施設を単純にジニ係数で比較することの問

題点を示す．次に，その問題点に対応するために，施設をランダムに分配したときのジニ

係数を基準値とし，それとの比較によって平等性を判断する方法を提案する．そして，実

際の分布を例に異なる地域や施設での比較を行う．
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第 II部では，広域化に関連する状況をいくつか想定し，それに対して定量的により考察

を行う．広域化を考えると，非常に様々な問題が考えられるが，その中で住民サービス，

自治体の効率化，市町村合併の 3点を考える．住民サービスの視点から施設統合後の補完

手段としての巡回サービスの配置，自治体の効率化の視点から面整備に関係する市町村数，

市町村合併の視点から各市町村の優位性を取り扱う．最後に広域化のために平等性が低下

するトレードオフ関係について考察する．

第 6章では，広域化し施設を統合した際のサービスの補完手段として巡回サービスに

ついて考える．様々な行動属性を持つ利用者を想定し，時間と空間の両方を考慮した巡回

サービス施設の配置について考える．いくつかの施設配置のパターンを比べることにより，

ふさわしい配置パターンについて考察する．

第 7章では，広域化で大規模な整備に関係する市町村がどの程度減少するかについて考

える．整備に関係する市町村数が減少することは市町村間の調整が少なくなり効率化する

ことを意味する．そこで，単純な仮定のもとで合併による市町村数の減少と市町村間の調

整の減少との関係について解析的に導出を行う．

第 8章では，市町村合併において合併協議参加各市町村の地域内での人口優位性や地理

的優位性を数値的に示すことを考える．合併前市町村の地理的関係と人口から求められる

合併後の総移動距離最小となるWeber点やMedianに着目する．実際の合併結果をみる

と，Weber点に新庁舎が決定される場合が多いことから，Weberとなりやすい市町村ほど

優位と考える．そして，各市町村人口が与えられたときや，人口一様分布する円領域に対

してWeber点となる位置と人口条件を導出する．さらに，実際の市町村合併協議を例に

Weber点となるための人口条件を求め，各市町村の人口優位性や地理的優位性を図示し，

人口優位と地理的優位の地点が異なると新庁舎の決定率が低いことを示す．

第 9章では広域化と平等性のトレードオフについて考える．施設規模，施設数，効率性，

平等性を考えこれらの関係を数理モデルにより示す．また，数理計画問題として定式化し

実際のデータを用いて定量的に示し検証する．さらに効率性を優先させたときの平等性の

変化と，逆に平等性を優先させたときの効率性の変化との違いを示す．

最後に第 10章では，本論文で得られた主な結論と残された課題について述べる．

なお，第 3章の一部は尾崎・大澤 (2002)及び尾崎・大澤 (2003a)，第 6章の一部は尾崎・

大澤 (2000)及び尾崎・大澤 (2001)，第 7章の一部は尾崎他 (2003)，第 8章の一部は尾崎・

大澤 (2004)，第 9章の一部は尾崎・大澤 (2003b)において報告されている．
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図 1.1: 本論文の構成
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第I部

平等性を考慮した立地の数理的考察





第2章 施設アクセス距離に関する平等性指標

2.1 はじめに

本章では，施設配置問題を念頭に施設までの距離を用いた平等性指標について議論する．

はじめに，既存研究で用いられている平等性指標と指標として要請される条件について

まとめる．そして，それぞれの指標が条件を満たすかを調べることにより指標の特徴と問

題点を示し，施設アクセス距離を用いた平等性を考える際にふさわしい指標はどのような

ものかについて議論する．

2.2 指標に関する議論

厚生経済学の立場から所得の平等性指標に関する議論はSen(1973), Atkinson(1970)など

がある．施設配置問題を念頭にした平等性指標に関する議論はMulligan(1991),Erkut(1993),

Marsh and Schilling(1994), Eiselt and Laporte(1995)などがある．ここでは，様々な平等

性指標のうち施設までの距離に関連したものと，その指標が施設配置問題へ応用された関

連研究を示す．

指標を示すために用いる変数は以下のように定める．

n : 利用者数

di : 各利用者 i(i = 1, · · · , n)から施設までの距離

d̄ : 施設までの平均距離，つまりd̄ =
1
n

n∑

i=1

di

これらの変数を用いて，既存研究において提案されている指標を示すと以下のようにな

る．

最大値

max
1≤i≤n

di (2.1)

最大値は最悪のケースを考慮する場合に用いられる．小さい値ほど平等であると考えられ

る．Morrill and Symons(1977)効率性指標として施設までの直線距離の総和，平等性指標
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として最大距離を用いて 2目的施設配置問題を解いている．

範囲

max
1≤i≤n

di − min
1≤i≤n

di (2.2)

範囲は最悪の場合と最良の場合の差をとったものである．両極端の差をとったものであり，

小さい値ほど平等であると考えられる．

平均偏差

1
n

n∑

i=1

|di − d̄| (2.3)

平均偏差は施設までの距離と平均距離との差の総和を利用者数で割ったものである．値

が小さいほど平均との差が小さくなりばらつきが少なく，より平等であると考えられる．

Berman and Kaplan(1990)は偏差和を平等性指標としている．

Schutz指標
1
nd̄

n∑

i=1

|di − d̄| (2.4)

Schutz(1951)で示されているこの指標は偏差和を人口で割ることによって，1人あたりの

指標とし，平均値で割ることによってスケールの異なる場合も比較可能にした指標である．

平均偏差と同様に値が小さいほどより平等であるとみなせる．

分散

1
n

n∑

i=1

(di − d̄)2 (2.5)

統計学で頻繁に用いられている分散は施設までの距離のばらつきを考えている．値が小さ

いほどばらつきが少なくより平等であることを意味するとみなせる．Berman(1990)は平

均距離と分散を用いて分析している．

標準偏差 √√√√ 1
n

n∑

i=1

(di − d̄)2 (2.6)

標準偏差は分散と同様に統計学でばらつきを示す指標として通常用いられる指標である．分

散の平方根をとることによって，原データと次元を合わせた指標である．分散と同様，値が小
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さいほどばらつきが少なく，より平等であることを意味すると考えている．McAllister(1976)

では標準偏差を平等性指標としている．

変動係数

1
d̄

√√√√ 1
n

n∑

i=1

(di − d̄)2 (2.7)

変動係数は標準偏差をさらに平均値で割ることにより，次元のない値とすることでスケー

ルの異なる場合も比較可能にした指標である．標準偏差と同様に値が小さいほど平等であ

るとみなせる．

平均格差

1
n2

n∑

i=1

n∑

j=1

|di − dj | (2.8)

平均格差は利用者ペアの施設までの距離の差を考えたもので，値が小さいほど利用者間の

距離の差が小さいことを意味し，より平等であるとしている．

ジニ係数

1
2n2d̄

n∑

i=1

n∑

j=1

|di − dj | (2.9)

Gini(1912)で提示されているジニ係数は，格差の総和を人口の 2乗で割ることによって 1

ペアあたりの指標に変換し，平均値で割ることによって，スケールの異なる場合も比較可

能にした指標である．これは多くの研究で平等性指標として用いられている．小さい値ほ

どより平等であるといえる．Ogryczak(1997)ではジニ係数を平等性指標として用いてい

る．Truelove(1993)はデイケアセンターを例にジニ係数とサービスを受けられる面積の割

合を指標とし考察している．Mandell(1991)はサービスの被覆人口最大化と平等性の最小

化のトレードオフ関係に着目した研究を行い，平等性指標としてジニ係数を用いている．

片岡他 (2004)は迷惑施設の最適配置問題の議論においてジニ係数を平等性指標として取

り扱っている．

Theil指標
n∑

i=1

di log(ndi) (2.10)

Theil(1967)で示されているこの指標はエントロピーの概念を用いたものである．すべて

の diが等しい値をとる際に最小の値をとるという特徴があるため平等性指標として考え
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られている．

Atkinson指標

d̄

(
1
n

n∑

i=1

(
di

d̄

)1−ε
) 1

1−ε

　 (ε 6= 1) (2.11)

d̄

(
n∏

i=1

(
di

d̄

)) 1
n

　 (ε = 1) (2.12)

Atkinson(1970)で示されているこの指標は，経済学における所得の格差を示す指標として

用いられているものである．この式の導出については Sen(1973)に示されている．小さい

値ほどより平等であるとみなせる．小林 (1991)は経済学的な考え方を施設配置問題に適

用し，効用関数を介してAtkinson指標を用いて最適施設配置問題を解いている．

Kolm指標

d̄ + ε−1 log

(
1
n

(
n∑

i=1

exp(−εdi)

))
　 (ε > 0) (2.13)

Kolm(1976)で示されているこの指標は，Atkinson指標と同様に経済学における所得の格

差を示す指標として用いられているものである．この指標も小さい値ほど平等であるとみ

なせる．

2.3 平等性指標に要請される条件

前節で示したように平等性の指標として考えられるものは数多く存在する．そのなかで

平等性指標として相応しいかを判断するには，要請される条件を考える必要がある．これ

について，厚生経済学の分野では，所得の平等性を示す指標が要請される条件を効用関数

と社会的厚生関数との関係から議論している．

Pigou(1912)やDalton(1920)によると，平等性指標は，比較的富裕な個人から比較的貧

困な個人への所得の移転をしたとき，他の条件が変わらない限りより平等を示す値をとる

べきだと主張している．これは後述する移転原理である．Yntema(1933), Schutz(1951),

Atkinson(1970)は平等性指標についてArrow(1968)等に示されている社会的選択理論との

関係から解釈している．また，Dalton(1920)の指標を単位の影響を受けないように拡張し

ている．Sen(1973)はそれまでの経済的不平等に関する研究をまとめるとともに，不平等を

解釈するための公理を示し，指標に要請される条件を詳細に検討している．Allison(1978)
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は平等性指標の分類をしている．Shorrocks(1984)は平等性指標についてサブグループに

分離したり集計したときに望ましい指標について分析している．Aaberge(2001)は所得分

布の形とローレンツ曲線・ジニ係数との関係について分析している．

Sen(1973)は平等性指標に対する特に重要な要請として，標準化，移転原理，直接比較

の 3点と述べている．この 3点について，データ値の集合を xiとし，これらの集合を n次

元ベクトル x=(x1, · · · , xn)，指標を求める関数を f(x )とし，説明する．

標準化

標準化とは，各データ値をスカラー倍しても指標値が不変であるという条件である．つ

まり，この基準はデータの単位が異なった場合にも指標値が変わらないということである．

例えば，データの単位がキロメートルであってもメートルであっても計算結果は同じ値と

なることである．平均値や総和で割ることにより無次元値として求められる．

数式で表現すると，f(x ) = f(λx )を満たすことである．ただし，λは定数で λ ≥ 0で

あるので λx はベクトルのスカラー倍を示す．

移転原理

移転原理とは，ある 1組のデータ値に関して差が少しでも小さくなったときに，指標の

値がより小さくなる条件である．例えば，所得の平等性を考えた際に，所得の多い人から

少ない人に順序が逆転しない程度の額を移転した場合，平等性は高くなる．このときに指

標が必ずより平等になったことを意味するように値が小さくなることである．また，ごく

僅かの差の縮小に関しても反応するということである．

数式で表現すると，f(x+δ(ei−ej)) < f(x )となることである．ただし，eiは第 i要素だけ

1で他は 0の単位ベクトルである．また，順序の逆転が起こらない条件として δ < 1
2(xj−xi)

となる．

直接比較

直接比較とは，データを直接見比べているという条件である．言い換えると，平均との

差である偏差を用いた指標のように平均を介しての比較や，恣意的な 2乗の手続きを回避

し，一対比較していることである．よって，ジニ係数のような一対比較で 2乗計算を必要

としない指標がよいとしている．

また，小林 (1991)はこれらに加えて以下のような条件も考えられると述べている．
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原点独立性

すべてのデータ値に同一定数を加えたとしても，指標間の大小関係が不変，つまり指標値

を並べたとき順序が変わらないことである．このとき，f(x ) < f(y)であれば，f(x+δ1) <

f(y+δ1)となることである．ただし，δは定数で，1はすべての要素が 1のベクトルであ

る．

相似性

データ値を定数倍しても，指標間の大小関係が不変，つまり指標値を並べたとき順序が

変わらないことである．このとき，f(x ) < f(y)であれば，f(λx ) < f(λy)となることで

ある．ただし，λは定数で λ ≥ 0である.

サブグループ分離性

2つの任意のグループを考える，すべてのグループの評価がある評価を支持した場合，

全体の評価と一致しなければならない要請である．

全体をあるグループ Aと B にわけ，グループ Aの評価が f(xA) < f(yA)であり，グ

ループBの評価が f(xB) < f(yB)であれば，全体での評価は必ず f(x ) < f(y)になると

いうことである．

2.4 各指標の分類と特徴

2.4.1 各指標と条件との関係

ここでは，前節までに示した指標を分類し，それぞれ条件を満たしているかについて整

理する．指標の分類は様々な方法が考えられるが，指標における施設までの距離の扱い方

により，

• 範囲指標：最大値・最小値に着目したもの

• 偏差指標：平均値との差に着目したもの

• 格差指標：組み合わせの差に着目したもの

と分類する．これと前節での指標に必要な条件と照らし合わせる．

範囲指標は，最大値・最小値という極値に着目したものである．特徴としては最大値と

最小値しか考えていないため，途中のばらつきが指標に反映されないという問題点がある．

偏差指標は，平均値との差に着目したものである．偏差をとった平均偏差や Schutz指標
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は移転原理を満たさない．分散・標準偏差・変動係数といった偏差二乗をとったものは移

転原理を満たす．格差指標は，組み合わせの差に着目したものであり移転原理と直接比較

の両方を満たすという点で優れているといえる．

表 2.1: 各指標の特徴
非標準化 移転 直接 原点 相似性 サブグループ

原理 比較 独立性 分離性

範囲指標 最大値 ○ × × ○ ○ ○

範囲 ○ × × ○ ○ ×

偏差指標 平均偏差 ○ × × ○ ○ ×

Schutz × × × ○ ○ ×

分散 ○ ○ × ○ ○ ×

標準偏差 ○ ○ × ○ ○ ×

変動係数 × ○ × ○ ○ ×

格差指標 平均格差 ○ ○ ○ ○ ○ ×

ジニ係数 × ○ ○ ○ ○ ×

その他 Theil ○ ○ × × × ○

Atkinson ○ ○ × × ○ ○

Kolm ○ ○ × ○ × ○

標準化した指標は平均値・総和で割ることでスケールによる違いを考慮した指標であり，

変動係数やジニ係数がこれに該当し，よく利用されている指標である．しかし，これらの

指標は平均値が大きくなればなるほど値が小さくなるという特徴がある．そのため，施設

配置問題で考えると，立地点が需要点より遠いほど平均距離が大きく，指標値が小さくな

るという特徴を持っている．つまり，需要点から無限に遠い地点が平等性の最適点となる

こともある．このような点から，そのため標準化した指標はふさわしくないと考えられる．

また，経済学における所得分配の議論においては一定額を分配するということを考えて

いるため，人数が等しい場合は平均所得は一定となる．しかし，施設配置問題においては

人数が等しくても，施設立地点が異なれば平均距離は一定とならない．この点が所得分配

と施設配置の議論の異なる点である．よって，所得分配の議論でよく用いられているジニ

係数を施設配置問題に適用するのはふさわしくない．

原点独立性を満たす指標は，定数を加えても値は変わらないことから，絶対的な差に意

味があるときにはこれらの指標がふさわしいと考えられる．相似性を満たす指標は，定数

倍しても値は変わらないことから，比に意味があるときはこれを満たす指標がふさわしい

と考えられる．
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また，距離という視点から考えると次元が重要であると考えられる．標準化した指標で

は無次元数としての値がでてくるため直観的な解釈はしにくい，また 2乗距離を用いてい

るものも同様に解釈はしにくいと考えられる．

各指標とこれらの条件をまとめると，表 2.1に示したようにそれぞれの指標の特徴がわ

かる．それぞれの条件を満たすものは○，満たさないものは×で表している．

表 2.1に示した指標のうち移転原理と直接比較を満たし，標準化せず次元が距離となっ

ている指標は平均格差指標である．

2.4.2 各指標値の特徴

次に，それぞれの指標の特徴をみるために，1次元の単純な例を用いて計算を行う．図

2.1のように長さ aの線分上に施設を立地すると仮定する．利用者は線分上に一様分布し

ているものとする．

0

図 2.1: 施設立地の仮定

まず，一様に利用者が分布していると仮定した場合について求める．このとき，施設が

ある地点 xに立地したときの利用者の施設までの距離を用いてそれぞれの指標の値を求め

ると，それぞれの値は定理 2.1にまとめたように計算できる．詳しい計算方法は章末の付

録に記述してある．

立地点 xと効率性指標である平均距離の関係をグラフにしたものが図 2.2であり，それ

ぞれの平等性指標との関係をグラフにしたものが図 2.3,図 2.4である．

これを見ると，各指標のうち，標準化した指標である Schutz指標，変動係数，ジニ係

数については線分の端点と中点で等しい値となることがわかる．それぞれ平均偏差，標準

偏差，平均格差を平均距離で割ったものである．理由としては，平均距離は端点にいくほ

ど大きい値をとり，平均偏差，標準偏差，平均格差も端点に行くほど大きい値をとるが値

の増加率は逓減する．そのため，端点へ行くほど分母となる平均距離が大きくなるが，分

子となる平均偏差，標準偏差，平均格差の値はそれほど増加しないため，全体として値が

小さくなる．しかし，端点と中点が等しくなることは平等性指標として感覚には合わない

だろう．また，平均格差及び平均距離が最大となる端点が平等性の最適解となることはや

はり不自然といえるだろう．
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Atkinson指標は εが小さいとTheil指標と同様に平均値と形状が似ているが，εが大き

くなるにつれ鍋底型の形状となる．これは，中心付近での値の差には値は反応せず，端点

に近づくほど反応することから，遠い利用者に反応すると考えられる．また，Kolm指標

は εの小さいうちは平均格差や標準偏差と似た形状をしているが，大きくなるにつれ平均

値に似た形状となる．

単純な線分上での計算を行った結果，このように各指標についての特徴と問題点が示さ

れた．

これまでの指標の特徴と問題点の議論から，平等性の指標として相応しい条件として (1)

移転原理を満たすこと，(2)直接比較を満たすこと，(3)標準化せず指標値の次元が距離と

なっていること，が挙げられる．2節で示した指標のうちこれらを全て満たすのは平均格

差であり，施設配置の議論における指標としてより相応しいものであると考えられる．

図 2.2: 立地点と平均距離

2.5 まとめ

本章では，施設アクセス距離に関する平等性指標を特徴づけた．既存研究で取り上げら

れてきた平等性に関する指標について，経済学的な規範や，施設配置問題の立場から平等

性指標として要請される条件を挙げ，各指標が満たしているかどうかを確認した．これら

の議論は実際に施設配置問題を考える際にどの指標を採用すべきかを考える上で参考と

なる．

そして，線分上に利用者が一様に分布すると仮定したときに施設立地点を変化させそれ

ぞれの平等性指標の値を求め，数値的に比較した．その結果，一般的に平等性指標として

よく用いられる変動係数やジニ係数といった平均で割ることにより標準化した指標は中心
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と端点が等しい値となることがあることを示した．

また，平等性の指標として相応しい条件として (1)移転原理を満たすこと，(2)直接比

較を満たすこと，(3)標準化せず指標値の次元が距離となっていること，の 3点を考える

と平均格差が比較的良いことを示した．
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定理 2.1 長さ aの線分上に利用者が一様に分布し，施設を端点から距離 xの地点に

立地した際の指標値は次式で表される：

平均値
2x2 − 2ax + a2

2a
最大値 a− x (0 ≤ x ≤ a

2 )

x (a
2 ≤ x ≤ a)

範囲 a− x (0 ≤ x ≤ a
2 )

x (a
2 ≤ x ≤ a)

平均偏差
4x4 − 4a2x2 + a4

4a3
(0 ≤ x ≤ (1−

√
2

2 )a)

4x4 − 8ax3 + 8a2x2 − 4a3x + a4

2a3
((1−

√
2

2 )a ≤ x ≤
√

2
2 a)

4x4 − 16ax3 + 20a2x2 − 8a3x + a4

4a3
(
√

2
2 a ≤ x ≤ a)

Schutz
4x4 − 4a2x2 + a4

4a2x2 − 4a3x + 2a4
(0 ≤ x ≤ (1−

√
2

2 )a)

4x4 − 8ax3 + 8a2x2 − 4a3x + a4

2a2x2 − 2a3x + a4
((1−

√
2

2 )a ≤ x ≤
√

2
2 a)

4x4 − 16ax3 + 20a2x2 − 8a3x + a4

4a2x2 − 4a3x + 2a4
(
√

2
2 a ≤ x ≤ a)

分散
−12x4 + 24ax3 − 12a2x2 + a4

12a2

標準偏差

√−12x4 + 24ax3 − 12a2x2 + a4

√
12a

変動係数

√−12x4 + 24ax3 − 12a2x2 + a4

√
3(2x2 − 2ax + a2)

平均格差
8x3 − 6ax2 + a3

3a2
(0 ≤ x ≤ a

2 )

−8x3 + 18ax2 − 12a2x + 3a3

3a2
(a
2 ≤ x ≤ a)

ジニ係数
16x3 − 12ax2 + 2a3

6ax2 − 6a2x + 3a3
(0 ≤ x ≤ a

2 )

−16x3 + 36ax2 − 24a2x + 6a3

6ax2 − 6a2x + 3a3
(a
2 ≤ x ≤ a)

Theil
1
4
(2x2 − 2ax + a2)(−1 + 2 log a + 2 log(a− x))

Atkinson
(

x2−ε + (a− x)2−ε

a(2− ε)

) 1
1−ε

Kolm
2x2 − 2ax + a2

2a
+

1
ε

(
log

2− exp(−εx)− exp(ε(x− a))
aε

)
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図 2.3: 立地点と各平等性指標の値
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2.5. まとめ

図 2.4: 立地点と各平等性指標の値 (2)
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2.A 付録

ここでは，図 2.1のように長さ aの線分上に一様に利用者が分布しているとし，施設が

ある地点 xに立地したときのそれぞれの指標の求め方について詳しく説明する．

平均距離

平均距離は総移動距離を求め，それを線分全体 aで割ることによって求められる．ある

地点から施設までの距離を dとすると，施設の左側にいる人の最大距離は xであり，右側

にいる人の最大距離は a− xとなる．これより，総移動距離は

∫ x

0
ddd +

∫ a−x

0
ddd (2.14)

となり，これを解くと，
1
2
(2x2 − 2ax + a2) (2.15)

となる．これを aで割ると平均距離となるから，平均距離 d̄は

d̄ =
2x2 − 2ax + a2

2a
(2.16)

となる．

最大値

施設立地点が中点より左 (0 < x < a
2 )か右 (a

2 < x < a)かによって場合分けされる．線

分の中点より左であれば最大値は右の端点がとる施設までの距離 a− xとなり，線分の中

点より右であれば最大値は左の端点がとる施設までの距離 xとなる．

範囲

最大値から最小値を引いた範囲の値は立地地点が最小値 0をとるから，最大値と同じ値

となる．

平均偏差

平均偏差を求める際には全体での施設までの平均距離と，ある地点の施設までの距離と

の関係を考えなければならない．縦軸に平均距離と施設までの距離差 |d − d̄|をとり，横
軸に利用者の地点をとると，図 2.5のように 3つの場合分けが考えられる．そのため各々

の場合において計算が必要となる．
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図 2.5: 平均偏差計算方法

– 25 –



第 2章 施設アクセス距離に関する平等性指標

まず，場合分けの境界となる xを求める．図 2.5より x = d̄となるときが (a)と (b)の

境であり，a− x = d̄となるときが (b)と (c)の境であることがわかる．0 < x < aである

ことを考えると，(a)と (b)の境は

x =
2x2 − 2ax + a2

2a
(2.17)

を解くことにより，x = (1−
√

2
2 )aとなり，(b)と (c)の境は

a− x =
2x2 − 2ax + a2

2a
(2.18)

を解くことにより, x =
√

2
2 aとなる．

次にそれぞれの場合について，平均偏差を求める．それぞれ偏差の総和を求め，それを

線分全体 aで割ることによって求める．

(a)0 ≤ x ≤ (1−
√

2
2 )aの場合

偏差の総和は図 2.5(c)の色付部分の面積に相当するから，

d̄2 +
1
2
(a− (x + d̄))2 − 1

2
(x− d̄)2 (2.19)

となり，これを整理し d̄に平均距離を代入し，線分全体 aで割ると平均偏差が求まり

4x4 − 16ax3 + 20a2x2 − 8a3x + a4

4a3
(2.20)

となる．

(b)(1−
√

2
2 )a ≤ x ≤

√
2

2 aの場合

偏差の総和は図 2.5(b)の色付部分の面積に相当するから，

1
2
(x− d̄)2 + d̄2 +

1
2
(a− (x + d̄))2 (2.21)

となり，これを整理し d̄に平均距離を代入し，線分全体 aで割ると平均偏差が求まり

4x4 − 8ax3 + 8a2x2 − 4a3x + a4

2a3
(2.22)

となる．

(c)
√

2
2 a ≤ x ≤ aの場合
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偏差の総和は図 2.5(c)の色付部分の面積に相当するから，

1
2
(x− d̄)2 + d̄2 − 1

2
((x + d̄)− a)2 (2.23)

となり，これを整理し d̄に平均距離を代入し，線分全体 aで割ると平均偏差が求まり

4x4 − 8ax3 + 8a2x2 − 4a3x + a4

2a3
(2.24)

となる．

Schutz指標

Schutz指標は平均偏差を平均距離で割れば求まる．その結果，それぞれの式は以下のよ

うになる．

(a)0 ≤ x ≤ (1−
√

2
2 )aの場合

4x4 − 4a2x2 + a4

4a2x2 − 4a3x + 2a4
(2.25)

(b)(1−
√

2
2 )a ≤ x ≤

√
2

2 aの場合

4x4 − 8ax3 + 8a2x2 − 4a3x + a4

2a2x2 − 2a3x + a4
(2.26)

(c)
√

2
2 a ≤ x ≤ aの場合

4x4 − 16ax3 + 20a2x2 − 8a3x + a4

4a2x2 − 4a3x + 2a4
(2.27)

分散

分散は 2乗距離の平均から平均距離の 2乗を引くことによって求められる．平均距離は

すでに求めてあるから，2乗の平均値を求めればよい．

2乗距離の平均値は 2乗距離の総和を求め，それを線分全体 aで割ることによって求め

られる．ある地点から施設までの距離を dとすると，施設の左側にいる人の最大距離は x

であり，右側にいる人の最大距離は a− xとなる．これより，2乗距離の総和は
∫ x

0
d2dd +

∫ a−x

0
d2dd (2.28)

となり，これを解くと，

ax3 − a2x +
a3

3
(2.29)

となる．これを aで割ると 2乗距離の平均値は

ax2 − ax +
a2

3
(2.30)
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となる．これから，平均値の 2乗を引き，整理すると，分散が求まり，

−12x4 + 24ax3 − 12a2x2 + a4

12a2
(2.31)

となる．

標準偏差

標準偏差は分散の平方根をとったものであるから，直ちに求まり，
√−12x4 + 24ax3 − 12a2x2 + a4

√
12a

(2.32)

となる．

変動係数

変動係数は標準偏差を平均距離で割ったものであるから，
√−12x4 + 24ax3 − 12a2x2 + a4

√
3(2x2 − 2ax + a2)

(2.33)

となる．

平均格差

平均格差はある地点の利用者に対して，他の利用者全てとの差を足し，全ての利用者に

対して和をとり，人数で割ったものである．図 2.6は横軸に地点，縦軸にある基準となる

利用者が施設からちょうど d離れたところにいるとしたときの他の地点にいる利用者との

施設までの距離の差をとったものである．このように軸を取ると，図 2.6で色の塗られた

部分は，ある基準となる利用者が施設からちょうど d離れたところにいるときの，ほかの

線分上の全ての利用者との施設までの距離の差の和に相当する．

そして，基準となる利用者を線分上を 0から aまで動かし，総和をとったものが格差の

総和となり，これを利用者のペア分 a2で割ったものが平均格差となる．

施設立地点によって 2つの場合分けがされ，それぞれについて平均格差を求めると以下

のようになる．

(a)0 ≤ x ≤ a
2 の場合

図 2.6(a-1)のように，基準となる利用者が施設から距離 dで 0 ≤ d ≤ xの場合，他の全

ての利用者との距離の差の和は

1
2
(x− d)2 + d2 +

1
2
(a− (x + d))2 (2.34)
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図 2.6: 平均格差計算方法
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となる．また，図 2.6(a-2)のように，基準となる利用者が施設から距離 dで x ≤ d ≤ a−x

の場合，他の全ての利用者との距離の差の和は

d2 − 1
2
(x− d)2 +

1
2
(a− (x + d))2 (2.35)

となる．(a-1)となる場合は基準となる利用者が施設立地点の左側にいる場合と右側にい

る場合の 2通りがあり，(a-2)となる場合はある基準となる利用者が施設立地点の右側に

いる場合のみ 1通りであるから，格差の総和は，

2
∫ x

0

(
1
2
(x− d)2 + d2 +

1
2
(a− (x + d))2

)
dd

+
∫ a−x

x

(
d2 − 1

2
(x− d)2 +

1
2
(a− (x + d))2

)
dd (2.36)

となる．これを解き，利用者のペア数 a2で割ると，平均格差が求まり，

8x3 − 6ax2 + a3

3a2
(2.37)

となる．

(b)a
2 ≤ x ≤ aの場合

図 2.6(b-1)のように，基準となる利用者が施設から距離 dで 0 ≤ d ≤ a− xの場合，他

の全ての利用者との距離の差の和は

1
2
(x− d)2 + d2 +

1
2
(a− (x + d))2 (2.38)

となる．また，図 2.6(b-2)のように，基準となる利用者が施設から距離 dで a−x ≤ d ≤ x

の場合，他の全ての利用者との距離の差の和は

d2 +
1
2
(x− d)2 − 1

2
((x + d)− a)2 (2.39)

となる．(b-1)となる場合は基準となる利用者が施設立地点の左側にいる場合と右側にい

る場合の 2通りがあり，(b-2)となる場合は基準となる利用者が施設立地点の左側にいる

場合のみ 1通りであるから，格差の総和は，

2
∫ a−x

x

(
1
2
(x− d)2 + d2 +

1
2
(a− (x + d))2

)
dd

+
∫ x

0

(
d2 +

1
2
(x− d)2 − 1

2
((x + d)− a)2

)
dd (2.40)

となる．これを解き，利用者のペア数 a2で割ると，平均格差が求まり，

−8x3 + 18ax2 − 12a2x + 3a3

3a2
(2.41)
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となる．

ジニ係数

ジニ係数は平均格差を平均距離で割ったものであるから，場合分けも平均格差と同様に

なり，以下のように求まる．

(a)0 ≤ x ≤ a
2 の場合

16x3 − 12ax2 + 2a3

6ax2 − 6a2x + 3a3
. (2.42)

(b)a
2 ≤ x ≤ aの場合

−16x3 + 36ax2 − 24a2x + 6a3

6ax2 − 6a2x + 3a3
. (2.43)

Theil指標

ある地点から施設までの距離を dとすると，施設の左側にいる人の最大距離は xであり，

右側にいる人の最大距離は a− xとなる．これより，Theil指標は
∫ x

0
d log(ad)dd +

∫ a−x

0
d log(ad)dd (2.44)

となり，これを解くと，

1
4
(2x2 − 2ax + a2)(−1 + 2 log a + 2 log(a− x)) (2.45)

となる．

Atkinson指標

ある地点から施設までの距離を dとすると，施設の左側にいる人の最大距離は xであり，

右側にいる人の最大距離は a− xとなる．ε 6= 1のとき，Atkinson指標は

d̄

(
1
a

(∫ x

0

(
d

d̄

)1−ε

dd +
∫ a−x

0

(
d

d̄

)1−ε

dd

)) 1
1−ε

(2.46)

となり，これを解くと， (
x2−ε + (a− x)2−ε

a(2− ε)

) 1
1−ε

(2.47)

となる．ただし，ε = 2のときは分母が 0となるため求められない．また，ε = 1のときは

積分で表せないため求められない．
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Kolm指標

ある地点から施設までの距離を dとすると，施設の左側にいる人の最大距離は xであり，

右側にいる人の最大距離は a− xとなる．よって，Kolm指標は

d̄ + ε−1 log
(

1
a

(∫ x

0
exp(−εd)dd +

∫ a−x

0
exp(−εd)dd

))
　 (2.48)

となり，これを解くと，

d̄ +
1
ε

(
log

(
2− exp(−εx)− exp(−ε(a− x))

aε

))
(2.49)

となる．d̄を aと xの式で表すと

2x2 − 2ax + a2

2a
+

1
ε

(
log

(
2− exp(−εx)− exp(ε(x− a))

aε

))
(2.50)

となる．
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置問題

3.1 はじめに

本章では，施設配置について効率性と平等性の 2つの視点から考える．効率性指標は平

均距離を，平等性指標は 2章で議論した結果から平均格差を用いる．この指標を用いる理

由としては，標準化されていないため距離という物理的次元を持ち感覚的に捉えやすい，

移転原理と直接比較を満たしているという点である．

はじめに，円・正三角形・正六角形領域，ランダム配置での平均格差の理論値を求める

ことにより，平均格差がどういう値をとるのかを議論する．次に，平等性と効率性の両方

を同時に高くする 2目的の最適施設配置問題を整数計画問題として定式化できることを示

す．最後に，茨城県つくば市の施設配置分布からランダム配置を閾値として各施設の配置

が平等であるかをみるとともに，新市庁舎の立地を想定し最適配置問題の解を求める．

3.2 連続平面上での定式化と解析的結果

はじめに，円・正三角形・正六角形領域の中心と端点に施設がある場合と，ランダムに

配置を配置した場合における平均距離及び平均格差を求める．これにより，領域の中心と

端点でどの程度平等性が異なるかについて考察ができる．また，ランダム配置の場合の平

均格差の基準値を空間的施設配置の平等・不平等の閾値として考えられる．

利用者が一様に分布していると仮定した場合，腰塚・大澤 (1983)による施設からある距

離離れたところにどの程度利用者がいるかを示す距離の確率分布を用いることによって平

均格差を求めることができる．利用者が一様と仮定すると面積は利用者数と同値となる．

圏域全体の利用者数を S，施設までの距離をR，距離Rが r以内の利用者を F (r)とする

と，ちょうど距離が rの利用者数に相当する確率密度関数を f(r)は

f(r) =
1
S

dF (r)
dr

(3.1)
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となる．これを用いると距離の確率分布による平均距離E(R)は

E(R) =
∫

rf(r)dr (3.2)

となる．平均格差AD(R)は

AD(R) =
∫ ∫

f(r1)f(r2)|r1 − r2|dr1dr2 (3.3)

となる．

式 (3.2)と式 (3.3)を用いて平均距離E(R)及び平均格差AD(R)を，円・正六角形・正

方形・正三角形領域について図 3.1のように施設が中心にある場合と図 3.2のように施設

が端点にある場合，ランダムな施設配置の場合について算出する．

円の半径をa，正六角形・正方形・正三角形の1辺の長さをaとする．地域面積をSとし，そ

れぞれ等しい面積で求める．なお，厳密な確率密度関数は腰塚・大澤 (1983)，Mathai(1999)

により求められている．

図 3.1: 中心に施設立地

図 3.2: 端点に施設立地

円

円の場合，面積は S = πa2となるから a =
√

S
π となる．円の中心にある場合，確率密

度関数は

f(r) =
2π

S
r (0 ≤ r ≤

√
S

π
) (3.4)

となる．これより平均距離は Beckmann(1999)により，

– 34 –



3.2. 連続平面上での定式化と解析的結果

E(R) =
2
3

√
S

π
≈ 0.376

√
S (3.5)

と求められている．平均格差は解析的に求まり

AD(R) =
4
15

√
S

π
≈ 0.150

√
S (3.6)

となる．円の端点にある場合，確率密度関数は

f(r) =
1
S

(
2r arccos

(πr

2S

))
(0 ≤ r ≤ 2

√
S

π
) (3.7)

となる．これより平均距離は腰塚 (1986)により，

E(R) =
32
9π

√
S

π
≈ 0.639

√
S (3.8)

と求められている．平均格差は解析的に求まり

AD(R) =
128
9π

(
352
375π

− 9
50

) √
S

π
≈ 0.304

√
S (3.9)

となる．

正六角形

正六角形の場合，面積は S = 3
√

3
2 a2となるから a =

√
2S

3
√

3
となる．中心に施設がある

場合，確率密度関数は

f(r) =





1
S (2πr) (0 ≤ r ≤

√
2S

4
√

3
)

1
S

(
2πr − 12r arccos

( √
2S

2・31/4r

))
(
√

2S
4
√

3
≤ r ≤

√
2S

3
√

3
)

(3.10)

となる．平均距離は Beckmann(1999)により，

E(R) =

√
2S

3
√

3

(
1
3

+
1
4

log
√

3
)
≈ 0.377

√
S (3.11)

と求められている．平均格差は数値積分により求めると

AD(R) ≈ 0.152
√

S (3.12)

となる．端点にある場合，確率密度関数は
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f(r) =





1
S

(
2
3πr

)
(0 ≤ r ≤

√
2S

3
√

3
)

1
S

(
2r arcsin(

√
2S

2・31/4r
)
)

(
√

2S
3
√

3
≤ r ≤

√
2S√

3
)

1
S

(
1
3πr − 2r arccos(

√
2S

31/4r
)
)

(
√

2S√
3
≤ r ≤ 2

√
2S

3
√

3
)

(3.13)

となる．これより平均距離を求めると，

E(R) =
√

2S

18
√

3
√

3

(
7 + 3

√
6 +

9
2

log 3 +
3
2

log(3 + 2
√

3)
)
≈ 0.687

√
S (3.14)

となる．平均格差は数値積分により求めると

AD(R) ≈ 0.311
√

S (3.15)

となる．

正方形

正方形の場合，面積は S = a2となるから a =
√

Sとなる．中心に施設がある場合，確

率密度関数は

f(r) =





1
S (2πr) (0 ≤ r ≤

√
S

2 )
1
S

(
2πr − 8r arccos

(√
S

2r

))
(
√

S
2 ≤ r ≤

√
S
2 )

(3.16)

となる．平均距離は Beckmann(1999)により，

E(R) =
√

S

6

(√
2 + log(1 +

√
2)

)
≈ 0.383

√
S (3.17)

と求められている．平均格差は数値積分により求めると

AD(R) ≈ 0.162
√

S (3.18)

となる．端点に施設がある場合，確率密度関数は

f(r) =





1
S

(
1
2πr

)
(0 ≤ r ≤ √

S)
1
S

(
1
2πr − 2r arccos(

√
S

r )
)

(
√

S ≤ r ≤ √
2S)

(3.19)

となる．これより平均距離を求めると，

E(R) =
√

S

3

(√
2 + log(1 +

√
2)

)
≈ 0.765

√
S (3.20)
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となる．平均格差は数値積分により求めると

AD(R) ≈ 0.324
√

S (3.21)

となる．

正三角形

正三角形の場合，面積は S =
√

3
4 a2となるから a = 2

√
S

31/4 となる．中心に施設がある場

合，確率密度関数は

f(r) =





1
S (2πr) (0 ≤ r ≤

√
S

33/4 )
1
S

(
2πr − 6r arccos

( √
S

33/4r

))
(
√

S
33/4 ≤ r ≤

√
S

2・33/4 )
(3.22)

となる．平均距離は Beckmann(1999)により，

E(R) =
2
√

S√
3
√

3

(
1
3

+
1

6
√

3
log(2 +

√
3)

)
≈ 0.404

√
S (3.23)

と求められている．平均格差は数値積分により求めると

AD(R) ≈ 0.195
√

S (3.24)

となる．端点に施設がある場合，確率密度関数は

f(r) =





1
S

(
1
3πr

)
(0 ≤ r ≤ 31/4

√
S)

1
S

(
1
3πr − 2r arccos(31/4

√
S

r )
)

(31/4
√

S ≤ r ≤ 2
√

S
31/4 )

(3.25)

となる．これより平均距離を求めると，

E(R) =
2
√

S

31/4

(
1
3

+
1
2

log
√

3
)
≈ 0.924

√
S (3.26)

となる．平均格差は数値積分により求めると

AD(R) ≈ 0.373
√

S (3.27)

となる．
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ランダム配置

平面上に施設をランダムに配置した場合を考える．ランダム配置の場合，無限平面に施

設をがある密度 ρで分布していると考える．このとき，距離分布はポアソン分布に従い，

確率密度関数は

f(r) = 2ρπre−ρπr2
(3.28)

となる．平均距離は Clark and Evans(1954)により，

E(R) =
∫ ∞

0
rf(r)dr =

1
2
√

ρ
(3.29)

と求められている．面積 Sに施設が n個あるとき，ρ = n
S より，

E(R) =
1
2

√
S

n
= 0.500

√
S

n
(3.30)

となる．また，平均格差は解析的に求まり，

AD(R) =
1

2
√

ρ
(2−

√
2) (3.31)

となる．面積 Sに施設が n個あるとき，ρ = n
S より，

AD(R) =
1
2
(2−

√
2)

√
S

n
≈ 0.293

√
S

n
(3.32)

となる．

これまでの計算から以下の定理が導かれる．

定理 3.1 利用者が平面上に一様分布すると仮定したときの円の中心と端点，及びラ
ンダム配置における平均格差は解析的に求められ，次式のようになる．

円の中心：

AD(R) =
4
15

√
S

π
≈ 0.150

√
S (3.33)

円の端点：

AD(R) =
128
9π

(
352
375π

− 9
50

) √
S

π
≈ 0.304

√
S (3.34)

ランダム配置：

AD(R) =
1
2
(2−

√
2)

√
S

n
≈ 0.293

√
S

n
(3.35)
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表 3.1: 平均格差と平均距離
平均格差 平均距離

領域形状・施設配置 AD(R) E(R)
円の中心 *0.150

√
S *0.376

√
S

正六角形の中心 0.152
√

S *0.377
√

S

正方形の中心 0.162
√

S *0.383
√

S

正三角形の中心 0.195
√

S *0.404
√

S

円の端点 *0.304
√

S *0.639
√

S

正六角形の端点 0.311
√

S *0.687
√

S

正方形の端点 0.324
√

S *0.765
√

S

正三角形の端点 0.373
√

S *0.924
√

S

ランダム配置 *0.293
√

S *0.500
√

S

* : 解析的に導出

また，利用者が一様に分布する仮定で単純な領域とランダム施設配置における平均格差

AD(R)と平均距離E(R)をまとめたものが，表 3.1及び図 3.3である．

中心に施設がある場合は円が最も平均格差は小さく，多角形では角数の多いほど円に近

い領域形状になることから，平均格差は小さくなっている．また，平均距離に関しても同

様のことが言える．端点に施設がある場合も円が最も小さく，三角形が最も大きいという

ことになった．図 3.3によって網かけしている部分を見るとわかるように，平均格差・平

均距離ともに最も小さくなっているのが円の中心に施設がある場合となっている．よって，

これら 2つの指標からみて円の中心が最もよいことがわかる．

また，中心にある場合に比べ端点にある場合はそれぞれ平均格差が 2倍程度大きくなっ

ている．また，平均距離は 1.7倍～2.3倍程度になっている．また，図 3.3においてランダ

ム配置における平均格差・平均距離と比較すると，端点にある場合は平均格差，平均距離

ともにランダム配置の場合を上回り，中心にある場合は平均格差，平均距離ともにランダ

ム配置の場合を下回っていることがわかる．よってランダム配置は両極端な配置の間とい

える．

また，図 3.4のようにランダムに配置した場合，規則的に配置した場合に面積 Sを変化

させたときに求まる平均格差と平均距離との関係を求めた結果が図 3.5である．効率性を

一定とし平等性の差をみるために平均距離を固定し平均格差を比較すると，平均格差はラ

ンダム配置がもっとも大きく，正六角形配置が最も小さくなることがわかる．また，平等

性を一定とし効率性の差をみるために平均格差を固定し平均距離を比較すると，平均距離

はランダム配置が最も小さく，正六角形配置が最も大きくなることがわかる．
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図 3.3: 平均距離と平均格差の関係

3.3 離散的空間での2目的施設配置問題の定式化

次に，平等性と効率性の 2つの観点からの施設配置評価のために定式化を行う．平等性

指標として平均格差，効率性指標として平均距離を用いる．平均格差と平均距離の加重和

の最小化問題として考える．これは，整数計画問題として定式化でき，求めることができ

る．整数計画問題については今野・鈴木 (1982)を参照されたい．利用者が離散分布の場

合，例えば町丁目ごとの人口データを用いるような場合，以下のように定式化できる．

図 3.4: ランダム配置と規則的配置
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図 3.5: 平均距離と平均格差の関係

所与の変数

所与の変数は以下のようになる．

n : 需要点数

m : 施設立地候補点数

q : 施設数

pi : 需要点 i(i = 1, · · · , n)の利用者数

p : 対象地域の総利用者数，つまり p =
n∑

i=1

pi

dij : 需要点 iから立地候補点 j(j = 1, · · · ,m)への距離

決定変数

決定変数として 0-1変数を用いる．これらの変数の値が変化することによって目的関数

の値が変化するものである．目的関数が最小になる場合のこれらの変数の値を求めること

となる．
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Xj =





1 立地候補点 jに施設を建設する

0 それ以外

Yij =





1 需要点 iの利用者が立地候補点 jの施設を利用する

0 それ以外

平均格差・平均距離の定式化

以上に挙げられた変数を用いることで平均格差を表現すると，

1
p2

n∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=1

m∑

l=1

pipk|dij − dkl|YijYkl (3.36)

と表せる．しかし，このままでは 2次整数計画問題となる．より易しい問題にするために

目的関数を線形とすることを考える．式 (3.36)が次式と等価である．

1
p2

n∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=1

m∑

l=1

pipk|dijYij − dklYkl|

− 1
p2

n∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=1

m∑

l=1

pipkdijYij(1− Ykl)

− 1
p2

n∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=1

m∑

l=1

pipkdkl(1− Yij)Ykl (3.37)

Yij , Yklはそれぞれ 0-1変数であるから，(Yij , Ykl)の組み合わせは (Yij , Ykl) =(0,0), (0,1),

(1,0), (1,1)の 4パターンとなる．ここで求めたいものは (Yij , Ykl) = (1, 1)の場合のみで

ある．式 (3.37)の第 1項は Yij , Ykl = (0, 1), (1, 0), (1, 1)の 3パターンの合計値であり，第

2項は Yij , Ykl = (0, 1)の場合, 第 3項は Yij , Ykl = (1, 0)の場合である．よって，式 (3.36)

は式 (3.37)と一致する．

第 2項について考えると，ある kに対して
∑m

l=1(1−Ykl) = m−1となり，
∑n

k=1 pk = p

であるから，
n∑

k=1

m∑

l=1

pk(1− Ykl) = p(m− 1) (3.38)

となる．同様に第 3項について考えると，

n∑

i=1

m∑

j=1

pi(1− Yij) = p(m− 1) (3.39)
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となる．これより，式 (3.37)は

1
p2

n∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=1

m∑

l=1

pipk|dijYij − dklYkl|

−m− 1
p

n∑

i=1

m∑

j=1

pidijYij − m− 1
p

n∑

k=1

m∑

l=1

pkdklYkl (3.40)

となる．さらに第 2項と第 3項は添え字のみが異なるだけで，どちらも値は同じとなる

から，

1
p2

n∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=1

m∑

l=1

pipk|dijYij − dklYkl| − 2(m− 1)
p

n∑

i=1

m∑

j=1

pidijYij (3.41)

となり，このように線形の目的関数に変形できる.ここで，式 (3.41)はMandell(1991)が

行っているように絶対値をはずすことができる．

d+
ijkl =





dijYij − dklYkl dijYij ≥ dklYkl

0 それ以外

d−ijkl =





dklYkl − dijYij dijYij ≤ dklYkl

0 それ以外

とすると，

dijYij − dklYkl = d+
ijkl − d−ijkl

d+
ijkl ≥ 0

d−ijkl ≥ 0

を満たし，

|dijYij − dklYkl| = d+
ijkl + d−ijkl

と表せる．これを用いると平等性の目的関数は，

1
p2

n∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=1

m∑

l=1

pipk(d+
ijkl + d−ijkl)−

2(m− 1)
p

n∑

i=1

m∑

j=1

pidijYij (3.42)

となる．

また，平均距離はDaskin(1995)から

1
p

n∑

i=1

m∑

j=1

pidijYij (3.43)
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と表せる．これは式 (3.42)の第 2項と同じ構造を持つことに注意されたい．

線形加重和施設配置モデル

w(0 ≤ w ≤ 1)を平等性として平均格差 (式 (3.42))の重み，1 − wを効率性として平均

距離 (式 (3.43))の重みとする．以下のように 2目的スカラー最小化施設配置モデルが目的

関数，制約条件式がともに線形である整数計画問題として定式化できる．

最小化 w


 1

p2

n∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=1

m∑

l=1

pipk(d+
ijkl + d−ijkl)−

2(m− 1)
p

n∑

i=1

m∑

j=1

pidijYij




+(1− w)
1
p

n∑

i=1

m∑

j=1

pidijYij (3.44)

条　件

m∑

j=1

Yij = 1 ∀i

m∑

l=1

Ykl = 1 ∀k
m∑

j=1

Xj = q

Yij −Xj ≤ 0 ∀i, j
Ykl −Xl ≤ 0 ∀k, l

Xj = 0, 1 ∀j
Yij = 0, 1 ∀i, j
Ykl = 0, 1 ∀k, l

dijYij − dklYkl = d+
ijkl − d−ijkl ∀i, j, k, l

d+
ijkl ≥ 0 ∀i, j, k, l

d−ijkl ≥ 0 ∀i, j, k, l

目的関数式 (3.44)は整理すると，

w

p2

n∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=1

m∑

l=1

pipk(d+
ijkl + d−ijkl) +

3− 2m− w

p

n∑

i=1

m∑

j=1

pidijYij (3.45)

となる．

ここで，w = 1としたとき平均格差最小化の問題となり，w = 0としたとき平均距離最

小化の問題，いわゆる p-median 問題に帰着する．このようにこの定式化はDaskin(1995)
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に示されている p-median問題の一般形となっている．整数計画問題なので，一般的な数

理計画ソフトウエアを用いれば解くことができる．

定理 3.2 wを平等性として平均格差の重み，1−wを効率性として平均距離の重みと

し，0 ≤ w ≤ 1とすると，2目的スカラー最小化施設配置モデルは目的関数，制約条
件式がともに線形である整数計画問題として定式化できる．

3.4 つくば市の施設配置への応用

前節までの解析的結果と数理計画問題の定式化を用いて，茨城県つくば市の公共施設配

置を例に実際の施設配置問題を考える．

3.4.1 つくば市の公共施設

はじめに，平成 14年 4月現在の茨城県つくば市の市役所分庁舎・幼稚園・小学校・中学

校・公民館・警察署・郵便局・銀行の分布に関して，これらの施設が効率的にあるいは平

等に配置されているかについて考察を行う．銀行以外の施設は主に行政サービスとして運

営されているものであり，銀行は営利企業の例として取り上げる．また，銀行は市内の複

数の金融機関を対象とする場合と 1社のみを対象とした場合の 2パターンを考える．小学

校などは通学距離の制約から空間的に平等に配置される施設と考えられる．一方，銀行な

どの施設はある程度人口の多いところに立地することから平等に配置されるとは考えにく

い．このように，施設によって配置の状況が異なる．人口の分布に対して平等であるか，

空間的に面積に対して平等であるかの 2点から考察を行う．

まず，実際の施設配置から平均格差と平均距離を求める．町丁目 (224区域)別人口はつ

くば市 (1999)による統計つくば，面積は総務庁 (1995)による国勢調査，郵便局・銀行は東

日本電信電話 (2000)によるタウンページ茨城県南部版，その他の施設はつくば市 (2000)

によるつくばの教育を用いる．つくば市の町丁目区分は図 3.6，それぞれの施設の配置は

図 3.7の通りである．

そして，(1)人口データから，(2)面積データから，(3)ランダム配置による 3種類の平均

距離と平均格差の計算を行った．(1)人口による計算は，町丁目代表点に人口が集まってい

ると仮定し代表点から施設までの距離を用いて求めたもの，(2)面積による計算は，町丁

目代表点に町丁目面積に比例する人口が集まっていると仮定し代表点から施設までの距離

を用いて求めたもの，(3)ランダム配置はそれぞれの施設数とつくば市の面積 (259.59km2)

を式 (3.32)に代入して求めたものである．計算結果を表 3.2，図 3.8，図 3.9に示す．
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図 3.6: つくば市町丁目区分

表 3.2: つくば市の施設：平均格差と平均距離
人口データによる 面積データによる ランダム配置における

平均格差 平均距離 平均格差 平均距離 平均格差 平均距離

施設 (施設数) AD(R) E(R) AD(R) E(R) AD(R) E(R)

庁舎 (5) 1.458 2.804 1.495 2.967 2.112 3.605
幼稚園 (18) 1.324 1.607 1.389 2.042 1.113 1.900
小学校 (36) 0.673 0.929 0.697 1.014 0.787 1.344
中学校 (12) 1.185 1.733 1.208 2.204 1.363 2.327
公民館 (16) 1.015 1.502 1.347 2.079 1.180 2.016
警察署 (20) 1.011 1.290 0.886 1.402 1.056 1.803
郵便局 (25) 0.836 1.156 0.931 1.272 0.944 1.612
銀行複数 (36) 1.133 1.445 1.318 1.949 0.787 1.344
銀行 1社 (10) 1.452 1.905 1.513 2.480 1.492 2.548

単位:km

– 46 –



3.4. つくば市の施設配置への応用

図 3.7: つくば市各施設の配置

– 47 –



第 3章 効率性と平等性からみた 2目的施設配置問題

図 3.8: つくば市各施設：人口データによる平均距離と平均格差

図 3.9: つくば市各施設：面積データによる平均距離と平均格差
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この結果から，町丁目人口による値の比較を行う．銀行 (複数)と小学校は施設数が同じ

であるにもかかわらず，小学校のほうが平均格差・平均距離ともに小さくなっていること

から，銀行 (複数)は小学校と比べ不平等な分布になっているといえる．郵便局と銀行 (複

数)では郵便局のほうが施設数が少ないにもかかわらず，銀行 (複数)よりいずれも小さい

値となっていることから郵便局は銀行 (複数)より平等な分布であるといえる．また，幼稚

園は施設数のより少ない中学校や公民館と比べ平均格差の値が大きいことから，これらの

施設と比べ不平等な配置といえる．また，銀行 (1社)は市庁舎の倍の施設数があるにもか

かわらず，平均格差はほぼ等しく，平均距離は市庁舎より大幅に小さいことから，より人

口の多い地域に偏って存在していることがわかる．

そして，町丁目の人口と面積による値を比較する．人口による平均格差が面積によるも

のを大きく下回っている施設は公民館・郵便局・銀行である．これらの施設は人口でみた

場合の平等性がより高いということから，人口に応じて分布していると考えられる．一方，

人口による平均格差が面積によるものを上回っている施設は警察署・駐在所である．この

施設は面積でみた場合の平等性がより高いということから，面積に応じて分布していると

考えられる．その他の市庁舎・小学校・中学校は面積と人口による平均格差がほぼ等しいこ

とから，人口・面積どちらに対しても同じような平等性を持っている分布であるといえる．

次に，ランダム配置と町丁目面積による平均格差・平均距離を比較する．ランダム配置

による値が上回っている施設は幼稚園・公民館・銀行 (複数)となっている．これらの施設

は空間的に不平等な分布であるといえる．その他の施設，庁舎・小学校・中学校・警察署・

郵便局は面積による値が下回っていることから，より空間的に平等な分布であるといえる．

銀行 (1社)については，ほぼ同じ値をとっているから，銀行 (複数)よりは平等であるが，

小学校等よりは空間的に不平等であるといえる．

これらのうち複数の銀行での結果は，営利企業のため空間競争の結果と考えられる．よっ

て，Hotelling(1929)の空間立地問題やAlonso(1964)で示されたアイスクリーム屋台問題

のように，平均距離や平均格差が小さくなるような配置にならないため，平均距離や平均

格差は大きく，不平等な分布になっていると考えられる．

3.4.2 新つくば市庁舎配置

次に，新市庁舎の配置について考える．茨城県つくば市と稲敷郡茎崎町は 2002年 11月

に合併した．合併前のつくば市と茎崎町の市役所庁舎・町役場の配置は図 3.10のように

なっている．また，つくば市 (2001)の総合計画において，新庁舎の建設が掲げられてい

る．また，市庁舎建設審議会において，2004年 5月に新庁舎候補地としては葛城地区とセ

ンター地区が答申されている．新庁舎建設の理由として，現在各部署は各庁舎に分散され
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ているため，業務が非効率であるということがある．新庁舎の建設によって既存の庁舎は

市民窓口のみとなり業務が新市庁舎に集約されることが考えられる．一方，新市庁舎建設

に対して建設費用の問題から反対する意見もある．既存の施設を有効利用していくことで

建設をせず，建設に要する費用を福祉など別の分野に活用できないかという考えもある．

このような状況をふまえて，つくば市の新市庁舎の配置問題を考える．

ここでは市庁舎の配置問題について，(1)現在ある 6施設にセンター地区あるいは葛城

地区を加えた場合，(2)現在ある 6施設に加えて小学校や公民館でサービスを行った場合

について平均格差と平均距離を用いて平等性と効率性の 2つの観点から比較を行う．また，

センター地区に建設した場合としない場合に (3-1)1施設に業務を集約，(3-2)2施設に業務

を集約した状況について考える．他のどの地点と比較しても平等性と効率性のいずれかが

良い点（パレート最適点）と，3.3節で定式化したものを用いて重み付けwを変化させた

際の最適地点を求める．

(1)新庁舎建設

はじめに，現状の 6施設にセンター地区・葛城地区を加え，新庁舎を建設した場合の結

果を表 3.3に示す．この結果から，平均距離は小さくなるが，平均格差は逆に大きくなる

ことがわかる．これは，最寄りの施設がセンター地区あるいは葛城地区のに変わる住民は

距離が小さくなるが，それ以外の庁舎が最寄りのままである利用者は変わらないため，格

差が広がると考えられる．葛城地区はセンター地区と同様の傾向はあるが，平均距離も平

均格差も現状とほぼ変わらない配置となることがわかる．

表 3.3: 新庁舎建設した場合の平均格差・平均距離
平均格差 平均距離

AD(R)(km) (倍) E(R)(km)(倍)

現状 6施設 1.463 (1.000) 2.803 (1.000)
現状 6施設+センター 1.490 (1.018) 2.441 (0.871)
現状 6施設+葛城 1.467 (1.003) 2.781 (0.992)

(2)公民館・小学校でのサービス

近年，各市町村において情報技術を用いた市民サービスについて議論が行われている．

そこで，情報技術を用いた市民サービス施設の拡大を考える．仮に公民館や小学校に端末

を設置し，住民票や印鑑証明などの取得といったサービスが受けられるようになった場合

を想定する．つくば市・茎崎町の小学校と公民館は図 3.11のような配置となっている．
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図 3.10: つくば市・茎崎町：庁舎・役場の配置
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図 3.11: つくば市・茎崎町：庁舎・小学校・公民館の配置
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現状の 6施設の場合，21箇所の公民館を加えた場合，39箇所の小学校を加えた場合そ

れぞれの平均格差，平均距離を求めた結果が表 3.4である．

表 3.4: 小学校・公民館でサービスを行った場合の平均格差・平均距離
平均格差 平均距離

AD(R)(km) (倍) E(R)(km)(倍)

現状 6施設 1.463 (1.000) 2.803 (1.000)
現状 6施設+公民館 21施設 1.205 (0.824) 1.476 (0.527)
現状 6施設+小学校 39施設 0.655 (0.448) 0.899 (0.321)

公民館でもサービスを行った場合，平均距離は約半分となるが，平均格差は 2割ほどし

か減少しない．これは図 3.11からわかるように，つくば市北部の公民館は庁舎とほぼ同じ

位置にあることから，北部の住民は施設までの距離がほとんど変わらない．一方，東部に

は公民館が多くなり距離は小さくなる．そのため格差はあまり小さくならないと考えられ

る．また，小学校でもサービスを行った場合，平均距離は約 3分の 1となるが，平均格差

は半分弱となる．

(3-1)1施設に集約

次に，新庁舎を建設し，その施設に業務を集約させた場合を考える．つくば市と茎崎町

の町丁目 (262区域)の人口と代表点を用いて，町丁目単位でどこに施設を配置すればよい

かを考える．

各町丁目代表点に施設を立地した場合の平均格差と平均距離を求めプロットしたものが

図 3.12である．このうち，パレート最適点となるのは表 3.5に挙げた 8地点であり，その

うち前節で定式化した最適配置問題の解となるものは*を記した 5地点である．w = 1と

したとき，平均格差の最小化問題となり，最適地点は東光台 4丁目となる．また，w = 0

としたとき，平均距離の最小化問題となり，春日 3丁目が最適地点となる．平均格差と平

均距離の重み付けwを変えると，それに応じて東光台 3丁目・西平塚・下平塚が最適地点

となる．図 3.13からわかるように，つくば市と茎崎町をあわせた範囲のほぼ中央部に最適

地点があることがわかる．

また，平均格差・平均距離が最大の地点は図 3.13に示してある茎崎町南端の富士見台で

ある．この地点での平均格差は 6.206km ，平均距離は 16.198kmとなっている．平均格差

は最適地点の東光台 4丁目と比較すると 2.144倍，平均距離は 2.880倍となる．3.2節で求

めた単純図形領域で求めた場合の中心と端点の差（平均格差が 2倍程度，平均距離は 1.7

倍～2.3倍程度）と比べやや大きくなっている．これは対象地域が南北に長いため，単純
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図 3.12: 平均格差と平均距離

図形領域と比べ長い距離の利用者が存在するためだと考えられる．

町丁目で考えると以上のような結果になるが，実際の建設となると用地の問題などによ

りこれらの候補地に建設できるとは限らない．そこで，現状の市庁舎・町役場とセンター

地区・葛城地区のいずれかに建設した場合を考える．その結果を表 3.6，図 3.14に示す．

センター地区・葛城地区に建設する場合，表 3.6より，パレート最適点はセンター・葛

城・豊里となる．平均格差の最小化では豊里庁舎の位置が最適地点となり，平均距離でみ

るとセンター地区が最適地点という結果になった．その間をとる場合は葛城地区が最適地

点となる．2目的施設配置モデルにおける最適地点はwのとりかたによって豊里庁舎・葛

城地区・センター地区のいずれかとなる．それ以外の地点はwをどのようにとっても最適

地点にはならない．

センター地区に建設せず，現在利用している市庁舎・分庁舎に建設する場合，表 3.7よ

り，パレート最適点は桜・大穂・豊里となる．平均格差の最小化では豊里庁舎の位置が最

適地点となり，平均距離でみると桜庁舎が最適地点という結果になった．2目的施設配置

モデルにおける最適地点はwのとりかたによって豊里庁舎か桜庁舎のいずれかとなる．そ

れ以外の地点は wをどのようにとっても最適地点にはならない．

現状の 6施設の場合と 1施設に集約した場合の比較を行う．現状の平均格差・平均距離

を 1とし，1施設に集約した場合それぞれの値が何倍になるかをパレート最適点となるす

べてについてまとめたものが表 3.8である．262町丁目いずれかの場合，最大で平均格差

は 2.4倍弱，平均距離は 2.3倍弱となる．現在の 6施設＋センター地区・葛城地区のうち
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図 3.13: つくば市・茎崎町：庁舎・役場の配置
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表 3.5: 1施設のパレート最適地点
平均格差 平均距離 線形加重和 重み

AD(R)(km) E(R)(km) 最小化問題の解 w

*東光台 4丁目 2.881 6.411 ○ 0.90-1.00
*東光台 3丁目 2.895 6.287 ○ 0.63-0.90
中東原新田 2.952 6.211 × -
西原 2.993 6.122 × -
北郷 3.089 6.031 × -

*西平塚 3.147 5.861 ○ 0.46-0.63
*下平塚 3.333 5.704 ○ 0.34-0.46

*春日 3丁目 3.483 5.625 ○ 0.00-0.34

表 3.6: センター地区・葛城地区に建設する場合：1施設の平均距離と平均格差
平均格差 平均距離 パレート 線形加重和 重み

AD(R)(km) E(R)(km) 最適点 最小化問題の解 w

谷田部 4.298 7.960 × × -
桜 3.995 6.169 × × -
大穂 3.795 7.452 × × -
豊里 3.156 7.811 ○ ○ 0.87-1.00
筑波 5.139 10.157 × × -
茎崎 6.112 12.274 × × -
センター 4.171 5.634 ○ ○ 0.00-0.03
葛城 3.466 5.740 ○ ○ 0.03-0.87

表 3.7: センター地区に建設しない場合：1施設の平均距離と平均格差
平均格差 平均距離 パレート 線形加重和 重み

AD(R)(km) E(R)(km) 最適点 最小化問題の解 w

谷田部 4.298 7.960 × × -
桜 3.995 6.169 ○ ○ 0.00-0.66
大穂 3.795 7.452 ○ × -
豊里 3.156 7.811 ○ ○ 0.66-1.00
筑波 5.139 10.157 × × -
茎崎 6.112 12.274 × × -
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図 3.14: 1施設立地した場合の平均距離と平均格差

1施設を選ぶ場合，最大で平均格差は 2.9倍弱，平均距離は 2.8倍弱となる．

(3-2)2施設に集約

最後に，2施設に施設を集約させる場合を考える．1施設に集約せず 2施設を使用する

理由としては，現在の庁舎を有効活用する，あるいは危機管理の一環として市庁舎を分散

化させておく，などが考えられる．このように考えた場合の平均格差と平均距離は表 3.9，

図 3.15，図 3.16のようになる．

平均格差と平均距離の重み付けwを変化させることによって最適地点は図 3.15，図 3.16

に示したようになる．この場合，パレート最適点も 2目的施設配置モデルにおける解も同

じになり，新庁舎を建設しない場合，表 3.10の 2パターン｛谷田部，大穂｝，｛大穂，桜｝

となり，新庁舎をセンター地区に建設した場合，表 3.11の 3パターン｛谷田部，大穂｝，

｛筑波，センター｝，｛大穂，センター｝となる．

現状の 6施設の場合と 2施設に集約した場合について比較を行う．現状の平均格差・平

均距離を 1.000とし，2施設に集約した場合それぞれの値が何倍になるかをまとめたもの

が表 3.12である．現在の 6施設から表 3.12の 2施設に集約した場合，最小で平均格差は

2.0倍強，平均距離は約 1.7倍となる．現在の 6施設＋センター地区の場合，最小で平均格

差は 1.9倍強，平均距離は 1.5倍弱となる．
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表 3.8: 現状 6施設と集約 1施設の平均格差・平均距離比較
平均格差 平均距離

AD(R)(km) (倍) E(R)(km)(倍)

現状 6施設 1.463(1.000) 2.803(1.000)
東光台 4丁目 2.881(1.969) 6.411(2.287)
東光台 3丁目 2.895(1.979) 6.287(2.243)
中東原新田 2.952(2.018) 6.211(2.216)
西原 2.993(2.046) 6.122(2.184)
北郷 3.089(2.111) 6.031(2.152)
西平塚 3.147(2.151) 5.861(2.091)
下平塚 3.333(2.278) 5.704(2.035)
春日 3丁目 3.483(2.381) 5.625(2.007)
桜 3.995(2.731) 6.169(2.201)
大穂 3.795(2.594) 7.452(2.659)
豊里 3.156(2.157) 7.811(2.787)

センター 4.171(2.851) 5.634(2.010)
葛城 3.466(2.369) 5.740(2.047)

表 3.9: 2施設の平均格差・平均距離
平 均 格 差 E(R)

谷田部 3.656 2.386 2.999 2.485 5.031 4.066
平 4.941 桜 3.053 3.264 3.076 3.710 4.063
均 4.826 4.720 大穂 3.476 4.110 2.545 2.842
距 5.644 5.025 6.509 豊里 3.535 2.675 3.308
離 5.240 4.839 7.109 6.770 筑波 3.091 2.779

AD(R) 7.869 5.616 6.049 6.745 7.243 茎崎 4.031
4.810 5.363 4.099 4.567 4.164 5.291 センター

表 3.10: センター地区に建設しない場合：2施設のパレート最適地点
平均格差 平均距離 線形加重和 重み

AD(R)(km) E(R)(km) 最小化問題の解 w

谷田部・大穂 2.386 4.826 ○ 0.14-1.00
大穂・桜 3.053 4.720 ○ 0.00-0.14
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図 3.15: センター地区に建設しない場合：2施設の平均距離と平均格差

図 3.16: センター地区に建設する場合：2施設の平均距離と平均格差

– 59 –



第 3章 効率性と平等性からみた 2目的施設配置問題

表 3.11: センター地区に建設する場合：2施設のパレート最適地点
平均格差 平均距離 線形加重和 重み

AD(R)(km) E(R)(km) 最小化問題の解 w

谷田部・大穂 2.386 4.826 ○ 0.64-1.00
筑波・センター 2.779 4.164 ○ 0.51-0.64
大穂・センター 2.842 4.099 ○ 0.00-0.51

表 3.12: 現状 6施設と集約 2施設の平均格差・平均距離比較
平均格差 平均距離

AD(R)(km) (倍) E(R)(km)(倍)

現状 6施設 1.463 (1.000) 2.803 (1.000)
谷田部・大穂 2.386 (1.631) 4.826 (1.721)
大穂・桜 3.053 (2.086) 4.720 (1.684)

谷田部・大穂 2.386 (1.631) 4.826 (1.721)
筑波・センター 2.779 (1.900) 4.164 (1.485)
大穂・センター 2.842 (1.943) 4.099 (1.462)

3.5 まとめ

本章では，施設までのアクセス距離を用いて，効率性指標を平均距離，平等性指標を平

均格差として施設立地について議論を行った．利用者一様分布の仮定のもとで，単純図形

領域の中心や端点に施設がある場合と，ランダム施設配置における平均格差を導出した．

そのうち円の中心・端点，ランダム配置においては解析的に値を求めることができた．ま

た，領域の中心と端点での平等性の差異を求めた．これらの値は現実の値を解釈する上で

参考となる．

そして，ランダム施設配置における平均格差の期待値を閾値として実際の面積データに

よる平均格差と比較することによって，施設配置の平等性を議論した．つくば市を例に，

人口データと面積データによる平均格差の比較によって人口分布に対して平等な配置か空

間的に平等な配置かについて示した．

また，平均距離と平均格差の 2つの指標を用いて，平等性と効率性とに着目した 2目的

最適配置問題を整数計画問題として定式化した．これにより，一般的な数理計画問題を解

くソフトウエアによって解けるため，一般に容易に利用できる．これを用いて，つくば市

を例に庁舎配置問題を解いた．
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設配置問題の幾何学的解法

4.1 はじめに

前章では，町丁目代表点などを用いた離散的点分布を需要点や立地候補点とした場合に

おける最適解の導出のための定式化を行った．離散的なモデルであれば標準的な数理計画

問題として解くことができる．しかし，候補点を限定せず平面上の任意の点とすると導出

のための枠組みが異なってくる．

本章では連続平面上で最適解を求める方法を示す．需要点は離散的点分布とし，立地候

補点を連続平面上のすべての点とする．また，対象領域は凸領域とする．

また，分析対象の施設として，利便施設と迷惑施設の 2種類を考える．利便施設は市役

所・図書館など近くにあることで利便性の高まる施設を指し，効率的な配置を考える．迷

惑施設はゴミ処理場・斎場など必要ではあるが近くにあることを嫌われる施設を指す．そ

して，もう 1つの目的として平等性を加えた，効率性と平等性，迷惑性と平等性の 2つの

2目的最適施設配置問題を考える．

既存研究としては，Ohsawa(2001), Ohsawa(2002), Ohsawa and Tamura(2003)の一連

の研究がある．これらにおいて最大距離を最小化する (minimax)問題と最小距離を最大化

する (maximin)問題の 2目的問題に関する連続平面上でのボロノイ図を用いた幾何学的

解法が示されている．本章では基本的なアルゴリズムはこれらの既存研究に基づいている

が，格差の概念を含め平等性を考慮した点が拡張した部分となっている．

距離の計算は需要点から施設までの 2乗距離を用いる．これによりボロノイ図での解法

を用いやすくなるためである．効率性指標は総距離を用い，小さい値ほどより施設に近く

効率性が高いとする．迷惑性の指標も総距離を用いるが，こちらは大きい値ほど施設から

遠く迷惑性が低いとする．平等性指標は総格差を用いる．利用者どうし互いの施設までの

距離が等しいほど平等であると考えられるため，格差が小さいほど平等であるとする．

このような仮定のもとで，施設配置の効率性と平等性，迷惑性と平等性の 2目的におけ

る最適配置問題について，パレート最適解と目的関数値を図で描くことにより視覚的に表

現し，評価するための計算方法と計算例を示す．
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本章で用いる変数は以下の通りである．

Ω : 対象領域

n : 需要点数 (n ≥ 2)

pi : 需要点の位置 (i = 1, · · · , n) ∈ Ω

x : 立地点の位置 ∈ Ω

m : 対象領域の境界辺の数 (m ≥ 3)

4.2 1目的施設配置問題の解法

まずはじめに，平等性・効率性・迷惑性のいずれか 1つのみを最適とする解を求めるこ

とを考える．

4.2.1 平等性

平等性指標 F (x)は格差の総和を用いる．施設立地点と需要点 iとの距離は ‖x− pi‖と
表せるから，

F (x) ≡
n∑

i=1

n∑

j=1

|‖x− pi‖2 − ‖x− pj‖2| (4.1)

と表せる．また，この指標での平等性の最適解を b∗と表すと，

F (b∗) = min
x∈Ω

F (x) (4.2)

となる．

2次元平面において x = (x, y),pi = (xi, yj),pj = (xj , yj) と表すと式 (4.1)の右辺

‖x− pi‖2 − ‖x− pj‖2 = ((xi − x)2 + (yi − y)2)− ((xj − x)2 + (yj − y)2)

= 2(xj − xi)x + 2(yj − yi)y + C1 (4.3)

となる．C1は定数であり，x及び yに関する 1次式となる．このことから図 4.1のように

等値線は平行線となる．また，式 (4.1)の右辺には絶対値がついていることから，各立地

点において，それぞれの需要点までの距離を近い順（あるいは遠い順）に並び替えてから

計算をしなければならない．需要点までの距離の順序が等しい範囲は，各需要点ペアの垂

直二等分線を引くことで示すことができる．図 4.2のようにボロノイ領域の境界辺で区切

られた領域をボロノイ領域と呼び，垂直二等分線をボロノイ辺と呼ぶ．各ボロノイ領域内

は需要点までの距離の順に並べると図 4.2に示したように等しくなっている．
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また，ボロノイ辺と平等性の等値線が平行になることは，一般にはありえない．そのた

め，あるボロノイ領域内で F (x)を最小にする地点はボロノイ領域内の頂点，すなわちボ

ロノイ辺の交点となるから，最適解は必ずボロノイ辺の交点となる．

よって，最適解を求める際，ボロノイ辺の交点についてのみ調べればよい．垂直二等分

線の数は需要点数を n個としているから，n(n−1)/2個であるため計算量はO(n2)となる．

ボロノイ点の交点の数は最大で垂直二等分線の数の 2乗であるからO(n4)となる．よって

平等性の最適解を求めるための計算量はO(n4)となり，多項式時間で解ける．

定理 4.1 平等性の最適解を求めるための計算量はO(n4)となり，多項式時間で解ける．

図 4.1: 平等性の等値線

1

2

3
4

5

図 4.2: 垂直二等分線分割

4.2.2 効率性と迷惑性

効率性及び迷惑性の指標G(x)は施設までの距離の総和を用いる．施設立地点と需要点

iとの距離は ‖x− pi‖と表せるから，

G(x) ≡
n∑

i=1

||x− pi||2 (4.4)

と表現できる．また，効率性の最適解をm∗と表すと，

G(m∗) = min
x∈Ω

G(x) (4.5)
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となり，迷惑性の最適解を a∗と表すと，

G(a∗) = max
x∈Ω

G(x) (4.6)

となる．式 (4.4)を変形すると，

G(x) = ||x− 1
n

∑

i

pi||2 + C2 (4.7)

となる．C2は定数となることから，x = 1
n

∑n
i=1 piとなるときG(x)は最小となり効率性

の最適解となる．各需要点の座標を piとすると，各需要点の重心は
1
n

∑n
i=1 piと表せる．

よって，効率性の最適解m∗は重心となり，また，等値線は図 4.3のように重心を中心と

する同心円となる．計算量は O(n)となる．迷惑性の最適解 a∗は対象領域 Ωの境界線の

頂点のうち，重心から最も遠いところとなる．計算量はO(mn)となる．効率性と迷惑性

の最適解は簡単に求められる．

図 4.3: 効率性・迷惑性の等値線

4.3 2目的施設配置問題の解法

前章ではそれぞれ 1目的に対する最適化問題を考えたが，本章では効率性と平等性，迷

惑性と平等性の 2目的問題の解法を示す．

– 64 –



4.3. 2目的施設配置問題の解法

4.3.1 効率性と平等性

はじめに，効率性と平等性の両方を考慮した際のパレート最適集合を求める．目的関

数は

minF (x),minG(x) (4.8)

と表すことができる．

まず，対象平面のうちどこにパレート最適となる候補があるかを絞り込むための探索範

囲について考える．前節で示したように各順序付きのボロノイ領域において平等性の等値

線が異なることから，各ボロノイ領域にごとに考えなければならない．また，効率性の値

が一定の部分のうち最も平等性の値が小さくなる地点がパレート最適の候補となる．この

地点がどこになるかを図 4.4と図 4.5を用いて説明する．前節の結果から，効率性の値が

一定となる部分は効率性の最適解を中心とする同心円上であるから，図 4.4及び図 4.5に

おけるm∗を中心とする緑色の円上になる．図 4.4は平等性が最も小さくなる地点がボロ

ノイ辺に相当するときである．図 4.5はボロノイ領域の内部にある場合であり，このよう

な状況になる点は効率性の等値線と平等線の等値線が接する点，すなわちm∗から引いた

直線と平等性の等値線が垂直に交わる部分である．パターンとしてはこの 2種類であるた

め，この範囲だけを調べればよいということになる．

図 4.4: 効率性と平等性：探索範囲 (1) 図 4.5: 効率性と平等性：探索範囲 (2)

ボロノイ辺か効率性の等値線と平等性の等値線が接する地点を探索すればよいというこ

とから，まずボロノイ辺を引く．各需要点に対して順位付きのボロノイ図，言い換えれば

垂直二等分線分割を行うと図 4.6のようになる．この操作は前節で示したように需要点数
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を nとすると，計算量は O(n2)となる．また，直線によって区切られた領域の個数は直

線の数の 2乗であるから，ボロノイ領域の数はO(n4)となる．そして，各ボロノイ領域ご

とに平等性の等値線を描き，さらに，各ボロノイ領域ごとに平等性の等値線と効率性の等

値線が接する範囲を描くと図 4.7の水色線部分となる．これは各ボロノイ領域につきO(1)

の計算で求められるから，計算量はO(n4)である．

1

2

3
4

5

図 4.6: 垂直二等分線分割

この段階で図 4.7のように解の候補となるボロノイ辺と効率性の等値線と平等性の等値

線が接する点の軌跡である線が求まる．次に，図 4.8のように解の候補となる各辺につい

て，総距離と総格差をそれぞれ求め，横軸に総距離，縦軸に総格差をとった平面（以後，

関数値平面と呼ぶ）に値をプロットする．この操作は各辺についてO(1)の計算で求めら

れるから，すべての辺について求めるとしてもO(n4)である．

そして，関数値平面の中で，総距離が最小となる点 (G(m∗), F (m∗))をみつけ，そこか

ら効率性指標の増加に対して平等性指標が小さくなる方向，すなわちパレート最適となる

方向にある辺を調べていく．最終的に平等性指標が最小となる点 (G(b∗), F (b∗))に一致し

た時点で終了となる．その結果が図 4.9である．この操作はある辺に対して他のすべての

辺について調べなければならないため，辺数の 2乗の計算が必要となる．辺数がO(n4)で

あるから計算量はO(n8)となる．

最後に，関数値平面でパレート最適となった辺をもとの対象平面の辺に移すことで，図

4.10のようにパレート最適となる地点が求まる．この操作は各辺に対する操作であるから

O(n8)である．

このように効率性と平等性の 2目的のパレート最適地点を求めることができる．最終的
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図 4.7: 効率性と平等性：解の候補

図 4.8: 効率性と平等性：2目的プロット
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図 4.9: 効率性と平等性：2目的プロット
上のパレート最適地点

図 4.10: 効率性と平等性：パレート最適
地点

– 68 –



4.3. 2目的施設配置問題の解法

に計算量はO(n8)となり，多項式時間で求めることができる．

定理 4.2 効率性と平等性の 2目的のパレート最適解を求めるための計算量は O(n8)
となり，多項式時間で解ける．

4.3.2 迷惑性と平等性

次に迷惑性と平等性の 2目的問題の解法を示す．方法としては前項の方法に準じている

が，探索範囲が異なるため導出方法が異なる．

迷惑性と平等性の両方を考慮した際のパレート最適集合を求める．目的関数は

minF (x),maxG(x) (4.9)

と表せる．

まず，対象平面のうちどこにパレート最適となる候補があるかを絞り込むための探索範

囲について考える．前節で示したように各順序付きのボロノイ領域において平等性の等値

線が異なることから，各ボロノイ領域ごとに考えなければならない．また，迷惑性の値が

一定の部分のうち最も平等性の値が小さくなる地点がパレート最適の候補となる．この地

点がどこになるかを考えると探索範囲は図 4.11と図 4.12に示した範囲となる．前節の結

果から，迷惑性の値が一定となる部分は効率性の最適解m∗を中心とする同心円上である

から，図 4.11及び図 4.12における緑色の部分になる．図 4.11はある迷惑性のときに平等

性が最も小さくなる地点がボロノイ辺に相当するときである．図 4.12はそれが境界辺上

の場合である．パターンとしてはこの 2種類のみが考えられるため，この範囲だけを調べ

ればよいということになる．

ボロノイ辺か効率性の等値線と平等性の等値線が接する場合を探索すればよいというこ

とから，まずボロノイ辺を引く．各需要点に対して順位付きのボロノイ図，言い換えれば

垂直二等分線分割を行うと図 4.13のようになる．この操作は前節で示したように需要点

数を nとすると，計算量はO(n2)となる．境界辺についてはO(m)となるからあわせて計

算量はO(n2 + m)となる．

次に，図 4.14のように各探索範囲となる辺について，総距離と総格差の値をそれぞれ求

め，関数値平面に値をプロットする．この操作は各辺についてO(1)の計算で求められる

から，すべての辺について求めるとしてもO(n2 + m)である．

そして，関数値平面のなかで，迷惑性指標が最大となる点 (G(a∗), F (a∗))をみつけ，そ

こから迷惑性指標の減少に対して最も平等性指標が小さくなる方向，すなわちパレート最

適となる方向にある辺を調べていく．最終的に総格差が最小となる点 (G(b∗), F (b∗))に
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図 4.11: 迷惑性と平等性：探索範囲 (1) 図 4.12: 迷惑性と平等性：探索範囲 (2)

図 4.13: 迷惑性と平等性：解の候補

図 4.14: 迷惑性と平等性：2目的プロット
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一致した時点で終了となる．その結果が図 4.15である．この操作はある辺に対して他の

すべての辺について調べなければならないため，辺数の 2乗の計算が必要となる．辺数が

O(n2 + m)であるから計算量はO(n4 + m2)となる．

最後に，関数値平面でパレート最適となった辺をもとの対象平面の辺に移すことで，図

4.16のようにパレート最適となる地点が求まる．この操作は各辺に対する操作であるから

O(n4 + m2)である．

図 4.15: 迷惑性と平等性：2目的プロット
上のパレート最適地点

図 4.16: 迷惑性と平等性：パレート最適
地点

このように効率性と平等性の 2目的のパレート最適地点を求めることができる．最終的

に計算量はO(n4 + m2)となり，多項式時間で求めることができる．

定理 4.3 迷惑性と平等性の 2目的のパレート最適解を求めるための計算量はO(n4 +
m2)となり，多項式時間で解ける．
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4.4 つくば市の施設配置への応用

茨城県つくば市を例にパレート最適解の導出を行う．需要点は合併前の旧市町村役場 6

か所で，現在は市庁舎及び支所となっている点とし，それぞれの需要点の重みは等しいも

のとする．範囲はつくば市域の凸包をとった範囲（図 4.17）とする．

図 4.17: 対象領域とその凸包

4.4.1 効率性と平等性：新庁舎立地点を例に

効率性と平等性の 2目的パレート最適配置問題を，前章で示した方法で解いた結果が図

4.18,図 4.19である．想定できる施設としては新庁舎の立地点が考えられる．緑色の点が

効率性のみでの最適地点であり，つくばエクスプレス研究学園駅近くの葛城地区，青色の

点が平等性のみでの最適地点であり，中心市街地の近くである小野崎地区となっている．
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紫色の線がパレート最適地点である．パレート最適地点は市域のほぼ中心部となり，効率

性と平等性どちらをとっても市域の中心部がふさわしいと考えられる．また，現状の市庁

舎位置（白丸の点）と比較しても，いずれの指標もパレート最適地点が良くなっている．

図 4.18: 新市役所位置：2目的プロット

図 4.19: 新市役所位置：パレート最適

4.4.2 迷惑性と平等性：ゴミ処理場を例に

迷惑性と平等性の 2目的パレート最適配置問題を，前章で示した方法で解いた結果が図

4.20，図 4.21である．想定できる施設としてはゴミ処理場などが考えられる．橙色の点が

迷惑性のみでの最適地点でありつくば市の北端となっている．青色の点が平等性のみでの

最適地点であり市域のほぼ中心である小野崎地区となっている．橙色の線がパレート最適

地点である．パレート最適地点は平等性を重視するほど市域の中心部であり，迷惑性を重
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視するほど市域の端点になることがわかる．また，パレート最適地点は不連続であること

もわかる．

図 4.20: ごみ処理場：2目的プロット

図 4.21: ごみ処理場：パレート最適

また，現在のゴミ処理場の位置（白丸の点）の値と比較した結果，迷惑性・平等性とも

に現在より良くなる地点は図 4.22，図 4.23に示された橙色の線の部分である．市域の南

東の部分が最適解となる．

4.5 まとめ

本章では，第 3章の拡張として，連続平面上での平等性と効率性，迷惑性のトレードオ

フに着目した 2目的最適配置問題を取り上げた．連続平面上の凸包内で需要点が離散的に

あり，立地候補点が凸包内すべての点を想定した問題である．最初に平等性のみの最適化
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図 4.22: 現在のごみ処理場位置との比較：
パレート最適

図 4.23: 現在のごみ処理場位置より改善
される点

を考えたときの最適立地点の導出方法について示した．平等性の等値線が直線分になると

いう特徴を活用しボロノイ図を用いた多項式時間での解法を示した．次に，効率性と迷惑

性それぞれを最適化する 1目的最適立地点を導出するた多項式時間の解法を示した．そし

て，効率性と平等性，迷惑性と平等性という 2つの組み合わせの 2目的最適配置問題を考

え，ボロノイ図を用いた多項式時間で解けるアルゴリズムを提示した．これらの方法は結

果が図解で示されるという点からも理解がしやすく，実用上利便性が高いと考えられる．
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5.1 はじめに

施設分布の平等性を考えるときに，1人あたりの施設数，1km2あたりの施設数，1市町

村あたりの施設数など，各区域ごとに算出される指標で比較されることが多い．例えば，

横田・柏原 (1998)は日本と英国の地域施設の量について人口 1万人あたりの施設数によっ

て比較を行っている．県や州といった空間単位ごとの施設数から施設のばらつきをみるた

めにジニ係数を用いた研究は数多くある．Krugman(1991)は産業施設の集積についてジ

ニ係数を用いて分析を行っている．平等性に関して区域ごとのデータを用いたジニ係数に

よって分析している研究には以下のようなものがある．大澤 (2000)は学会員の分布に関

してジニ係数やウエーバー問題を用いて会員の偏在について分析を行っている．勅使河原

(2001)は余暇施設の分布について市町村別の人口と施設数との関係から求めたジニ係数に

よって分析を行っている．各都道府県ごとのように人口・区域数・総施設数の異なる地域

を比較する際にジニ係数の単純な比較によって不平等なのか平等なのかを判断するのは難

しい．ジニ係数には集計単位の影響を受けるという問題点があるためである．

前章までは施設までの距離による平等性指標を用いた分析を行ったが，本章では空間単

位で集計された施設量の平等性を判断することを考える．よく用いられているジニ係数に

ついて，集計単位の変化によって値がどのように変わるのかを示し，集計単位が異なるも

のを比較する際の基準を考える．

5.2 ジニ係数とローレンツ曲線

本節では空間単位での施設数からジニ係数の算出方法について説明を行う．また，ジニ

係数とローレンツ曲線との関係について説明する．

区域数をm，各区域の人口を pi(i = 1, · · · ,m)，施設数を ni(i = 1, · · · ,m)とする．ま

た，それぞれの合計を p =
∑m

i=1 pi, n =
∑m

i=1 niとすると，ジニ係数 Gは次式で定義さ

れる．
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G =
1

4np

m∑

i=1

m∑

j=1

pipj

∣∣∣∣
ni

pi
− nj

pj

∣∣∣∣ (5.1)

これは，各区域間の人口 1人あたりの施設数 ni
pi

,
nj

pj
の差にそれぞれの区域の人口 pi, pj を

かけ，それを全ての区域の組み合わせについて総和をとったものを，総人口 pと総施設数

nで割ったものである．

また，ジニ係数はローレンツ曲線を介しても求めることができる．各区域ごとに p′i =

pi/p, n′i = ni/nを求め，その比率 n′i/p′i を計算する．この比率は単位人口あたりの施設数

ととらえることができる．比率が大きいと施設が集中していると考えられる．そして，横

軸に人口，縦軸に施設数の比率を設定し，比率n′i/p′iを小さい順に並び替え，最も小さい比

率から最も大きい比率まで順にそれぞれの施設数，人口の割合を累積してグラフ化すると

描くことができる．別の説明をすると，最も小さい比率を持つ区域の幾何ベクトル (p′i, n
′
i)

の始点を原点 (0, 0)に置く．そして，比率 n′i/p′iの小さい順に幾何ベクトルの始点を前の

幾何ベクトルの終点につなぎ合わせていく．その結果，原点から (1,1)までを結ぶ軌跡が

表れる．このように描かれた曲線をローレンツ曲線と呼び，図 5.1のようになる．

図 5.1: 区域単位によるローレンツ曲線とジニ係数

ジニ係数とはローレンツ曲線を単一指標へスカラー化したものである．幾何学的には

ローレンツ曲線と 45度線（対角線）にはさまれた部分の面積であり，図 5.1において網

かけした部分がそれを示している．人口あたりの施設数の違いが大きく平等性が小さけれ

ばローレンツ曲線は大きくふくらみ，それに対応してジニ係数も大きくなる．すべての区
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域の単位人口あたりの施設数が等しい場合は完全平等となり，ローレンツ曲線は 45度線

と一致しジニ係数の値は 0となる．逆に，完全不平等の場合のジニ係数の値は 0.5となる．

よってジニ係数は 0と 0.5の間をとる．ジニ係数をGをローレンツ曲線から導出すると，

G =
1
2
− 1

np

(
p1n1

2
+

p2(n1 + (n1 + n2))
2

+ · · ·+
pk

(∑k
i=1 2ni − nk

)

2
+ · · ·+ pm (

∑m
i=1 2ni − nm)

2

)

=
1
2
− 1

2np

(
m∑

k=1

pk

(
k∑

i=1

2ni − nk

))
(5.2)

となる．ローレンツ曲線による値と定義式による値が一致することの証明は Sen(1973)を

参照されたい．

5.3 ジニ係数の問題点

ジニ係数は簡単に計算できることや，実際の施設数データは市町村や都道府県別のよう

に集計されたものがほとんどであることからよく用いられる．しかし，尾崎他 (2001)が

示しているようにジニ係数は集計単位によって求まる値が異なるという問題点がある．本

節ではその問題点を例示する．

公共図書館の分布

はじめに，例として公共図書館の分布を挙げる．図書館数のデータは図書館について全

国的に網羅し集計した日本図書館協会 (1999)による日本の図書館，人口データは総務庁

(1995)による平成 7年国勢調査を用いた．都道府県別の市町村人口と公共図書館数のデー

タによるジニ係数を求めた結果が表 5.1である．

ジニ係数で判断すると東京が最も低い値であり，栃木がほぼ全国と等しく，長崎が最も

高い値となっている．これから考えると，東京が最も平等性が高く，栃木が全国と同じレ

ベル，長崎が最も平等性が低いということになる．しかし，このように単純にジニ係数で

比較するのが妥当であるとは考えにくい．なぜなら，各都道府県によって市町村数，各市

町村の人口，総施設数は異なるからである．全く同じ地域に対して同じ区分で時系列的に

ジニ係数によって比較するのであれば，単純に比較することが可能であるが，異なる地域

で考える際には単純に比較するのは妥当であるとはいえない．
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表 5.1: 公共図書館：都道府県別ジニ係数
市町村数 図書館数 ジニ係数 市町村数 図書館数 ジニ係数

全国 3249 2462 0.282 岡山 78 40 0.293
東京 63 354 0.145 新潟 112 48 0.294
大阪 44 122 0.154 山梨 64 29 0.294
神奈川 37 74 0.171 茨城 84 41 0.295
富山 35 57 0.175 宮城 71 27 0.309
京都 44 50 0.182 秋田 69 36 0.309
山形 44 28 0.212 福島 90 35 0.312
埼玉 90 124 0.217 愛媛 70 26 0.312
静岡 74 68 0.226 和歌山 50 19 0.320
愛知 88 79 0.230 香川 43 20 0.320
兵庫 88 70 0.239 三重 69 33 0.328
福岡 97 76 0.246 山口 56 45 0.329
高知 53 31 0.249 北海道 212 127 0.333
奈良 47 24 0.254 宮崎 44 15 0.335
沖縄 53 24 0.257 滋賀 50 33 0.338
千葉 80 120 0.264 佐賀 49 16 0.345
広島 86 49 0.266 徳島 50 26 0.351
岩手 59 41 0.275 大分 58 20 0.353
福井 35 30 0.276 島根 59 25 0.354
岐阜 99 50 0.279 鹿児島 96 42 0.354
栃木 49 39 0.280 鳥取 39 14 0.370
長野 120 72 0.289 熊本 94 33 0.371
石川 41 42 0.291 青森 67 27 0.378
群馬 70 36 0.292 長崎 79 25 0.413
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格子状施設配置

そこで，単純な例である格子状施設配置によって，地域区分の違いによるジニ係数の変

化をみる．図 5.2のように，1× 1の正方形に縦に s個（間隔 1/s），横に t個（間隔 1/t）

あり全部で st個の施設が格子状に配置されているとする．また，区域が縦に u個，横に v

個（各区域の面積は 1/(uv)）あり区域が uv個とする．利用者サイドの視点でみるとどの

ような地域の区切り方でも享受するサービス水準は一定である．しかし，この区域単位の

施設数により算出されるジニ係数は区分の仕方に直接影響を受ける．この場合の区分の仕

方によるジニ係数の変化を求める．

図 5.2: 格子状配置

k =
⌈ s

u

⌉
, l =

⌈
t

v

⌉
(5.3)

とする．dxeは xは小数点以下切り上げを意味する． k−1
s < 1

u ≤ k
s , l−1

t < 1
v ≤ l

t の場合

を考えると，各区域内の施設数とそれに対応する区域数は

(1)区域の中に施設が kl 個の区域数 = (s− (k − 1)u)(t− (l − 1)v)

(2)区域の中に施設が k(l − 1) 個の区域数 = (s− (k − 1)u)(lv − t)

(3)区域の中に施設が l(k − 1) 個の区域数 = (ku− s)(t− (l − 1)v)

(4)区域の中に施設が (k − 1)(l − 1)個の区域数 = (ku− s)(lv − t)

の 4パターンとなる．これを用いてローレンツ曲線からジニ係数を求める．このときの

ローレンツ曲線は図 5.3のようになる．

この場合のジニ係数は解析的に次のように表現できる．
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図 5.3: 格子状配置によるローレンツ曲線とジニ係数

G =
1
2
− 1

2stuv(
(k − 1)(l − 1)(ku− s)2(lv − t)2

+(ku− s)(t− (l − 1)v)(l(k − 1)(ku− s)

　 (t− (l − 1)v) + (k − 1)(l − 1)(ku− s)(lv − t))

+(s− (k − 1)u)(lv − t)(st− kl(s− (k − 1)u)(t− (l − 1)v)

+l(k − 1)(ku− s)(t− (l − 1)v) + (k − 1)(l − 1)(ku− s)(lv − t))

+(s− (k − 1)u)(t− (l − 1)v)(2st− kl(s− (k − 1)u)(t− (l − 1)v))
)

. (5.4)

施設が 8× 8の格子状配置 (s = 8, t = 8)とし，縦の区域数 uと横の区域数 vを変化さ

せたときのジニ係数の変化のグラフを図 5.4に示す．また，uを一定とした場合の変化を

図 5.5に示す．

これより，施設配置が同じであっても地域区分が変化することによってジニ係数の値が

異なるとともに，区域数が少ないときはジニ係数は安定しないことがわかる．また，ジニ

係数は集計単位によって大きく異なる．このようなことから，異なる地域どうしを比較す

る際に単純にジニ係数で比較することはできない．そこで，集計単位に影響を受けない基

準を提案し，それを用いて平等性について考察する．
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図 5.4: 格子状配置のジニ係数 (1)

5.4 ジニ係数の期待値

前節で示したように，ジニ係数は異なる地域どうしを比較する上で問題点があることが

わかった．そこで，施設数や区域数の違いによってジニ係数の値がどのように異なるかを

期待値によって比較する．

5.4.1 期待値の導出

区域数，区域別人口，総施設数を与え，施設をランダムに配置した場合，各地域に配置

される施設の数は多項分布に従うと考えられる．mを区域数，piを区域 i(i = 1, · · · ,m)の

人口，niを区域 i(i = 1, · · · ,m)の施設数，p =
∑m

i=1 piを地域全体の人口，n =
∑m

i=1 ni

を地域全体の施設数とする．多項分布は各区域人口の piと，各区域に入る施設数 niを決

めたときにその事象がどのような確率で起こるかによる確率分布である．多項分布におい

て，区域 1に施設が n1個かつ，区域 2に施設が n2個かつ，· · ·，区域mに施設が nm個

ある確率を P (n1, · · · , nm, p1, · · · , pm)とすると，

P (n1, · · · , nm, p1, · · · , pm) =
n!

n1!n2! · · ·nm!

(
p1

p

)n1
(

p2

p

)n2

· · ·
(

pm

p

)nm

(5.5)

となる．これよりジニ係数の期待値を求める．各区域の人口 p1, · · · , pmと各区域内の施設

数 n1, · · · , nmを与えたときのジニ係数は

G(n1, · · · , nm, p1, · · · , pm) =
1

4np

m∑

i=1

m∑

j=1

pipj

∣∣∣∣
ni

pi
− nj

pj

∣∣∣∣ (5.6)
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図 5.5: 格子状配置のジニ係数 (2)
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となる．これにそのときの確率 P (n1, · · · , nm, p1, · · · , pm)をかけたもの

P (n1, · · · , nm, p1, · · · , pm)G(n1, · · · , nm, p1, · · · , pm) (5.7)

を，n1 + · · ·+ nm = nとなる n1, · · · , nm全ての組み合わせについて足したものが，ジニ

係数の期待値E(G)となり，

E(G) =
∑

n1+···+nm=n

(P (n1, · · · , nm, p1, · · · , pm)G(n1, · · · , nm, p1, · · · , pm))

=
∑

n1+···+nm=n


 n!

n1! · · ·nm!

(
p1

p

)n1

· · ·
(

pm

p

)nm 1
4np

m∑

i=1

m∑

j=1

pipj

∣∣∣∣
ni

pi
− nj

pj

∣∣∣∣




(5.8)

となる．特に，各区域の人口が等しい場合について求めると pi = p/m, pj = p/mより，

E(G) =
∑

n1+···+nm=n


 n!

n1! · · ·nm!

(
1
m

)n 1
4mn

m∑

i=1

m∑

j=1

|ni − nj |

 (5.9)

となる．

このように多項分布による期待値は定式化できる．しかし，n1 + · · ·+ nm = nとなる

n1, · · · , nmの組み合わせは，n+m−1Cm−1 = (n+m−1)!
n!(m−1)! となる．これは総施設数・区域数が

増えると組み合わせの数が指数関数的に大きくなることを示している．そのため nやm

が大きい場合において現段階では計算結果を示すことができない．つまり，解析的には得

られていない．

5.4.2 シミュレーションによる期待値の推定

このように，多項分布による計算は容易でないことから，シミュレーションによって求

めることを考える．シミュレーションはC言語を用いて作成したプログラムによって行っ

た．計算の流れをフローチャートで示すと図 5.6の通りである．

5.4.3 二項分布の期待値による近似

さらに，シミュレーションではなく解析的な手法によって値を求めることを考えるため

に二項分布によって近似することを考える．多項分布では全ての区域にそれぞれ施設数が

いくつあるかという状況を考えたのだが，二項分布で考えるときはある区域 iとそれ以外

の区域と考える．
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図 5.6: シミュレーション方法

図 5.7: 多項分布と二項分布の違い
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二項分布を用いると，人口 piの区域 iに施設が k個含まれる確率 PB(k, pi)は

PB(k, pi) =
n!

k!(n− k!)

(
pi

p

)k (
1− pi

p

)n−k

(5.10)

となり，人口 pj の区域 jに施設が l個含まれる確率 PB(l, pj)は

PB(l, pj) =
n!

l!(n− l!)

(
pj

p

)l (
1− pj

p

)n−l

(5.11)

となる．これより，ジニ係数の期待値EB(G)は

EB(G) =
1

4np

m∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=0

n∑

l=0

(
PB(k, pi)PB(l, pj)pipj

∣∣∣∣
k

pi
− l

pj

∣∣∣∣
)

=
1

4np

m∑

i=1

m∑

j=1

n∑

k=0

n∑

l=0

(
n!

k!(n− k!)

(
pi

p

)k (
1− pi

p

)n−k

n!
l!(n− l!)

(
pj

p

)l (
1− pj

p

)n−l

pipj

∣∣∣∣
k

pi
− l

pj

∣∣∣∣
)

(5.12)

となる．これ以上簡単な式で表現はできないと思われるため，実際の計算は数値計算によ

るものとする．特に，各区域の人口が等しい場合について求めると pi = p/m, pj = p/m

より，

EB(G) =
1

4mn

n∑

k=0

n∑

l=0

(
PB(k,

1
m

)PB(l,
1
m

) |k − l|
)

(5.13)

となる．

5.4.4 3つの算出方法で求めた期待値の比較

多項分布から求めた期待値，シミュレーションによる推定，二項分布の期待値による近

似の 3種類の結果が一致するかを示す．各区域の人口が等しいと仮定する．まず，多項分

布による期待値E(G)に関しては，総施設数 n，区域数mが大きくなる場合においては計

算が容易ではないため，n = {2, 3, 4},m = {2, 3, 4}の場合のみ計算した．二項分布による
近似は施設数を 64と固定し区域数を変化させた場合と 1区域あたりの施設数を 4に固定

した場合について求めた．また，二項分布による近似値 EB(G)が，シミュレーションに

よる期待値 ES(G)とどの程度一致するかについて示すためにシミュレーションによる期

待値ES(G)と，25パーセント点，75パーセント点を求め，二項分布による結果と比較す

る．これらの結果を表 5.2に示す．なお，表中の「－」は多項分布による計算が容易でな

いため算出していないものを示す．
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表 5.2: 3つの算出方法の比較
施設数 地域数 期待値 シミュレーションによる推定 二項近似値

n m E(G) 25％点 ES(G) 75％点 EB(G)
2 2 0.125 0.000 0.126 0.250 0.188
2 3 0.222 0.167 0.222 0.333 0.259
2 4 0.281 0.250 0.281 0.375 0.305
3 2 0.125 0.083 0.126 0.250 0.157
3 3 0.185 0.222 0.186 0.222 0.218
3 4 0.234 0.125 0.235 0.292 0.261
4 2 0.094 0.000 0.094 0.125 0.137
4 3 0.160 0.083 0.160 0.250 0.191
4 4 0.205 0.188 0.204 0.250 0.231
64 4 - 0.035 0.053 0.066 0.060
64 8 - 0.070 0.087 0.102 0.092
64 16 - 0.113 0.130 0.145 0.134
64 32 - 0.172 0.186 0.203 0.190
64 64 - 0.245 0.258 0.272 0.260
64 128 - 0.327 0.335 0.444 0.335
64 256 - 0.396 0.400 0.304 0.400
64 512 - 0.443 0.444 0.446 0.444
16 4 - 0.078 0.104 0.125 0.120
64 16 - 0.113 0.130 0.145 0.134
256 64 - 0.128 0.137 0.145 0.137
1024 256 - 0.134 0.138 0.142 0.138

– 88 –



5.4. ジニ係数の期待値

多項分布から求められるような総施設数・区域数が小さい場合，多項分布による値E(G)

とシミュレーションによる値 ES(G)はほぼ一致することが示された．よって，以後の分

析においてはシミュレーションによって求める．

図 5.8: 期待値比較

表 5.2のシミュレーションによる値と二項分布による値を図で表現したものが図 5.8で

ある．二項分布による期待値はいずれもシミュレーションによる分布の 25％点と 75％点

の間に収まっていることがわかる．二項分布のほうが大きい値となっている．また，区域

数・総施設数が多いほど期待値とのずれが小さくなっていることがわかる．ある程度区域

数・総施設数が大きい場合においては，シミュレーションによる数値と二項分布による数

値はほぼ一致するといえる．

表 5.2のように地域区分と総施設数を変えたときの区分とローレンツ曲線を示したもの
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図 5.9: 地域区分・総施設数を変えた場合のジニ係数期待値ES(G)とローレンツ曲線
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が図 5.9である．これからもわかるように，1区域平均の施設数が大きいほど期待値は小

さい値をとる．1区域平均の施設数を一定にした場合，総施設数が大きいほど期待値は大

きい値をとる傾向を示している．これは，区域数に対して総施設数が小さいほど 1区域平

均の施設数が少なくなることから，各区域間の格差が大きくなるためである．

5.5 ジニ係数の基準分布

前節で求めた期待値を平等性の基準値と考えると，基準値を上回れば不平等，下回れば

平等であるとみなすことができる．しかし，これではどの程度平等であるかを詳しくみる

ことができない．そこで，施設をランダムに配置したときの，ジニ係数の分布を考えるこ

とでより詳しく平等性を評価することを考える．実際の施設分布から求めたジニ係数がシ

ミュレーションで求めた分布の何パーセント点に相当するかによって平等性を示す．分布

はシミュレーションを用いて求めたものを用いる．ジニ係数の基準分布の例を図 5.10に示

す．本来，確率密度関数で示す場合，実際の値が 0パーセント点以下，あるいは 100パー

セント点以上になることは無いが，シミュレーションによって求めていることから，その

ようなことも起こることに注意されたい．パーセント点の値が 50パーセントを超えてい

るとランダムに配置したものより平等性が低く，50パーセントより小さい場合は平等性が

高いとみなす．

図 5.10: 基準分布の例
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5.6 実際の施設分布への応用

期待値と基準分布を実際の施設分布に応用し，平等性の評価を行う．

5.6.1 全国都道府県別公共図書館

全国の都道府県別に市町村ごとの公共図書館数によってジニ係数G，1市町村あたりの

施設数，シミュレーションによる期待値ES(G)，25％点，75％点に相当するジニ係数を

求めた結果が表 5.3,表 5.4である．各都道府県どうしを比較する際に，このパーセント点

の大小によって平等性の違いをみることができる．なお，パーセント点の項目が「＋」と

なっているのは実際の分布によるジニ係数Gが基準分布の最大値（100パーセント点）を

超えたものである．

47都道府県の 1市町村あたりの施設数と期待値のプロットを図 5.11に示す．5.4節では

各区域の人口が等しい場合で 1市町村あたりの施設数が大きくなるにつれジニ係数の期待

値が小さくなっていることを示したが，実際の人口データをもとに求めた場合においても

同様の傾向が見られることがわかる．

図 5.11: 公共図書館：1市町村あたりの施設数と期待値

平等性の比較は 47都道府県のうち特徴的なものに絞って考察を行う．表 5.5に示した 5

都県をとりあげる．それぞれの都県の基準分布と実際の分布によるジニ係数Gの値，ロー

レンツ曲線を示したものが図 5.12，実際の分布によるジニ係数が基準分布の何パーセント

点に相当するかを図示したものが図 5.13である．
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表 5.3: 図書館／人口ジニ係数 (1)
1市町村

シミュレーション あたり

G ％点 最小値 期待値ES(G) 最大値 施設数

北海道 0.333 + 0.188 0.238 0.291 0.599
青森 0.378 99.8 0.202 0.302 0.395 0.403
岩手 0.275 48.1 0.220 0.276 0.356 0.695
宮城 0.309 68.1 0.211 0.298 0.395 0.380
秋田 0.309 57.7 0.238 0.306 0.384 0.522
山形 0.212 0.2 0.199 0.283 0.386 0.636
福島 0.312 66.5 0.219 0.302 0.387 0.389
茨城 0.295 9.5 0.258 0.324 0.394 0.488
栃木 0.280 79.2 0.174 0.262 0.350 0.796
群馬 0.292 46.6 0.215 0.294 0.404 0.514
埼玉 0.217 83.3 0.153 0.202 0.271 1.378
千葉 0.264 + 0.128 0.184 0.260 1.500
東京 0.145 + 0.067 0.103 0.141 5.619
神奈川 0.171 93.3 0.071 0.141 0.220 2.000
新潟 0.294 18.7 0.241 0.311 0.383 0.429
富山 0.175 51.0 0.103 0.175 0.274 1.629
石川 0.291 99.9 0.138 0.212 0.306 1.024
福井 0.276 92.8 0.138 0.236 0.348 0.857
山梨 0.294 24.4 0.228 0.311 0.397 0.453
長野 0.289 87.3 0.197 0.269 0.338 0.600
岐阜 0.279 41.4 0.200 0.284 0.359 0.505
静岡 0.226 31.8 0.167 0.235 0.317 0.919
愛知 0.230 60.2 0.155 0.226 0.296 0.898
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表 5.4: 図書館／人口ジニ係数 (2)
1市町村

シミュレーション あたり

G ％点 最小値 期待値ES(G) 最大値 施設数

三重 0.328 89.3 0.215 0.299 0.386 0.478
滋賀 0.338 99.4 0.200 0.278 0.359 0.660
京都 0.182 73.6 0.103 0.169 0.248 1.136
大阪 0.154 79.9 0.083 0.141 0.216 2.773
兵庫 0.239 89.5 0.152 0.214 0.294 0.795
奈良 0.254 24.8 0.182 0.274 0.375 0.511
和歌山 0.320 68.3 0.214 0.306 0.408 0.380
鳥取 0.370 94.6 0.215 0.315 0.444 0.359
島根 0.354 95.1 0.219 0.310 0.408 0.424
岡山 0.293 96.7 0.181 0.249 0.343 0.513
広島 0.266 97.9 0.156 0.223 0.313 0.570
山口 0.329 + 0.163 0.238 0.326 0.804
徳島 0.351 99.4 0.196 0.282 0.390 0.520
香川 0.320 68.0 0.227 0.309 0.424 0.465
愛媛 0.312 74.6 0.200 0.294 0.394 0.371
高知 0.249 44.1 0.158 0.254 0.360 0.585
福岡 0.246 76.3 0.166 0.233 0.300 0.784
佐賀 0.345 35.1 0.265 0.355 0.442 0.327
長崎 0.413 99.9 0.223 0.314 0.415 0.316
熊本 0.371 99.2 0.237 0.316 0.404 0.351
大分 0.353 96.8 0.185 0.294 0.404 0.345
宮崎 0.335 68.2 0.207 0.320 0.437 0.341
鹿児島 0.354 98.8 0.235 0.310 0.389 0.438
沖縄 0.257 15.2 0.191 0.287 0.418 0.453
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図 5.12: 公共図書館：ローレンツ曲線と基準分布
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表 5.5: 公共図書館：ジニ係数とパーセント点による平等性比較
シミュレーション

都県(施設数/市町村数) G ％点 最小値 25％点 ES(G) 75％点 最大値

愛媛 (26/70) 0.312 74.6 0.200 0.276 0.294 0.312 0.394
山形 (28/44) 0.212 0.2 0.199 0.265 0.283 0.300 0.386
奈良 (24/47) 0.254 24.8 0.182 0.254 0.274 0.293 0.375
富山 (57/35) 0.175 51.0 0.103 0.160 0.175 0.190 0.274
東京 (354/63) 0.145 + 0.067 0.096 0.103 0.109 0.141

図 5.13: 公共図書館：ジニ係数とパーセント点による平等性比較
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表 5.5より，ジニ係数を見ると高い順に愛媛・山形・奈良・富山・東京となっているこ

とから，ジニ係数によって判断すると，愛媛が最も平等性が低く，東京が最も高いとみな

される．しかし，パーセント点で比較すると高い順に東京・愛媛・富山・奈良・山形とな

り，ジニ係数が最も低い東京がパーセント点では最も高くなり，ジニ係数が 2番目に高い

山形がパーセント点では最も低いという結果になった．また，東京は期待値と基準分布の

山がジニ係数の小さいところにある．一方，山形は大きいところにある．そのため実際の

分布によるジニ係数Gが小さくてもパーセント点では大きい値となることがある．また，

図 5.13からもわかるように，ジニ係数が低いからといってパーセント点が低いとは限らな

い．そのためジニ係数を比較する場合と，基準分布によるパーセント点を用いた場合で平

等性の判断が異なる．

図 5.12に示したローレンツ曲線をみるとパーセント点が低いほど，グラフ上では実際

の施設分布によるローレンツ曲線が上回っている割合が高い．これは実際の施設分布によ

る単位人口あたりの施設数を小さい順に並べたときに，ランダム分配の場合の単位人口あ

たりの施設数と比べて上回っている割合が高いことを示している．

このように比較することによって，この 5都県の中では東京が最も平等性が高く，山形

が最も低いといえる．

5.6.2 茨城県市町村別公共施設

前項では，異なる地域どうしによって比較を行ったが，本項では 1つの地域において異

なる施設における平等性の比較を行う．例として茨城県の市町村別公共施設によって施設

ごとの平等性の違いをみる．各市町村の人口は総務庁 (1995)による国勢調査，図書館数

のデータは日本図書館協会 (1999)による日本の図書館，その他の公共施設数は国土地理

院 (1999)による数値地図 25000を用いた．茨城県の市町村数は 84である．

県全体の施設数と期待値のプロットを図 5.14に示す．前節では各区域の人口が等しい場

合で 1市町村あたりの施設数が大きくなるにつれジニ係数の期待値の値が小さくなってい

ることを示したが，実際の人口データをもとに求めた場合においても同様の傾向が見られ

ることがわかる．

表 5.6において，パーセント点の項目が「＋」となっているのは実際の分布によるジニ

係数Gが基準分布の最大値（100パーセント点）を超えたものである．「－」となっている

のは基準分布の最小値（0パーセント点）を下回ったものである．ジニ係数で単純に比較

すると，高い順に図書館・病院・小学校・警察署・高校・郵便局・中学校となっているから，

これらの施設の中では図書館が最も平等性が高く，中学校が最も低いとみなされる．しか

し，パーセント点で比較をすると，高い順に小学校・警察署・郵便局・病院・図書館・高
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表 5.6: 茨城県内公共施設：ジニ係数とパーセント点による平等性比較
シミュレーション

施設 (施設数) G ％点 最小値 25％点 ES(G) 75％点 最大値

図書館 (41) 0.295 9.5 0.269 0.312 0.312 0.339 0.381
病院 (159) 0.196 75.5 0.142 0.177 0.187 0.196 0.235
小学校 (594) 0.178 ＋ 0.074 0.091 0.098 0.102 0.128
警察署 (369) 0.168 ＋ 0.091 0.118 0.124 0.131 0.157
高校 (139) 0.161 0.3 0.152 0.189 0.199 0.208 0.248
郵便局 (524) 0.110 76.2 0.079 0.098 0.104 0.110 0.133
中学校 (237) 0.087 － 0.114 0.147 0.154 0.163 0.195

図 5.14: 茨城県内公共施設：総施設数と期待値
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図 5.15: 茨城県内公共施設：ジニ係数とパーセント点による平等性比較

校・中学校となり，ジニ係数が最も高い図書館がパーセント点では低くなる．図 5.16のよ

うに期待値と基準分布の形状が施設によって異なるからである．そのため実際の分布によ

るジニ係数 Gが小さくてもパーセント点では大きい値となることがある．また，図 5.15

からも分かるようにジニ係数を比較する場合と，基準分布によるパーセント点を用いた場

合で平等性の判断が異なる．

この結果からみると，中学校が最も平等性が高く，小学校・警察署が低いといえる．小

学校や警察署は人口が少なくても多くても面積に応じて必ずある施設であり，一方で中学

校や高校などはカバーできる人口にあわせて配置されているためこのような結果となると

考えられる．

5.7 まとめ

区域単位に集計された施設数のデータは入手が容易である．しかし，集計データを用い

て計算されたジニ係数は集計単位や総施設数に大きく影響を受ける．そのため，ジニ係数

の地域間比較や施設間比較には注意を要する．まず，ジニ係数がどのような傾向を持つの

かを，区域の大きさと施設数を変化させ期待値を求めることで示した．1区域平均の施設

数が小さい場合，ジニ係数が大きくなることを例証した．

そこで，異なる地域間での共通のものとして，施設をランダムに配置したときのジニ係

数の期待値を閾値として平等なのか不平等なのかを判別する方法を提案した．また，平等
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図 5.16: 茨城県内公共施設：ジニ係数とパーセント点による平等性比較
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の程度を示すためにランダムに施設を配置をした際のジニ係数の分布を基準分布とし，実

際の施設分布によるジニ係数が基準分布の何パーセント点に相当するかによって施設分布

の平等性の度合いを計量化した．
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第II部

広域化に関連したサービス圏域の数理

的考察





第6章 巡回サービスの施設配置

6.1 はじめに

本章では，巡回サービスの施設配置について考える．自動車に本を載せ巡回し図書の貸

出しを行う移動図書館は，図書館の本館や分館のような固定施設まで行く時間的余裕のな

い住民，あるいは交通手段を持たない住民にもサービスを提供することが目的の 1つであ

る．このような巡回サービスは，施設の統廃合などにより固定施設が利用しにくくなった

住民に対しての補完的サービスとしても考えられ，広域化のデメリットへの対策ともなる．

しかし，巡回サービス 1回のサービスは短時間であるため，近くにサービス地点があっ

てもサービスの時間に都合がつかなければ利用できない．つまり，距離制約は弱いが時間

制約を受ける．一方，固定施設ではサービス時間が長いため，都合のよい時間に合わせて

利用できるが，近隣の住民を除いてその施設までの交通手段を持つ人しか利用できない．

つまり，時間制約は弱いが距離制約を受ける．

一部の郵便局では夜間・休日窓口を開設している．これにより平日昼間に利用できない

人や急ぎの用で利用する人もサービスを受けられる．24時間営業のコンビニエンススト

アはいつでも利用できることから時間制約を受けない．利用者サイドの利便性を考える場

合，空間的配置だけではなくサービスの時間的配置も重要となる．

施設によって利用者の行動属性には特徴がある．小学校であれば，利用者は小学生に限

られる．高齢者福祉施設であれば利用者は高齢者に限られる．このように利用者層がほぼ

決まっている施設においては，利用者の行動属性に合わせて施設の配置を考えればよい．

一方，図書館は読書に興味のある住民や図書館の資料で調査・研究をする住民など，不特

定多数が利用する．このような施設では様々な行動属性の利用者を想定すべきである．

移動図書館では，巡回地点の場所や時刻が利用者の利便性に大きな影響を与える．では，

いつ，どこでサービスを提供すればよいのだろうか．様々な行動属性を持つ利用者にサー

ビスを提供する場合，時間的にも空間的にも分散させることが利用者にとって便利である

ことは直感的にわかるが，具体的にどのように分散させればよいのだろうか．

様々な行動属性を持つ利用者に対し，サービスを提供する施設について空間上のみなら

ず時間上での配置について，移動図書館を具体例として議論する．
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図書館の配置についてはこれまでに様々な議論が行われている．中井・今井 (1996)，中

井・今井 (1998),中村・栗原 (1998), 大佛・山口 (1999)など，その多くが空間的配置のみ

を論点に置き，利用者の行動を同一属性として仮定し議論したものである．しかし，実際

のサービスを考えると空間配置に加え時間の要素も含め，さらに多種多様な属性を持つ利

用者を考えることが必要である．

人々の時間及び空間における行動について考察するものとして時間地理学という分野

がある．荒井他 (1989a)，荒井他 (1989b)，荒井・川口 (1992)，荒井他 (1996)等によって

人々の行動パターンについて研究を行っている．しかし，これらはある特定の属性の行動

パターンについての研究が主となっており，様々な行動属性を想定していない．

また，保育所の立地について時空間モデルを用いて分析しているものとして，武田 (1999)

があるが，これも保育所利用者ということで行動形態が限定されている状況での導出で

ある．

以上をふまえ，利用者の利便性を基準に，利用者の行動属性の多様性を考慮した時空間

施設配置モデルを提示する．そして，実例を用いて時間的・空間的に分散した施設配置の

意義について議論する．

6.2 時空間上での施設配置と利用者行動の表現

まずはじめに，時空間の表現と施設立地や利用者行動の表現方法の説明と分析における

仮定を行う．

6.2.1 時空平面

武田・伊理 (1984)により示されているように 1次元の対象地域を想定し，縦軸に地点 x，

横軸に時刻 tをとった空間を考える (図 6.1)．これを「時空平面」と呼ぶことにする．こ

の時空平面上の 1点はある時刻のある地点に対応している．そして対象地域の長さとサー

ビスの 1周期をそれぞれ規準化し 1とする．サービス時間は短い場合は点で表し，長い場

合は線で表す．

サービスを行っている時間と地点の集合を Iとし，サービス i ∈ Iの行われる時刻を ti，

地点を xiとすると，時空平面上でのこのサービスは図 6.1のように座標 (ti, xi)で表わさ

れる．
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図 6.1: 時空平面

6.2.2 利用者行動の設定

次に，利用者の行動について考える．仮定として，就寝中などの非行動時間を除いて考

え，サービスは周期的に無限に繰り返すものとする．時空平面上での施設配置を評価する

基準として，次の 2点を用いる．1つは，サービスを欲した時刻とサービスを享受する時刻

の差である待ち時間と移動距離を合算した「利用者コスト」である．この基準を用いると

き，距離と時間の制約を設けず最もコストの小さい点を利用するものとする．もう 1つは，

利用者全体のうち移動距離と時間の制約の中でサービスを受けられる割合を示す「サービ

ス利用可能率」である．

利用者コストについて，岡部・鈴木 (1995)は時空平面上の直線距離により定義してい

るが，ここでは距離と時間とは次元が異なることを考慮し，待ち時間と移動距離との加重

和で定義する．つまり，単位待ち時間あたりのコストを α，単位移動距離あたりのコスト

を βとし，時刻 t地点 xにいる利用者 (t, x)がサービス iを利用するコスト φi(t, x)を

φi(t, x) = α|ti − t|+ β|xi − x| (6.1)

とする (図 6.2)．また，時間は過去に戻ることができないため t ≤ tiの時空間領域のみを考

慮する．利用者は φi(t, x)が最小となるサービス点を利用するため，利用者コスト φ(t, x)

は

φ(t, x) = min
i∈I

φi(t, x) (6.2)

となる．α/βが大きい時，その利用者は移動距離より待ち時間をより重視することに対応

する．例えば，自動車などの交通手段を持つモビリティの高い利用者である．逆に，徒歩

しか交通手段のない利用者は，長距離の移動より近い地点でサービスを受けたいから α/β
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を小さくすることで表現できる．α及び βの値を変えることによって様々な行動属性を持

つ利用者を想定できる．

図 6.2: 利用者コスト 図 6.3: 行動可能範囲

サービス利用可能率について，利用者の行動可能範囲を，Hägerstrand(1970)により示

されているTime Space Prismの概念を受け時空平面上の図形で定義する．その施設を利

用するために行動できる時間の長さを γ ，行動できる距離を δ とすると，図 6.3の網か

けを施した部分のように矩形で表現される．時間地理学では一般にプリズム型の範囲を用

いるが，それでは利用可能率を解析的に求めることが難しく，非行動時間を含めて考える

とモデルが複雑になる．そこで本章では，利用者の行動属性を移動速度差の代わりに行動

可能距離で表現する．この矩形の縦横の辺の長さにより利用者の行動属性を表現できる．

利用者の移動方法に関しては，自動車・自転車・徒歩など様々である．γが大きいことは

サービス享受のために使える時間が多いことを表し，δが大きいことは長距離移動が可能

であることを表す．つまり，時間の融通はきくが徒歩しか交通手段のない利用者は γを大

きくし，δを小さくすることで表現できる．逆に時間は限られるが長距離交通手段を持つ

利用者は γを小さくし，δを大きくすることで表現できる．γ, δを変化させることによっ

て多様な行動属性を持つ利用者を想定できる．

6.2.3 配置パターン

次に，サービス地点の配置パターンを設定する．点配置についての議論は様々な分野で

議論されている．久保 (1997)などの数理生態学の分野では生物の生存位置や生物間の相

互関係を数理的に分析している．谷口 (1996)などの画像解析の分野ではノイズやにじみ
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を取り除くために空間的パターンを解析する手法として点配置の議論がある．様々な分

野での点配置の研究を統計学から見るものとして空間統計学の分野がある．この分野は

さまざまな分野への応用の基礎となる数理的研究であり，これをまとめているものとして

Ripley(1981)，間瀬・武田 (2001)などがある．他の点との距離などの関係を仮定し確率的

枠組みの中で点配置がどのようになるかを議論している．例えば，隣接する点の距離が一

定値以下あるいは一定値以上であるとき，また隣接点までの距離が確率的に与えられたと

きに結果としてどのような点配置になるかといった問題を議論している．ただし，主に 2

次元平面あるいは 3次元空間での議論であり，時空間を想定したものではないためそのま

ま適用しにくい．

そこで，時空平面におけるサービス地点の配置のパターンとして，格子状配置・ランダ

ム配置・(t,m,s)-net配置の 3種類の配置を想定する．これら 3つの配置はそれぞれ時空

間で解釈すると以下のような特徴を持っている．格子状配置は距離軸と時間軸で等間隔で

固定され規則性がある．ランダム配置はその反対で規則性のない配置である．(t,m,s)-net

配置はその中間で分散しているが規則性もある．その他にも様々な配置が考えられるが，

この 3種類の配置を代表的なものとして扱う．(t,m,s)-netとはここ数年の間に金融工学な

どの分野で注目されてきたものである．本来の目的としては，多重数値積分の精度を落と

さずにより速く近似値を計算するために考えられている準乱数であるが，本研究ではこれ

を施設配置に用いるための 1つの方法として考える．厳密な説明や詳細については，手塚

(1995)を参考にしていただきたい．(t,m,s)-netはここ最近になって考えられてきたもので

あり，その特徴をみることは意義深いことである．

格子状配置

時空平面において格子状に点を配置したもので，空間的にも時間的にも等間隔に並ぶよ

うになっている．サービス時間の回数はm ，サービス地点の数を n とすると，サービス

点 (ts, xs)は

(ts, xs) =
(

i

m
,
j

n
− 1

2n

)
　 (i = 1, · · · ,m　 j = 1, · · · , n) (6.3)

と式で表すことができ，図 6.4のように配置する．この配置の特徴は，時間の間隔が 1/m，

距離の間隔が 1/nと一定であり，すなわち同じ地点で同じ時間間隔でサービスを繰り返す

ということである．

ランダム配置

時空平面のなかに点をランダム配置したものである．この配置の特徴は，格子状配置の
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図 6.4: 格子状配置

まったくの対極として，時間の間隔も距離の間隔も規則性がないということである．点の

発生はプログラム言語 Pascalの乱数発生命令を用いる．

図 6.5: ランダム配置

(t,m,s)-net配置

(t,m,s)-netについて，本研究で用いる定義を簡単に説明すると，2次元において点を n

個配置した場合に，(1/m)× (m/n) (m は n の約数）の長方形のなかに点が 1つ含まれる

ような点列，と表現できる．

図 6.6によって説明すると以下のようになる．16点の (t,m,s)-net場合，(1/1)× (1/16)

，(1/2)× (1/8)，(1/4)× (1/4)，(1/8)× (1/2)，(1/16)× (1/1)の各長方形で 1× 1の正方

形を区切ったとき，どのように区切っても各長方形に点が 1つ入るような配置になってい

る．このような配置を (t,m,s)-netと呼ぶ．この配置の特徴は，時間のみまたは距離のみ
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図 6.6: (t,m,s)-net

に着目すると等間隔になっている．また，時間や空間を等間隔に区切ったときに，すべて

の 1区切りに点が 1つ含まれる．点の数が等しい場合，その間隔は格子状配置と比べ狭

く，点が分散している．ランダム配置と比べると点の配置に規則性がある．このような特

徴から格子状配置とランダム配置の中間といえるだろう．ただし，(t,m,s)-netは点の数を

設定しても一意に定まるとは限らないということに注意しなければならない．また，2次

元では (t,m,s)-netは自然数の 2乗の数の点でしか生成できない．今後，図 6.7のような

(t,m,s)-netを用いて議論する．

図 6.7: (t,m,s)-net配置
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利用者の発生密度

本来は，利用者の発生密度は時間や場所により異なるものではあるが，簡単のために利

用者の密度は時空平面において，時間的にも空間的にも発生密度が一定であると仮定する．

また，後の計算において簡単のため密度は 1とする．

利用者の移動の速さ

実際には，利用者はサービスを受けに行くために時間をかけて移動する．そのため，利

用者の移動を考慮しなければならない．本来移動の速さは利用者によってまちまちである．

時空平面上において傾きを持った線によって利用者の移動の速さを表すことは可能である

が，各軸の単位のとり方により同じ速さでも傾きは変わってくる．また，時間の 1周期の

長さが大きく線的地域の長さが小さい場合，移動の速さは無限大として扱うことができる．

また，様々な利用者を一律に示すことは難しい．このようなことから，本研究では移動の

速さは無限大とする．

6.3 移動コストによる分析

利用者がサービス点を利用するために移動する距離と待ち時間とをあわせたものをサー

ビスを受けるためのコストとする．そして，それぞれの配置パターンによって利用者の平

均コストがどのように異なるかについて考察する．

6.3.1 格子状配置

はじめに，格子状配置の利用者の平均コストの理論式を求める．

サービス点の数を時間軸方向に m 点，距離軸方向に n 点とし，全部で mn 点とする．

そして，サービス時間の長さは l とする．

平均コストの導出

格子状配置の場合，サービス時刻・地点の間隔がそれぞれ一定であることから，コスト

の重み付けにかかわらず 1つのサービス点を利用する範囲を一意に決定することができ

る．その範囲は図 6.8のように (1/m)× (1/n) の範囲となる．全てのサービス点において

もその対象とするサービス範囲が同じであることから，この範囲内での利用者の平均コス

トは全体の利用者の平均コストとなる．よって，(1/m)× (1/n)の範囲だけで計算をすれ

ばよい．

– 112 –



6.3. 移動コストによる分析

図 6.8: 1サービス点の利用者の範囲

次に，サービス地点から r以内の利用者の範囲を考える．これは，コスト r以内で利用で

きる利用者の範囲と同じとなる．そこで，コスト r 以内で利用できる利用者の範囲の面積

を F (r)とする．これより移動コスト分布を表す確率密度関数 f(r) を求め，平均コストを

求める．コストを計算するときに時間軸 (α)と距離軸の重み (β)を考慮して (α/m)×(β/n)

の範囲で考える．すると，コスト r 以内で利用できる範囲は 4つに場合分けされ，図 6.9

のようになる．場合分けにより，F (r), f(r)を求めると以下のようになる．

α( 1
m − l) ≥ β 1

2n の場合

F (r) =





r2 + 2αlr 0 ≤ r ≤ β
2n(

β

2n

)2

+
β

n

(
r + αl − β

2n

)
β
2n ≤ r ≤ α

(
1
m − l

)

αβ

mn
−

(
α

(
1
m
− l

)
+

β

2n
− r

)2

α
(

1
m − l

) ≤ r ≤ α
(

1
m − l

)
+ β

2n

これを微分し，総面積 αβ/mn で割ると，確率密度関数 f(r)は，

f(r) =





mn

αβ
(2r + 2αl) 0 ≤ r ≤ β

2n

mn

αβ

β

n
β
2n ≤ r ≤ α

(
1
m − l

)

mn

αβ

(
2

α

m
+

β

n
− 2r − 2αl

)
α

(
1
m − l

) ≤ r ≤ α
(

1
m − l

)
+ β

2n
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図 6.9: コスト r 以内で利用できる範囲

と求められる．

α( 1
m − l) ≤ β 1

2n の場合

F (r) =





r2 + 2αlr 0 ≤ r ≤ α
(

1
m − l

)

r2 + 2αlr −
(
r + αl − α

m

)2
α

(
1
m − l

) ≤ r ≤ β
2n

αβ

mn
−

(
α

(
1
m
− l

)
+

β

2n
− r

)2

α
(

1
m − l

) ≤ r ≤ α
(

1
m − l

)
+ β

2n

これを微分し，総面積 αβ/mn で割ると，確率密度関数 f(r)は，

f(r) =





mn

αβ
(2r + 2αl) 0 ≤ r ≤ α

(
1
m − l

)

mn

αβ

2α

m
α

(
1
m − l

) ≤ r ≤ β
2n

mn

αβ

(
2

α

m
+

β

n
− 2r − 2αl

)
α

(
1
m − l

) ≤ r ≤ α
(

1
m − l

)
+ β

2n

と求められる．これより平均コストE(R)を求めると，2つの場合どちらも等しくなり
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E(R) =
∫ α( 1

m
−l)+ β

2n

0
rf(r)dr = α

m

2

(
1
m
− l

)2

+ β
1
4n

(6.4)

となる．

定理 6.1 格子状配置における平均コストは以下の式で表される．

α
m

2

(
1
m
− l

)2

+ β
1
4n

(6.5)

別の方法で求めると以下のようになる．

時間軸方向と距離軸方向は別々に考えることができる．図 6.8のように (1/m) × (1/n)

の範囲において計算を行う．

まず，時間軸方向の平均値を求める．時間軸方向の総コストを求めると，

∫ 1
m
−l

0

1
n

rdr =
1
2n

(
1
m
− l

)2

(6.6)

となり，これを面積 1/mn で割ると平均値が求まり，

m

2

(
1
m
− l

)2

(6.7)

となる．

次に，距離軸方向の平均値を求める．距離軸方向の総コストは

∫ 1
2n

0

1
m

2rdr =
1

4mn2
(6.8)

となり，これを面積 1/mn で割ると平均値が求められ，

1
4n

(6.9)

となる．そして，時間軸の重み α と距離軸の重み β をかけ，それぞれの平均値を合計す

ると次のように平均コストE(R)が求められる．

E(R) = α
m

2

(
1
m
− l

)2

+ β
1
4n

(6.10)

これは最初に確率密度関数より求めたものと一致する．

これより重み付け α, βに関しては線形であり，nに関しては 1/n，mに関しては 1/2m

でコストに効いてくることがわかる．
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表 6.1: 格子状配置：mn = 16でm,nの取り方と平均コスト

　 m = 1 m = 2 m = 4 m = 8 m = 16
　 n = 16 n = 8 n = 4 n = 2 n = 1

E(R) 0.455 0.223 0.133 0.140 0.250

シミュレーションと理論値の比較

シミュレーションにより，コストの分布を求め，理論値が適合しているかどうかを確認

する．シミュレーションの方法は以下の通りである．サービス点の数は 16点とし，m =

n = 4 の配置とする．サービス時間の長さは l = 1/16 とし，距離軸・時間軸の重み付け

は α = β = 1 とする．利用者をランダムに 10,000発生させ，それぞれのコストを計算し，

ヒストグラムで表した．図 6.10のように，理論値とシミュレーションはよく適合している

図 6.10: 格子状配置：理論値とシミュレーション比較

ことがわかる．

各パラメータと平均コストとの関係

次に，点の数が同じ場合にm,nの取り方により点の配置を変えたときの平均コストの

変化を示す．

mn = 16, α = β = 1, l = 1/16としたときのm,nの変化による平均コストの変化を計

算した．表 6.1のように，m = n = 4がもっとも平均コストが小さくなっている．これは

α = β = 1とし，距離と時間のどちらも特に重視する利用者を考えているため，時間軸・

距離軸の両方において分散している配置のほうが平均コストが小さくなっていると考えら

れる．
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次に，m,nそれぞれの変化により点の数を変えたときの平均コストの変化を示す．

図 6.11: 格子状配置：m,nの変化と平均コスト

n = 4, α = β = 1, l = 1/16としたときのmの変化と，m = 4, α = β = 1, l = 1/16とし

たときの nの変化による平均コストの変化を計算した．図 6.11のように，m,nが大きく

なるにつれ平均コストは減少するが，m,nが大きくなるにつれ減少の度合いが小さくなっ

ている．m = 5, n = 5あたりからほぼ変わらなくなってくる．ある一定数をこえると点を

増加させても平均コストで考えるとあまり意味がないといえる．また，理論式 (6.10)から

もわかるように，nは 1/nでコストに効き，mは 1/2mで効いてくることから nよりm

のほうが減少の割合が大きくなっている．また，mを大きくしていくと β 1
4n に収束し，n

を大きくしていくと αm
2 ( 1

m − l)2に収束する．

次に，α, βの変化により時間および距離の重み付けを変えたときの平均コストの変化を

示す．m = n = 4, β = 1, l = 1/16としたときの αの変化と，m = n = 4, α = 1, l = 1/16

図 6.12: 格子状配置：α, βの変化と平均コスト
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としたときの βの変化による平均コストの変化を計算した．図 6.12のように，α, βが大

きくなるにつれコストも増加している．理論式 (6.10)からもわかるように線形に変化して

いる．これは利用するサービス点が固定されていて，重み付けが変化しても利用者はサー

ビス点を変えることができないため，重み付けの変化の影響をそのまま受けるからである

と考えられる．

最後に，l の変化によりサービス時間の長さを変えたときの平均コストの変化を示す．

m = n = 4, α = β = 1としたとき，図 6.13のように，lが大きくなると平均コストは小さ

図 6.13: 格子状配置：lの変化と平均コスト

くなるが，ある点からは lが大きくなっても変化しなくなる．これは，格子状配置の特徴

として，同じ地点で何度もサービスを繰り返すということがあり，サービス時間の長さ l

がサービス間隔 1/m より長くなってしまうと，それ以上はサービスの長さは変わらない

ということになるからである．

6.3.2 ランダム配置

ランダム配置の利用者の平均コストの理論式を求める．

平均コストの導出

Clark ad Evans(1954)による，最近隣距離の考え方を用いて計算する．最近隣距離とは

任意の点から，最も近いサービス点までのコストと定義できる．ここで，対象領域におけ

る最近隣距離Rの確率密度関数を f(R)とすると，任意の点から最近隣距離が 0 < R < r

となる確率は面積 S の中に点が少なくとも１つある確率と等しくなる．この面積 S のな

かに x 点ある確率を P (x, S) とすれば，1 から点が 0 個の確率を引いたものとなり，
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∫ r

0
f(R)dR = 1− P (0, S) (6.11)

と表される．この式の両辺を r で微分すると，確率密度関数 f(r) は

f(r) = −dP (0, S)
dr

(6.12)

となる．

ここで面積 Sを求めるのだが，長さ l の線分がコスト r 以内にあるということは，利

用できる範囲を時間軸方向へ l の長さ分延ばした範囲内に点があることと同じである．そ

して図 6.14より

S =
1

αβ
r2 +

2l

β
r (6.13)

となる．

図 6.14: ランダム配置：コスト r 以内で利用できる範囲

点の分布がランダムなとき，大局的密度を ρ とすると，P (x, S) はポアソン分布に従い，

P (0, S) = e−ρS (6.14)

となる．コスト r以内の範囲が図 6.14の右図のようになるから，S に式 (6.13)を代入し

式 (6.12)より確率密度関数 f(r)を求めると

f(r) =
2ρ

β

( r

α
+ l

)
e
−ρ( 1

αβ
r2+ 2l

β
r) (6.15)
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が得られる．平均コストを求めると

E(R) =
∫ ∞

0
rf(r)dr =

√
αβπ

2
√

ρ
e

l2αρ
β

(
1− Erf

(
l

√
αρ

β

))
(6.16)

ただし，Erf(x) =
2√
π

∫ x

0
e−t2dt (6.17)

となる．

定理 6.2 ランダム配置における平均コストは以下の式で表される．
√

αβπ

2
√

ρ
e

l2αρ
β

(
1− Erf

(
l

√
αρ

β

))
(6.18)

ただし，Erf(x) = 2√
π

∫ x
0 e−t2dt.

シミュレーションと理論値の比較

次に，シミュレーションにより，コストの分布を求め，理論値が適合しているかどうか

を確認する．シミュレーションの方法は以下の通りである．サービス点の数は 16点とし，

m = n = 4 の配置とする．サービス時間の長さは l = 1/16 とし，距離軸・時間軸の重み

付けは α = β = 1 とする．利用者の発生点はランダムに 10,000として，それぞれのコス

トを計算し，ヒストグラムで表した．図 6.15のように，シミュレーションの結果と理論値

図 6.15: ランダム配置：理論値とシミュレーション比較

を比較すると，理論値のほうが長い距離の分布が多くなっており若干ずれている．これは，

シミュレーションは有限平面を仮定し，理論値は無限平面を仮定しているためと考えられ

る．しかし，全体の傾向として合っているのでこれを用いてもよいものとして考える．
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各パラメータと平均コストとの関係

次に，ρの変化により点の数を変えたときの平均コストの変化を示す．

図 6.16: ランダム配置：ρの変化と平均コスト

α = β = 1, l = 1/16としたときの ρの変化による平均コストの変化を計算した．図 6.16

のように，ρが大きくなるにつれ平均コストは減少するが，ρが大きくなるにつれ減少の

度合いが小さくなっている．一定数以上点を増やしても意味がなくなっていく．

次に，α, βの変化により時間および距離の重み付けを変えたときの平均コストの変化を

示す．

図 6.17: ランダム配置：α, βの変化と平均コスト

ρ = 16, β = 1, l = 1/16としたときの αの変化と，ρ = 16, α = 1, l = 1/16としたとき

の βの変化による平均コストの変化を計算した．図 6.17のように，α, βが大きくなるに

つれコストも増加している．増加率は α, βが大きくなるにつれ小さくなっている．これは

重み付けが変わることにより，利用者がよりコストの小さい点へシフトするためだと考え
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られる．また，あまりに α, βの比が大きくなるともう一方の意味を持たなくなる．つまり

時間軸の重み付け (α)が大きくなると，利用者は距離だけを考えてサービス地点を選ぶよ

うになる．距離軸の重み付け (β)に関しても同様である．α, β < 1では αのほうが平均コ

ストは大きく，α, β > 1では βのほうが平均コストは大きくなっている．時間軸の重みよ

り距離軸の重みのほうがコストに効いてくる．

最後に，lの変化によりサービス時間の長さを変えたときの平均コストの変化を示す．

図 6.18: ランダム配置：lの変化と平均コスト

ρ = 16, α = β = 1としたときの lの変化による平均コストの変化を計算した．図 6.18

のように，lが大きくなるにつれ平均コストは減少するが，lが大きくなるにつれ減少の度

合いが小さくなっている．

6.3.3 (t,m,s)-net配置

(t,m,s)-net配置に関しては，理論式を求めることは難しく点の生成が容易でないため，

16点のシミュレーションのみとする．シミュレーションの方法は以下の通りである.

平均コストの算出

サービス点の数は k = 16とする．サービス時間の長さは l = 1/16 とし，距離軸・時間

軸の重み付けは α = β = 1 とする．利用者の発生点はランダムに 10,000として，それぞ

れのコストを計算し，ヒストグラムで表した．図 6.10の格子状配置と図 6.15のランダム

配置と比較すると図 6.19のようになる．
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図 6.19: (t,m,s)-net配置：シミュレーション

各パラメータと平均コストとの関係

次に，α, βの変化により時間および距離の重み付けを変えたときの平均コストの変化を

示す．k = 16, l = 1/16としたときの αと β の変化による平均コストの変化を計算した．

図 6.20: (t,m,s)-net配置：α, βの変化と平均コスト

図 6.20のように，α, βが大きくなるにつれコストも増加している．増加率はα, βが大きく

なるにつれ小さくなっている．これは重み付けが変わることにより，利用者がよりコスト

の小さい点へシフトすることからこのような変化になると考えられる．また α < 1, β < 1

では αのほうが平均コストは大きく，α > 1, β > 1では β のほうが平均コストは大きく

なっている．次に，lの変化によりサービス時間の長さを変えたときの平均コストの変化

を示す．

k = 16, α = β = 1としたときの lの変化による平均コストの変化を計算した．図 6.21

のように，lが大きくなるにつれ平均コストは減少するが，lが大きくなるにつれ減少の度
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図 6.21: (t,m,s)-net配置：lの変化と平均コスト

合いが小さくなっている．サービス時間をある程度長くすると，それ以上は長くしても平

均コストはあまり小さくならないことがわかる．

6.3.4 3配置パターンの比較

これまでは 3配置パターンについて個々に考察をしてきたが，ここでは 3配置パターン

の比較を行う．

はじめに，α, βの変化により時間および距離の重み付けを変えたときの平均コストの変

化を示す．

図 6.22: 3配置パターン：α, βの変化と平均コストの比較

m = n = 4, ρ = 16, k = 16, l = 1/16, β = 4としたときの αによる平均コストの変化と

m = n = 4, ρ = 16, k = 16, l = 1/16, α = 4としたときの βによる平均コストの変化が図
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6.22である．格子状配置とランダム配置は理論値，(t,m,s)-net配置に関してはシミュレー

ションの値となっている．

これら 3種類の配置を平均コストと時間軸・距離軸の重み付けの違いという面から考え

ると (t,m,s)-net配置が良いといえる．格子状配置は線形に平均コストが増加していくた

め良くない．また，ランダムは傾向が (t,m,s)-net配置に似ているが，(t,m,s)-net配置を

下回ることはない．全体的に (t,m,s)-net配置がもっとも平均コストが小さくなっている．

次に， l の変化によりサービス時間の長さを変えたときの平均コストの変化について考

察する．

図 6.23: 3配置パターン：lの変化と平均コストの比較

m = n = 4, ρ = 16, k = 16, α = β = 1としたときの lによる平均コストの変化が図 6.23

である．格子状配置とランダム配置は理論値，(t,m,s)-net配置に関してはシミュレーショ

ンの値となっている．

これら 3種類の配置を平均コストとサービス時間の長さの違いという面から考えると

(t,m,s)-net配置が良いといえる．全体的に (t,m,s)-net配置がもっとも平均コストが小さ

くなっている．格子状配置は lが小さいうちは (t,m,s)-net配置とほぼ変わらないのだが，

平均コストが変化しなくなってからは，(t,m,s)-net配置よりコストが高くなっている．ま

た，ランダムは傾向が (t,m,s)-net配置に似ているが，(t,m,s)-net配置より大きくなって

いる．lが大きくなるにつれ，格子状配置は他の配置と比べコストが高いため，不便な配

置といえる．
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6.4 利用可能率による分析

次に，行動可能範囲から求める利用可能率によって分析を行う．利用可能率とは，利用

しようとする人のうち，実際に利用できる人の割合と定義する．時間・距離両方含めて，

すべての利用者の行動可能な範囲を一定に定めたときに，どのくらいの割合の人がサービ

スを享受できるかということである．施設の配置により，利用可能率がどのように異なる

かについて考察する．

6.4.1 利用者の行動範囲の設定方法

利用者の行動範囲を距離と時間をあわせたものを矩形で示す．図 6.24で示したように時

間軸方向の行動可能時間は γ ，距離軸方向の行動可能距離を δ とする．

図 6.24: 利用者の行動範囲

利用者の行動範囲は 1つのサービス点を利用できる範囲と一致することから，サービス

時間 lのサービスを受けられる範囲は，l = 0のとき利用者の行動範囲の大きさと一致し，

l > 0の場合は，時間軸方向に lだけ延ばした範囲の大きさとなっている．

図 6.25: サービスを受けられる範囲
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6.4.2 格子状配置

はじめに，格子状配置について考える．

利用可能率の導出

まず，格子状配置の場合における利用者の利用可能率の理論式を求める．前節と同様に

サービス地点数を距離軸方向に m 点，時間軸方向に n 点とし，全部で mn 点とする．そ

して，サービス時間の長さを l とする．図 6.8のように１つのサービス点を利用する利用

者の範囲は決まり，(1/m)× (1/n) の範囲となる．全てのサービス点においてもその対象

とするサービス範囲が同じであることから，この範囲内での利用可能率は全体の利用可能

率と一致する．よって，この範囲内だけで計算をする. 1つのサービス地点を考えたとき

に，行動範囲により図 6.26のように，サービスを受けられる範囲，1つのサービスが受け

持つ範囲は 4つのパターンに分けることができる．

図 6.26: 1サービス点のサービス範囲の場合分け

それぞれの場合について，利用可能率を P (γ, δ)と表すと，

P (γ, δ) =





mn(δ(γ + l)) δ ≤ 1
n , γ ≤ 1

m − l　 (a)

δn δ ≤ 1
n , γ ≥ 1

m − l　 (b)

m(γ + l) δ ≥ 1
n , γ ≤ 1

m − l　 (c)

1 δ ≥ 1
n , γ ≥ 1

m − l　 (d)

(6.19)
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となる．γ ≤ (1/m)− l のとき P (γ, δ)は線形に変化するが，γ ≥ (1/m)− l のときは γは

P (γ, δ)に関係しない．また，δ ≤ 1/nのとき P (γ, δ)は δに比例している．δ ≥ 1/nのと

きは δは P (γ, δ)に関係しない．

シミュレーションと理論値の比較

次に，シミュレーションにより，利用可能率を求め，理論値が適合しているかどうかを

確認する．シミュレーションの方法は以下の通りである．行動可能距離，行動可能時間を

(γ, δ) = (1, 1/16), (1/2, 1/8), (1/4, 1/4), (1/8, 1/2), (1/16, 1) の５種類と設定する．サービ

ス地点の数は 16点とし，m = n = 4 の配置とする．サービス時間の長さは l = 1/16 と

し，距離軸・時間軸の重み付けは α = β = 1 とする．利用者の発生点はランダムに 10,000

として利用可能率を計算した．この結果から，理論値とシミュレーション結果はよく適合

表 6.2: 格子状配置：理論値とシミュレーション比較

　 γ = 1/16 γ = 1/8 γ = 1/4 γ = 1/2 γ = 1
　 δ = 1 δ = 1/2 δ = 1/4 δ = 1/8 δ = 1/16

理論値 0.500 0.750 1.000 0.500 0.250
シミュレーション 0.504 0.753 1.000 0.501 0.248

しているといえる．

各パラメータと利用可能率との関係

次に，点の数が同じ場合にm,nの取り方により点の配置を変えたときの利用可能率の

変化を示す．mn = 16, l = 1/16, γδ = 1/16としたときのm,n, γ, δの変化による利用可能

表 6.3: 格子状配置：mn = 16でm,nの変化と利用可能率

　 γ = 1/16 γ = 1/8 γ = 1/4 γ = 1/2 γ = 1
　 δ = 1 δ = 1/2 δ = 1/4 δ = 1/8 δ = 1/16

m = 1, n = 16 0.125 0.188 0.313 0.563 1.000
m = 2, n = 8 0.250 0.375 0.675 1.000 0.500
m = 4, n = 4 0.500 0.750 1.000 0.500 0.250
m = 8, n = 2 1.000 1.000 0.500 0.250 0.125
m = 16, n = 1 1.000 0.500 0.250 0.125 0.063
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率の変化を計算した．表 6.3のように，利用者の利用範囲の取り方によって利用可能率は

大きく異なる．行動可能距離が少なく，行動可能時間の長い利用者 (γ = 1, δ = 1/16) に

とっては m = 1, n = 16 のように配置したほうがよく，逆に行動可能距離が長く，行動可

能時間の短い利用者 (γ = 1/16, δ = 1) にとっては m = 16, n = 1 のように配置したほう

がよいということになる．

次に，m,nの変化により点の数を変えたときの利用可能率の変化を示す．n = 4, l =

図 6.27: 格子状配置：m,nの変化と利用可能率

1/16, γδ = 1/16としたときのmと P (γ, δ)の関係と，m = 4, l = 1/16, γδ = 1/16とした

ときの nと P (γ, δ)の関係を計算した．図 6.27のように，mに関しては γ = δ = 1/4の場

合が最も率が高くなっている．γ = 1, δ = 1/16の場合，距離のみが率に関係してくること

から，mのみの増加には影響を受けない．nに関しては n = 1においては γ = 1/16, δ = 1

の場合が最も率が高くなっているが，nが大きくなると，γ = δ = 1/4の場合が最も率が

高くなっている．γ = 1/16, δ = 1の場合，時間のみが率に関係してくることから，nのみ

の増加には影響を受けない．

また，δの変化により行動可能距離を変えたときの利用可能率の変化を図 6.28に示す．

m = n = 4, l = 1/16, γδ = 1/16としたときの δの変化による利用可能率の変化を計算し

た．図 6.28のように，δ = 1/4周辺でP (γ, δ) = 1 になっている．その両側では率が下がっ

ている．行動可能距離が大きく，行動可能時間が少ない利用者，あるいはそのまったく逆

の利用者にとっては使いにくい配置であるといえる．

最後に，l の変化によりサービス時間の長さを変えたときの利用可能率の変化を示す．

m = n = 4, γδ = 1/16としたときの lの変化による利用可能率の変化を計算した．図 6.29

のように，δ = 1/4の場合は lの変化にかかわらず常に率は 1となっている．δ = 1/8, 1/16

のときは lの変化にかかわらず，常に一定となり率は低い．このことから，行動可能距離
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図 6.28: 格子状配置：δの変化と利用可能率

図 6.29: 格子状配置：lの変化と利用可能率

が少なく，行動可能時間の長い利用者 (γ = 1, δ = 1/16) にとっては利用しにくい配置で

あるといえる．

6.4.3 ランダム配置

次に，ランダム配置について考える．

利用可能率の導出

まず，利用可能率の理論式を求める．前節と同様に最近隣距離の考え方を用いて計算す

る．面積 Sを求めるために，前節と同じような工夫をし，図 6.30のように長さ l の線分

がコスト r 以内にあるということは，行動可能範囲を時間軸方向へ l の長さ分延ばした範

囲内に点があることと同じである．これにより，面積 S は，
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図 6.30: 行動可能範囲

S = δ(γ + l) (6.20)

となる．

点の分布がランダムなとき，大局的密度を ρ とすると，面積 S に点が x個ある確率

P (x, S) はポアソン分布に従い，x = 0としたとき，

P (x, S) = e−ρS (6.21)

となる．少なくとも点が 1つあれば利用可能であるから，利用可能率は

1− P (0, S) = 1− e−ρ(δ(γ+l)) (6.22)

となる．

シミュレーションと理論値の比較

次に，シミュレーションにより，利用可能率を求め，理論値が適合しているかどうかを

確認する．シミュレーションの方法は以下の通りである．行動可能距離，行動可能時間を

(γ, δ) = (1, 1/16), (1/2, 1/8), (1/4, 1/4), (1/8, 1/2), (1/16, 1) の５種類と設定する．サービ

ス地点の数は 16点とし，ρ = 16 の配置とする．サービス時間の長さは l = 1/16 とする．

利用者の発生点はランダムに 10,000として利用可能率を求めた．

理論値に比べシミュレーションの値が若干小さくなっているのは，理論値が無限平面を

対象として計算されており，シミュレーションは有限平面を対象として計算しているため

であると考えられる．しかし，全体の傾向として合っていることから理論式を用いてもよ

いものとして考える．
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表 6.4: ランダム配置：理論値とシミュレーション比較

　 γ = 1/16 γ = 1/8 γ = 1/4 γ = 1/2 γ = 1
　 δ = 1 δ = 1/2 δ = 1/4 δ = 1/8 δ = 1/16

理論値 0.865 0.777 0.714 0.675 0.654
シミュレーション 0.786 0.748 0.657 0.602 0.584

各パラメータと利用可能率との関係

次に，各パラメータを利用可能率との関係を示す．

はじめに，ρの変化により点の数を変えたときの利用可能率の変化を示す．l = 1/16, γδ =

図 6.31: ランダム配置：ρの変化と利用可能率

1/16としたときの ρの変化による利用可能率の変化を計算した．図 6.31のように，点が多

くなれば利用可能率が高くなるのであるが，δが大きいほどより率は高くなっている．し

かし，点が増えるにつれ，率の増加の割合が小さくなっている．行動可能距離が少なく，

行動可能時間の多い利用者にとっては多少不便な状況となっている．

また，δの変化により行動可能距離を変えたときの利用可能率の変化を示す．ρ = 16, l =

1/16, γδ = 1/16としたときの δの変化による利用可能率の変化を計算した．図 6.32のよ

うに，δの変化による率の変化の割合は少なく，δの長さによる影響は大きくない．

最後に，l の変化によりサービス時間の長さを変えたときの利用可能率の変化を示す．

ρ = 16, γδ = 1/16としたときの lの変化による利用可能率の変化を計算した．図 6.33の

ように，l = 0のときは δに関係なく一定となっている．l > 0においては，δが大きくな

るほど率は高い．この場合も，行動可能距離が少なく，行動可能時間の多い利用者にとっ

ては多少不便な状況であることがわかる．
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図 6.32: ランダム配置：δの変化と利用可能率

図 6.33: ランダム配置：lの変化と利用可能率

6.4.4 (t,m,s)-net配置

(t,m,s)-net配置に関しては，理論式を求めることは難しく点の生成が容易でないため，

16点のシミュレーションのみとする．シミュレーションの方法は以下の通りである．サー

ビス点の数は k = 16とする．サービス時間の長さは l = 1/16 とする．利用者の発生点は

ランダムに 10,000として，利用可能率を計算した．

まず，δの変化により行動可能距離を変えたときの利用可能率の変化を示す．

k = 16, l = 1/16, γδ = 1/16としたときの δ の変化による利用可能率の変化をシミュ

レーションにより求めた．図 6.34のように，多少の変化はあるものの δの変化にかかわら

ず高い率を示している．利用者の行動形態にかかわらず率が高いといえる．

次に，lの変化によりサービス時間の長さを変えたときの利用可能率の変化を示す．k =

16, ρ = 16, γδ = 1/16としたときの lの変化による利用可能率の変化を計算した．図 6.35
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図 6.34: (t,m,s)-net配置：δの変化と利用可能率

図 6.35: (t,m,s)-net配置：lの変化と利用可能率

のように，全体的に高い率ではあるが，δ = 1/16 の場合は l にかかわらず率は 1 となっ

ている．δが大きくなるにつれ若干率は下がるが，l = 0, δ = 1/8であっても 0.75 と高い

率になっている．行動可能距離が短く，行動可能時間の多い利用者にとって有利になって

いる．

6.4.5 3配置パターンの比較

これまでは別々に 3配置パターンについて考察をしてきたが，ここでは 3配置パターン

の比較を行う．

はじめに，δの変化により行動可能距離を変えたときの利用可能率の変化を示す．m =

n = 4, ρ = 16, k = 16, l = 1/16, γδ = 1/16としたときの δによる利用可能率の変化が図

6.36である．格子状配置とランダム配置は理論値，(t,m,s)-net配置に関してはシミュレー
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図 6.36: 3配置パターン：δの変化と利用可能率

ションの値である．

δ = 1/4周辺では，格子状の配置の率 P (γ, δ) = 1となっている．時空平面上での行動可

能範囲がほぼ正方形の場合に対応する．そして，3配置パターンのうち最も率が高くなっ

ている．δがその他の値になっているときは，(t,m,s)-net配置が最も率が高い．行動可能

範囲の時間と距離の比が大きい利用者にとっては (t,m,s)-net配置がふさわしく，行動可能

範囲がほぼ正方形の場合は格子状配置が良いと考えられる．

次に，l に変化によりサービス時間の長さを変えたときの利用可能率の変化を示す．m =

n = 4, ρ = 16, γδ = 1/16としたときの lによる利用可能率の変化が図 6.37である．格子

状配置とランダム配置は理論値，(t,m,s)-net配置に関してはシミュレーションの値となっ

ている．

δ = 1においては，l > 0.5 では，どの配置でも率 P (γ, δ) = 1となり配置の違いはない．

しかし，l < 0.5においては lの長さによって変わってくる．しかし，l < 0.2においては，

格子状の配置が最も小さくなっている．利用者の行動可能距離が大きく，行動可能時間が

小さい場合は，(t,m,s)-net配置が良いと考えられる．

δ = 1/4においては，格子状配置が常に率 P (γ, δ) = 1となっている．(t,m,s)-net配置

でも l > 0.2では率 P (γ, δ) = 1となっている．ランダムは率 P (γ, δ) = 1にはならない．

利用者の行動可能距離も，行動可能時間もある程度ある場合は格子状の配置が最もふさわ

しくなる．

δ = 1/16においては，(t,m,s)-net配置が常に率 P (γ, δ) = 1となっている．格子状配置

は常に率 P (γ, δ) = 0.25となっている．利用者の行動可能距離が小さく，行動可能時間が

大きい場合は，(t,m,s)-net配置が良いと考えられる．
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図 6.37: 3配置パターン：lの変化と利用可能率

6.4.6 行動範囲が異なる利用者

最後に，行動範囲が異なる利用者を考慮した場合について考える．利用者の行動範囲の

１つのパターン iについて，行動可能時間を γi，行動可能距離を δi，利用者全体を 1とし

たときのパターン iで行動する利用者の割合を ωi とする．パターンの数を N とすると，

すべての利用者を合わせて考えた利用可能率 PN (γ, δ)は

PN (γ, δ) =
N∑

i=1

ωiP (γi, δi)　ただし，
N∑

i=1

ωi = 1 (6.23)

と計算できる．

これを用いて，行動範囲が異なる利用者を考慮したときの 3配置パターンの比較を行

う．点の配置は m = n = 4, ρ = 16, k = 16, l = 0とし，利用者の行動パターンは 3種

類とする．それぞれの利用者の行動パターンは (ω1, γ1, δ1) = (a, 1/16, 1),(ω2, γ2, δ2) =

(b, 1, 1/16),(ω3, γ3, δ3) = (1 − a − b, 1/4, 1/4)と仮定する．このような仮定のもとで 3配
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置パターンの利用可能率を Pg, Pr, Ptとして求めると，格子状配置は式 (6.19)から，

Pg = 1− 0.75a− 0.75b (6.24)

となる．ランダム配置は式 (6.22)から，

Pr = 0.63 (6.25)

となる．ランダム配置の場合は γδ = 1/16と一定であるから，a, bに依らない値となる．

(t,m,s)-net配置はシミュレーションにより求めると

Pt ≈ 0.83 + 0.17a + 0.17b (6.26)

となる．これらから a, bがどのような場合，どの配置が最も利用可能率が高いかを計算す

る．格子状配置とランダム配置を比較した場合，

a + b < 0.49のとき Pg > Pr (6.27)

a + b > 0.49のとき Pg < Pr (6.28)

となる．格子状配置と (t,m,s)-net配置を比較した場合，

a + b < 0.18のとき Pg > Pt (6.29)

a + b > 0.18のとき Pg < Pt (6.30)

となる．ランダム配置と (t,m,s)-net配置を比較した場合は常に (t,m,s)-net配置のほうが

高くなっている．a, bを変化させたときにどの配置が最も利用率の高いかを図 6.38に示す．

ほとんどの場合において (t,m,s)-net配置の利用可能率が高くなっていることがわかる．

a + bが小さいとき，つまり時間制約も距離制約も厳しい利用者が少ないときは格子状配

置が良く，それ以外では (t,m,s)-net配置が良いことがわかる．また，ランダム配置は最も

利用可能率が高くなることはない．

次に，行動可能範囲が利用者それぞれ異なる場合のシミュレーションの結果を考察す

る．利用者の発生地点とともに，利用者の行動可能範囲 (γ, δ)もランダムに 10,000パター

ンとってシミュレーションを行った結果が表 6.5である．サービス点はm = n = 4, ρ =

16, k = 16, l = 0と設定した．このとき，(t,m,s)-net配置，格子状配置，ランダム配置の

順に率が高くなっている．利用者の 100%をカバーすることは無理にせよ，(t,m,s)-net配

置は様々な利用者を考えたときにより良い配置であるといえる．
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図 6.38: 行動範囲が異なる場合の 3配置パターン比較

表 6.5: 利用者行動範囲がランダムのときの利用可能率

　 格子状 ランダム (t,m,s)-net
P (γ, δ) 0.763 0.694 0.837

6.5 神戸市の移動図書館配置への応用

図 6.39に示した，神戸市北区を考察の対象とする．この地区の選定理由のひとつは移

動図書館サービスを行っていることである．この地域には図 6.39のように本館・分館は 2

地点あり，移動図書館の巡回地点は 18点ある．もうひとつの理由は，太線で示した道路

に沿った線的地域とほぼみなすことができることである．図 6.39において網かけを施した

領域は平成 7年の国勢調査による人口集中地区であり，太線で示された道路にほぼ沿って

存在する．そのため，前述の理論的結果が活用できる．このような 2つの主な理由から対

象とした．

図 6.39の太線部分を 1次元空間とし，サービス地点を直線距離で最も近い太線上に写像

すると，図 6.40のような時空平面上配置となる．この配置と，前章でより利便性が高い

ことが示された (t,m,s)-net(16点)配置 (図 6.42)とを人口分布一様という前提で比較する．

時空平面の縦軸には図 6.39及び図 6.41に示された主要道路の長さ (30km)をとる．横軸

には移動図書館の巡回の 1周期 (4週間)をとる．1日の行動時間を 8時間とし，1周期を
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図 6.39: 神戸市北区図書館配置図（現状）

8× 28=224時間とする．なお，時空平面上において本館・分館はサービス時間が長いた

め線となり，移動図書館はサービス時間が短いため点となる．

6.5.1 平均コストによる分析

平均利用者コストは以下の 3パターンを設定して求めた．(1)1時間待つこと=1km移動す

ること，(2)1時間待つこと=3km移動すること，(3)1時間待つこと=5km移動することであ

る．(2)は健常者の大人の徒歩のスピードであり，(1)のパターンの利用者はより移動に負担

がかかり，(3)のパターンの利用者はより待ち時間に負担のかかる利用者を表わすことと考

えられる．時空平面上の 1時間は横軸の 1
224であり，1kmは縦軸の 1

30であるから，それぞれ

のパターンにおいて時間及び距離のウエイトは (α, β) = ( 1
224 , 1

30), ( 1
224 , 1

30 × 3
), ( 1

224 , 1
30 × 5

)

とする．

計算結果を表 6.6に示す．いずれのパターンにおいても，(t,m,s)-net配置の平均利用者

コストは現状の配置より小さくなっている．特に，より待ち時間にウエイトを置くパター

ン (1)においては現状と比べ (t,m,s)-net配置が約 2/3のコストとなっている．このことか

ら交通手段の限られた利用者にとっては (t,m,s)-net配置は利便性を大きく向上させるこ

とがわかる．一方，より移動距離にウエイトを置くパターン (3)においては両配置にほと

んど差異はない．自動車等の交通手段のある利用者にとって，(t,m,s)-net配置は現状と大
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図 6.40: 神戸市北区図書館時空平面図（現状）

きく変わらないことがわかる．ただし，現状の 18地点より (t,m,s)-net配置の 16地点の

ほうが巡回地点数が少ないことに注意されたい．

表 6.6: 神戸の例による平均利用者コスト

行動属性 現状 (t,m,s)-net
(1)1時間=1km 2.623× 10−3 1.871× 10−3

(2)1時間=3km 1.075× 10−3 0.958× 10−3

(3)1時間=5km 0.699× 10−3 0.668× 10−3

6.5.2 利用可能率による分析

次にサービス利用可能率による分析を行う．行動属性として以下の 2パターンを設定し

て求めた．(1)いつでも 1kmまで移動可能な場合，(2)1周期に 1日限り 5kmまで移動可

能な場合である．パターン (1)は交通手段が徒歩しかないが時間制約のない利用者を表わ

す．パターン (2)は自動車等の交通手段を持つが時間制約のある利用者を表わす．計算で

はそれぞれ (γ, δ) = (1, 2
30), ( 1

28 , 10
30)とした．

計算結果を表 6.7に示す．いずれの場合においても巡回地点が少ないにもかかわらず，

現状より (t,m,s)-net配置のほうが利用可能率はより大きくなっている．特に時間制約は小

さいが移動制約の大きい利用者にとっては (t,m,s)-net時空間配置が利便性が高いことが

わかる．また，行動属性がどちらであっても (t,m,s)-net配置の利用可能率が大きいことか

ら，利用者が混在している場合でも (t,m,s)-net配置がより利便性が高いことが示された．
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図 6.41: 神戸市北区図書館配置図（(t,m,s)-net）

表 6.7: 神戸の例によるサービス利用可能率

行動属性 現状 (t,m,s)-net
(1)いつでも 1kmまで 0.557 1.000

(2)1日/1周期,5kmまで 0.713 0.723

6.6 まとめ

様々な行動属性を持つ利用者を想定し，時間と空間という両軸を考慮した施設配置につ

いて考察した．利用者の行動形態の傾向と時間の流れも考慮するため，利用者の施設まで

の移動距離と待ち時間を合わせたコストと，ある行動形態を考えた際にサービスを受けら

れるかという利用可能率の 2点を考慮し，それらを基準としてどのような配置方法がふさ

わしいかを考えた．

時間的にも距離的にも固定されている格子状配置，規則性のないランダム配置，分散し

ているが規則性のある (t,m,s)-net配置の 3パターンにおいて考察を行った．そこで，特に

サービスを利用することに不便さを感じやすい行動可能距離や行動可能時間の小さい利用
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図 6.42: 神戸市北区図書館時空平面図（(t,m,s)-net）

者の行動を考えると，(t,m,s)-net配置がふさわしいことがわかった．

また，様々な利用者がいた場合のシミュレーションによっても，(t,m,s)-net配置が優れ

ていることがわかった．そして，(t,m,s)-net配置はランダム配置より利用者にとっては利

便性の高いものであるということがわかった．格子状の配置は行動可能距離・時間がどち

らもサービス間隔より大きい利用者に限ると利便性が高いが，利用者の行動形態により利

便性が大きく変わる配置であるということがわかった．このように，対象とする利用者の

行動形態により，ふさわしい配置が異なることが明らかになった．

そして，人口分布一様という条件で平均コストと利用可能率という 2つの評価基準を用

いて考察すると，(t,m,s)-net配置は有効であるといえる．特に移動制約の大きい利用者に

とっては利便性が高いことがわかる．(t,m,s)-net配置のように 1日の巡回地点をできるだ

け広く分散することにより，より利便性の高い時空間配置が実現できることを神戸市を例

に示した．
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併の効果

7.1 はじめに

今日，全国各地で市町村合併が実施されたり，今後の合併に向けて多くの協議会や研究

会が設立されている．総務省によると平成 16年 9月 1日現在で法定合併協議会数は 604，

参加している市町村数は 1991であり全国の市町村数の 3分の 2まで広がっている．総務

省は市町村合併のメリットとして，福祉サービスの安定的な提供，専門職員の確保による

行政サービスの向上，公共施設の広範な利用，広域的な視点での効率的一体的なまちづく

りなどを挙げている．

合併が進めば，区画整理や再開発などの面整備を行う際に自治体間の協議や調整が少な

くなるであろう．現在，首都圏ではつくばエクスプレス沿線開発が行われているが，駅の

位置は市町村境界とは直接関係せず，場合によっては駅が市町村境界に設置され駅前開発

の際に複数自治体間の調整が必要となる．面整備が複数自治体に関係すると調整に時間や

費用を要し，場合によっては調整が難航し開発が頓挫してしまうこともある．また，補助

金配分等の影響もあってか市町村境界に意図的に飛行場などの大規模施設を建設する場合

もあるが，市町村合併が行われ各自治体の面積が広がれば，1つあるいはより少ない自治

体間での調整となりよりスムーズに行われるようになり，また施設が本来の目的にふさわ

しい場所に建設されるようになるであろう．

茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県の現在の鉄道駅から半径 1kmの円を描いたものが図

7.1である．細線で示されているのが現在の市町村境界であり太線で示されているものが

各県から提案されている合併パターンである．駅周辺整備が行われると想定して考えると，

この図から合併によって複数市町村に関係している開発の多くが 1市町村のみに含まれる

ことがわかる．

これまで，市町村合併については合併の意義，効果，合併後の最適規模，具体的な推進

の方法について 1.2節で示したように多くの研究がなされてきた．しかし，市町村合併が

面整備を進める上での自治体間調整をどの程度削減するのかについて考察を加えた理論的

研究はない．
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そこで，本章では市町村合併が行われることにより，面整備に関連する市町村数がどの

程度減少するかについて数理モデルを構築し，実際のデータで検証し，市町村合併の効果

を自治体間調整の削減という点から明らかにする．モデルを用いる理由は，具体的な市町

村の組み合わせが未確定であったとしても概数ではあるが予測できるという点である．そ

の結果として想定できうる多数の様々な合併構想について効果の把握が可能となる．また，

実際の市町村の組み合わせは莫大にあり，合併の効果は長期的視点から評価するものであ

るから効果の概数や傾向が押さえられれば十分かもしれない．

仮定として，全市町村境界が正方格子や六角格子であると考え，面整備が空間的一様に

ランダムに行われるとし，整備規模と整備に関係する市町村数との関係を単純な幾何確率

モデルにて示す．また，関東北部 4県の駅前開発を想定し，実際のデータを用いて現在の

市町村区分と各県の市町村合併推進要綱 (茨城県 (2000)，栃木県 (2001)，群馬県 (2001)，

埼玉県 (2001))に掲載されている将来の合併パターンを用い，モデルの結果がどの程度あ

てはまるのかを検証する．

7.2 面整備に関係する市町村数の解析的分析

ここでは以下の仮定をおく．(a1)各市町村の領域形状は正方形もしくは正六角形であり，

それぞれ格子状に配置されているとする．(a2)対象領域は無限平面であり，その境界は存

在しない．(a3)面整備区域は半径 rの円とし，その中心は対象領域内で一様に発生する．

円が交わる市町村数を表す確率変数をX とする．このように仮定すると，円の中心位

置によって関係市町村数X が決まり，すべての中心位置を考慮することによりX の期待

値を求めることができる．関係市町村数の期待値が小さいほど，市町村間での調整が少な

くなると解釈できる．今後，この期待値に着目する．県全体の面積を S，市町村数を nと

し，期待値をこれらのパラメータ S, n及び整備区域半径 rで解析的に表現する．

なお，市町村が関係する整備を想定するので，1つの自治体で収まる程度の整備規模を

考える．仮定 (a4)として面整備区域の半径 rは正方形及び正六角形の内接円の半径までを

考える．

7.2.1 正方格子

はじめに，図 7.2のような正方格子を考える．正方形の 1辺の長さを ag とする．また，

内接円の半径は ag/2であるから，仮定 (a4)より 0 ≤ r ≤ ag/2の範囲を考える．

円の中心位置により，円に交わる正方形数 X は異なる．例えば，図 7.2の上の円では

4つの正方形と交わり，下の円では 2つの正方形と交わる．交わる正方形数の期待値を求
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図 7.1: 駅を中心とした 1kmの円と合併パターン案
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めるために，図 7.3のような 1つの正方形内で円の中心が一様分布する状況を考える．円

の中心が境界交点から r以内に位置すると，円は境界交点を含み 4つの正方形と交わる．

一方，どの境界辺からも r以上離れた場所に円の中心が位置すると，この円はどの境界と

も交わらないので，1つの正方形のみと交わる．さらに，円の中心が 1つの境界辺だけか

ら r以内にあると 2つの正方形と交わり，2つの境界辺から r以内にあると 3正方形と交

わる．このようにして，円の中心に着目すると図 7.3のような分割図が得られる．これは

Mathai(1999)の議論をより一般化している．

図 7.2: 正方格子

図 7.3: 正方格子：面整備区域の中心位置と関係市町村数

仮定 (a3)から，ag と rで期待値Eg(X)を表すと

Eg(X) =
a2

g + 4agr + πr2

a2
g

(7.1)

となる．ag =
√

S/nであるからこれを代入して県全体の面積 Sと市町村数 nで表すと

Eg(X) = 1 + 4r

√
n

S
+ πr2 n

S
(7.2)

となり，r
√

n/Sの 2次関数となる．
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7.2.2 六角格子

次に，図 7.4のような六角格子を考える．正六角形の 1辺の長さを ahとする．仮定 (a4)

より 0 ≤ r ≤ √
3ah/2の範囲を考える．正方格子の場合と同様に，円の中心位置と交わる

正六角形数との関係を求める．ただし，面整備の大きさによって図 7.4及び図 7.5のよう

に 2つの場合分けが生じる．整備半径 rが小さい場合，図 7.4(a)のようにたかだか 3つの

正六角形としか交わらないが，rが大きい場合，図 7.4(b)のように 4つの正六角形と交わ

る場合がある．

1つの正六角形内で円の中心が一様分布する状況を考える．交わる正六角形の数は各境

界辺からの距離によって決まる．1つの境界辺から r以内の範囲は図 7.6(a)の網をかけた

範囲になる．整備半径 rが小さい場合，図 7.6(b)のように，円の中心が各境界辺から r以

上離れた場合は 1つの正六角形のみと交わる．円の中心がただ 1つの境界辺から r以内で

あれば 2つの六角形と交わり，2つの境界辺から r以内であれば 3つの正六角形と交わる．

こうして，図 7.5(a)のような分割図が得られる．整備半径 rが大きい場合も同様に決ま

る．4つの正六角形と交わる範囲は円の中心が 3つの境界辺から r以内の範囲であり，図

7.6(c)のように決まり，図 7.5(b)の分割図が得られる．

図 7.4: 六角格子

仮定 (a3)から，ahと rで期待値Eh(X)を表すと，2つの場合ともに

Eh(X) =
9a2

h + 12
√

3ahr + 2
√

3πr2

9a2
h

(7.3)

となる．ah =
√

2S/3
√

3nであるからこれを代入して県全体の面積 S と市町村数 nで表

すと

Eh(X) = 1 + 2
√

2・31/4r

√
n

S
+ πr2 n

S
(7.4)

となり，r
√

n/Sの 2次関数となる．
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図 7.5: 六角格子：面整備区域の中心位置と関係市町村数

図 7.6: 六角格子：関係市町村数算出方法

定理 7.1 正方格子での平均関係市町村数は

1 + 4r

√
n

S
+ πr2 n

S
(7.5)

となる．六角格子での平均関係市町村数は

1 + 2
√

2・31/4r

√
n

S
+ πr2 n

S
(7.6)

となる．

式 (7.5)及び式 (7.6)から整備領域の半径 rが大きくなれば rの 2次関数として関係市町

村数が多くなり，また，合併が進み市町村数 nが小さくなるほど関係市町村数は加速度的

に減少する．式 (7.5)と式 (7.6)との差は第 2項の係数のみであり，4 > 2
√

2・31/4(≈ 3.72)

であるから両者の差は大きくなく，また，Eg(X) > Eh(X)となることがわかる．
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なお，格子を想定したものと現実の相違点がある．正方格子を想定したものでは境界交

点は 4つの領域に交わるが，現実の市町村境界ではほとんどが 3であり，期待値ではなく

個々の関係市町村数別の分布に着目すると整合しないことである．また，六角格子は正多

角形平面分割の中で境界の長さが最小となる特徴を持つ．従って，必ずしも凸でない境界

をもつ現実のデータと比較すると境界の長さが過度に短くなる可能性がある．

7.3 関東4県での計算結果

合併によって想定される市町村数から式 (7.5)及び式 (7.6)を用いて関係市町村数を推計

できるかどうかを，現実のデータを用いて検証する．そこで，関東北部の栃木・群馬・茨

城・埼玉の 4県を対象地域として取り上げ，面整備の例として駅周辺区画整理事業や再開

発事業を考える．検証には (1)現在の市町村と (2)各県の市町村合併推進要綱に掲載され

ている将来的な合併パターンとを用いる．これらの要綱には栃木県については市町村数 21

の案と 15の案，群馬県については市町村数 12の案と 10の案，茨城県については市町村

数 29の案と 17の案，埼玉県については市町村数 26の案が提示されている．各市町村の

面積データは平成 12年版数値地図を用いた

この 4県を取り上げた主な理由は，4県は隣接しており地理的条件や社会経済条件が似

ているが，市町村の面積規模が大きく異なるからである．実際，全国の各都道府県ごとに

1市町村あたりの平均面積を求めると表 7.1のようになり，栃木県は埼玉県の 3倍強と大

きい差がある．

表 7.1: 1市町村あたりの平均面積
栃木県 群馬県 茨城県 埼玉県

1市町村あたりの平均面積 (km2) 130.8 90.9 71.7 41.3
大きい順での全国順位 9 27 35 46

整備区域は駅を中心とした半径 1kmの円とする．その理由としては，つくばエクスプ

レス沿線開発におけるみどりの，みらい平，万博記念公園，研究学園の各駅周辺新市街地

の規模は 300ha前後である．これらの開発は制約の少ない新線沿線開発であり，理想的な

駅前整備規模を提供していると判断したためである．駅の位置データは平成 13年版数値

地図 25000（地名・公共施設）を用い，関係市町村数を求めるのにGISソフトのArcView

を用いた．図 7.1は各県ごとに各鉄道駅から半径 1kmの円を描いたものである．

各県の市町村あたりの平均面積を S/nを式 (7.5)及び式 (7.6)に代入して得られた関係

市町村数の期待値と，4県の鉄道駅データから求めた関係市町村数とを図 7.7及び表 7.2に
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示す．期待値を線で，実際のデータから求めた値を点で示す．ただし，図 7.8の (1)のよ

うに円が県境を越えないものについてのみ関係市町村数を数え，図 7.8の (2)のように県

境を越えるものについては数えない．なぜなら，隣接県と 1市町村あたりの面積が異なる

ため，単純に関係市町村数を求めることはできないからである．

図 7.7: 関係市町村数の変化（関東北部 4県・面整備区域半径 1km）

現在の市町村区分では栃木県と埼玉県は実測値と期待値とはほぼ一致している．群馬県

は現在の市町村区分では実測値が期待値を若干上回っていることがわかる．逆に茨城県は

現在の市町村区分では実測値が期待値を若干下回っていることも読みとれる．合併案では

4県全てで実測値が期待値を下回っている．下回る理由として，合併案が生活圏域をもと

に提案されているため，同一鉄道沿線地域が同一の合併地域に組み込まれているからだと

考えられる．

モデルでは中心となる駅がランダムにあると仮定しているが，実際の駅配置はランダム

とは言い切れない．また，現実の市町村境界も格子状ではない．しかし，モデルによる期

待値と，実際の鉄道駅の配置から求めた平均値とはほぼ合っている．理由として，現実の
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表 7.2: 関係市町村数の変化（関東北部 4県・面整備区域半径 1km）
栃木県 茨城県

現在 合併案 合併案 現在 合併案 合併案

46 21 15 84 29 17
市町村 市町村 市町村 市町村 市町村 市町村

正方格子期待値 Eg(X) 1.37 1.24 1.20 1.51 1.29 1.22
六角格子期待値 Eh(X) 1.35 1.22 1.19 1.48 1.27 1.21
実測値（平均値） 1.37 1.15 1.10 1.35 1.21 1.11

群馬県 埼玉県

現在 合併案 合併案 現在 合併案

70 12 10 90 26
市町村 市町村 市町村 市町村 市町村

正方格子期待値 Eg(X) 1.45 1.17 1.16 1.69 1.35
六角格子期待値 Eh(X) 1.42 1.17 1.15 1.65 1.32
実測値（平均値） 1.56 1.11 1.10 1.62 1.21

駅は自治体境界の付近より内側に位置すると考えられるので，実際の値よりもランダム配

置のほうがより多くの市町村と交わると考えられ，現実の平均値よりモデルの期待値を大

きくする．一方で，現実の自治体境界は凹凸があるため，実際の値よりもランダム配置の

ほうが少ない市町村と交わると考えられ，格子という形状に関する仮定が，現実の平均値

よりモデルの期待値を小さくする．結果としてこの 2つの効果が相殺し適合度が高くなっ

たと考えられる．

図 7.8: 面整備と関係市町村数
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7.4 市町村合併への応用

各種市町村合併パターンの評価

前節の分析から，事例を通してモデル式 (7.5)及び式 (7.6)にある程度の説得力があるこ

とを確認できた．そこで，様々な議論が行われている市町村合併の目標市町村数や各種合

併パターンについて，面整備を進めた場合，どの程度関係市町村数が減るかを推計してみ

る．以下に示す合併案には具体的な市町村の組み合わせは示されてはいないが，モデルで

はそのような情報を必要とせず，単純なモデルだからこそ予測できるという長所がある．

行政改革大綱 (平成 12年 12月 1日閣議決定)の目標市町村数は 1000である．また，衆

議院本会議 (平成 13年 5月 10日)において 500ないし 300にすべきという議論があった．

500は吉村 (1995)が試算した財政面の最適人口規模 20万人に合致する．また，300は吉

村 (1995)が試算した職員数での最適人口規模 32～33万人に合致する．

平成 15年 4月 1日現在の市町村数 3213とこれらの目標市町村数について，半径 1kmの

面整備と関係する市町村数と複数市町村に関係する確率をモデルを用いて推計する．さら

に，昭和の大合併の前である昭和 28年 4月現在の市町村数 9868も用いる．仮にその時の

市町村境界であるならばどのような結果になるのかをも検討する．その結果が図 7.9と表

7.3である．

図 7.9: 関係市町村数の変化（全国）

半径 1km程度の面整備を考えると，昭和 28年当時の市町村数は関係市町村数が 1.7程

度となり，現在では 1.4程度となる．1000市町村になると 1.2程度，300市町村では 1.1程

度と減少する．

期待値のみならず確率分布からも考察する．正方格子，六角格子において複数市町村が
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表 7.3: 関係市町村数の期待値の変化と平均移動距離（全国）
昭和 28年 平成 15年 合併案 合併案 合併案

9868 3213 1000 500 300
市町村 市町村 市町村 市町村 市町村

1市町村あたりの 38.3 117.6 377.9 755.8 1259.6
平均面積 (km2)　 S/n

関係市町村数期待値

正方格子Eg(X) 1.73 1.40 1.21 1.15 1.12
六角格子Eh(X) 1.68 1.37 1.20 1.14 1.11
複数市町村が関係する確率

正方格子 Pg(X ≥ 2) 0.54 0.34 0.20 0.14 0.11
六角格子 Ph(X ≥ 2) 0.51 0.31 0.18 0.13 0.10
移動距離期待値 (km)
正方格子Eg(R) 2.3 4.1 7.4 10.5 13.6
六角格子Eh(R) 2.3 4.1 7.3 10.4 13.4

関係する割合 Pg(X ≥ 2), Ph(X ≥ 2)を表 7.3の中段に示す．昭和 28年当時の市町村では

これらの割合が半分を超えている．一方で，現在の水準と比較すると，1000市町村まで合

併が進むと 5分の 3程度に，500市町村では 5分の 2程度に，300市町村では 3分の 1程

度に減少する．

関係市町村数と平均距離とのトレードオフ曲線

市町村合併が進み広域化すると，面整備に関わる市町村は減る一方で市町村内から役場

までの移動が増加する．つまり，関係市町村数と中心までの平均距離との間にトレードオ

フ関係が成立する．このトレードオフ式を解析的に導出しよう．役場が市町村中心に位置

すると仮定すると，正方格子，六角格子での役場までの距離の平均値Eg(R), Eh(R)は

Eg(R) =
1
6

(√
2 + log

(
1 +

√
2
)) √

S

n
≈ 0.383

√
S

n
, (7.7)

Eh(R) =
√

2√
3
√

3

(
1
3

+
1
4

log 3
) √

S

n
≈ 0.377

√
S

n
, (7.8)

となる．詳しくは Beckmann(1999)に示されている．従って，正方格子では式 (7.5)と式

(7.7)，六角格子では式 (7.6)と式 (7.8)とから 1市町村あたりの平均面積 S/nを消去する

ことにより関係市町村数の期待値Eg(X), Eh(X)とこれら期待値との関係が求まる．正方
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格子では，cg ≡ 1
6

(√
2 + log

(
1 +

√
2
))
とすると，

Eg(X) = 1 +
4cgr

Eg(R)
+

πc2
gr

2

(Eg(R))2
(7.9)

となる．六角格子では，ch ≡
√

2√
3
√

3

(
1
3 + 1

4 log 3
)
とすると，

Eh(X) = 1 +
2
√

2・31/4chr

Eh(R)
+

πc2
hr2

(Eh(R))2
(7.10)

となる．半径 rを 1km，つまり約 300ha規模の面整備を想定したとき，これらのトレード

オフ曲線を図化したものを図 7.10に示す．この図の縦軸は，関係市町村数の期待値Eg(X)

及びEh(X)を，横軸は役場までの距離の平均値Eg(R)及びEh(R)である．この図 7.1も

しくは式 (7.9)と式 (7.10)から，これらトレードオフ曲線が原点に対し凸になることが読

みとれ，また，
dEg(X)

dEg(R)
< 0,

d2
Eg(X)

dEg(R)2
> 0, dEh(X)

dEh(R)
< 0, d2

Eh(X)

dEh(R)2
> 0 となり，解析的にも確

かめられる．

このことは，合併が進むほど関係市町村の減少分に対する移動距離の増分は大きくなる

こと，逆に合併がさほど進まない状態では関係市町村の減少分に対する移動距離増加のデ

メリットは小さいことを意味する．

図 7.10: 中心までの距離と関係市町村数のトレードオフ曲線
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7.5 まとめ

本章では，大規模な面整備に関係する自治体数が市町村合併によりどの程度減少するの

かを考え，単純な仮定のもとで合併の進行と市町村間調整の減少について解析的に導出

した．

各自治体の領域が正方形や正六角形で，整備範囲は円という単純な仮定において，領域

が大きくなると整備範囲に含まれる領域数がどの程度減少するかについて解析的に導出を

行った．この結果は，大局的にみて市町村合併により市町村数が減少し，1市町村の面積が

大きくなったとき，どの程度面整備に関連する市町村数が減少するかを明らかにしている．

また，移動距離と関係市町村数のトレードオフの関係について考察した結果，合併が進

むにつれて関係市町村数減少分に対する移動距離増加のデメリットは小さくなっていくこ

とがわかった．

関東北部 4県について，鉄道駅から半径 1kmの円を想定しどの程度市町村数が減少す

るかを比較したところ，期待値（平均値）はモデルとよくあうことが示された．また，政

府目標との関連により全国で市町村数が減少した場合，大局的に関係市町村数がどの程度

減少するかについて数値的に示した．
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併後の本庁舎位置

8.1 はじめに

全国各地で市町村合併が行われ，また合併に向けて協議会が設立されている．市町村合

併を行うには，合併協議会において様々な項目について議論し，合意しなければならない．

協議項目は協議会によって異なるが 60項目程度である．そのうち基本項目として (1)合併

の方式，(2)合併の期日，(3)新市・町の名称，(4)新市・町事務所（合併後の本庁舎）の位

置の 4項目がある．(3)(4)については新設合併（対等合併）のときに決定しなければなら

ない項目である．このうち (4)の合併後の本庁舎の位置は，新しい市町の中心になるとい

うことから住民の関心が高く，また各市町村の利害関係が表れやすい協議項目である．そ

のため，新本庁舎の協議が難航したため合併協議会を解散する例もある．例えば，栃木県

大平町・岩舟町・藤岡町の合併協議では，人口の多い大平町が自町への本庁舎の立地を主

張し，他 2町が反対したため協議が進まず解散した．また，福井県の例では人口の多い松

岡町が本庁舎の立地を主張し，永平寺町は合併範囲の中心として立地を主張し協議が難航

した．このように人口の多い地域と合併範囲の中心地が異なるような場合は市町村合併協

議が難航しやすいと考えられる．

本庁舎がどこに立地するかということを考えると，直観的には人口が最も多いところや

合併範囲の中心に近いところになると考えられる．そこで，本章では市町村合併において

本庁舎の位置がどこに決定されているかについて，総移動距離が最小となる点を求める

Weber問題という立地論における基本的問題を通じて，合併参加市町村の人口分布や役所

位置の地理的要因との関係を数理的に解釈することを試みる．

Weber問題とは施設配置問題において，利用者の位置から施設までの距離を全ての利

用者について足した総移動距離を最小化する立地点を求めるものであり，最適解の位置を

Weber点と呼ぶ．具体的に言えば，各市町村の全住民の施設までの距離を足しあげたもの

が総移動距離であり，これを最小化する解である．Weber点と類似したものとしてMedian

がある．Weber点もMedianも総移動距離最小化問題の最適解ではあるが，Medianは候

補点を役場位置に限定したものであり，Weber点は役場位置に限定していないという立地
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制約の違いがある．そのため，最適配置を求めると，Weber点は結果として役場位置にな

ることもあるが役場以外の地点になることもある．一方，Medianは必ずいずれかの役場

位置となる．Weber点とMedianの異なる点は以上の点である．

総移動距離の最小化をしていることから，Weber点やMedianは人口の多い点，あるい

は地理的中心になりやすいと考えられる．そこで，Weber点になりやすいほど地域内で優

位性があるのではないかと考えられる．そのため，Weber点を用いて考えることとする．

本章では，はじめにWeber点がどこにあるかによって本庁舎位置の決定状況に差があ

るかを実際の合併協議の結果から調べる．また，ある地点がWeber点となるための人口

条件を求め，その条件より人口が多ければその点は優位であると考え，実際の合併協議を

例に示す．さいごに，Weber点の位置と本庁舎決定位置との関係を実際のデータからまと

める．

ここでは，市町村の代表点を各市役所・役場の位置とし，その点に全住民がいると仮定

する．なお，市町村合併に関するデータは国際地学協会 (2003),国際地学協会 (2004)及び

総務省WebSiteを参考とした．平成 16年 3月末日現在，市町村合併法定協議会が設置さ

れている地域と平成 13年 4月から平成 16年 3月までに合併した市町村を対象としている．

人口データは平成 12年国勢調査のものを用いた．節ごとに使用されているデータの詳細

については述べるものとする．

8.2 Weber点と新本庁舎決定状況

まずはじめに，3町村以上の合併協議において本庁舎の決定位置が決まっているものと

合併済のもの計 316協議会において，本庁舎の位置がどこに決まったかを，(1)合併前人

口最多市町村の役場位置，(2)Weber点，(3)Median，(4)その他の 4点からみる．その結

果が表 8.1である．

表 8.1: 本庁舎決定位置

本庁舎決定位置 協議会数 割合

(1)人口最多 271/316 85.8％
(2)Weber点 240/316 75.9％
(3)Median 272/316 86.1％
(4)その他 25/316 7.9％

これを見ると，ほとんどが人口最多市町村・Weber点・Medianのいずれか決定してい

ることがわかり，その他となるのはわずか 8%程度であることがわかる．人口最多である
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か，Weber点であるかというのが重要となることがわかる．なお，割合の合計が 100%で

ないのは，それぞれ排反な事象ではないからである．

8.3 Weber点となる条件

前節ではWeber点が本庁舎の位置になりやすいことが実際の合併例でみられた．そこ

で本節ではWeber点になるための人口条件を考える．

8.3.1 離散配置における条件

市町村も財政的に厳しいことから，当面の間は旧市町村役場を本庁舎とし，将来的に新

庁舎を建設すると決定される場合が多い．そこで，まずは旧役所のいずれかがWeber点

となるような，離散的配置における条件について考える．

図 8.1のように，原点においた市町村代表点 kがWeber点となる条件は，点 iを k以外

の各市町村，wiを各市町村人口，(xi, yi)を代表点座標，diを点 kから iまでの直線距離

とすると，Love et. al.(1988)より

(∑

i

wi
yi

di

)2

+

(∑

i

wi
xi

di

)2

≤ w2
k (8.1)

となる．

図 8.1: Weber点となる条件の計算方法

これを x軸正方向と点 kから点 iへの線とのなす角度を θiで表現すると

(∑

i

wi sin θi

)2

+

(∑

i

wi cos θi

)2

≤ w2
k (8.2)
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となる．この左辺について解くと

(∑

i

wi sin θi

)2

+

(∑

i

wi cos θi

)2

=
∑

i

∑

j

2wiwj(sin θi sin θj + cos θi cos θj)

=
∑

i

∑

j

wiwj cos(θi − θj) (8.3)

となる．wiが小さいほど，相手の人口が少ないということとなり，少ない人口でkがWeber

点となる．cos(θi − θj) ≤ 1だから，

∑

i

∑

j

wiwj cos(θi − θj) ≤
∑

i

∑

j

wiwj =

(∑

i

wi

)2

(8.4)

となる．式 (8.2),式 (8.3), 式 (8.4)より，
(∑

i

wi

)2

≤ w2
k (8.5)

となる．よって，ある市町村の人口wkが他のすべての市町村人口の合計
∑

i wi以上であ

れば位置に関係なく市町村代表点 kはWeber点となることがわかる．すなわち，地理的

条件を考慮しなくても，合併後人口の 50%以上であればその点がWeber点となり人口で

優位といえる．また，角度の差 θi − θj が πに近づけば，cos(θi − θj)の値が小さくなるこ

とから，人口が 50%以上とならなくても地理的優位性からWeber点となることがわかる．

定理 8.1 ある地点に全体の人口の 50%以上であれば，その地点は地理的位置に関係
なく必ずWeber点となる．

具体的に例を示すと，図 8.2(a)の常陸太田市のように，市域の端であっても人口が合併

後の 50%以上あるためWeber点となっている．また，図 8.2(b)の修善寺町のように，合

併後の 50%未満であっても中心に近ければWeber点となる．

8.3.2 連続平面上における条件

次に，合併領域内のどこでも立地できるような場合を想定し，連続平面上のある領域に

人口一様と仮定し，ある点がWeber点になる条件を考える．式 (8.1)より，人口一様分布

するある領域Dに対して，x− y平面上の原点においた点がWeber点となる条件は Love

et. al.(1988)より
√√√√

(∫∫

(x,y)∈D

y√
x2 + y2

dxdy

)2

+

(∫∫

(x,y)∈D

x√
x2 + y2

dxdy

)2

(8.6)
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図 8.2: 合併後人口に対する割合とWeber点

となる．これを，原点を中心とする極座標 r − θ平面に変換し，変換後の領域をD′とす

ると， √√√√
(∫∫

(r,θ)∈D′
r sin θdrdθ

)2

+

(∫∫

(r,θ)∈D′
r cos θdrdθ

)2

(8.7)

となる．被積分関数に加わった rは変数変換の際必要なヤコビアンである．

Weber点となる人口条件と位置との関係を把握するため，図 8.3のように連続的に人口

一様分布する半径 αの円を考え，中心から h離れた点がWeber点となるために必要な最

低人口条件 w(h)を求める．

はじめに，原点が円の内部にある 0 ≤ h ≤ αの場合について考える．図 8.3(a)のよう

に円の中心から h離れた地点を原点 (0,0)とし，それぞれの変数をとる．円全体を積分す

ることを考えると積分範囲は−π ≤ θ ≤ π, 0 ≤ r ≤ r1 となる．すると

w(h) =

√(∫ π

−π

∫ r1

0
r sin θdrdθ

)2

+
(∫ π

−π

∫ r1

0
r cos θdrdθ

)2

(8.8)

となる．ここで，r sin θは奇関数であるから，
∫ π

−π

∫ r1

0
r sin θdrdθ = 0 (8.9)
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(c)

図 8.3: Weber点となる人口条件の計算 (1)

となる．よって，

w(h) =
∫ π

−π

∫ r1

0
r cos θdrdθ (8.10)

と書き改められる．r cos θは偶関数であり，y軸について対称な部分は相殺される．さら

に，x軸に対称な部分は x軸上部のみを積分し 2倍すればよいから，積分範囲は図 8.3(b)

の色付範囲の x軸の上部となり，積分値の 2倍が関数値となる．よって，

w(h) = 2
∫ π

0

∫ r1

r2

r cos θdrdθ

=
∫ π

0
(r2

1 − r2
2) cos θdθ

となる．ここで，図 8.3(b)及び (c)のように余弦定理を用いると，

α2 = r2
1 + h2 − 2hr1 cos θ

α2 = r2
2 + h2 + 2hr2 cos θ

となり，これを整理すると

r2
1 − r2

2 = 4h cos θ
√

α2 − h2 sin2 θ (8.11)

となり，

w(h) = 4h

∫ π/2

0
cos2θ

√
α2 − h2sin2θdθ (8.12)

となる．次に，原点が円の外部にある α ≤ hの場合について考える．図 8.4のように円の

中心から h離れた地点を原点 (0,0)とし，それぞれの変数をとる．円全体を積分すること
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図 8.4: Weber点となる人口条件の計算 (2)

を考えると積分範囲は− arcsin α
h ≤ θ ≤ arcsin α

h , r2 ≤ r ≤ r1 となる．すると

w(h) =

√√√√
(∫ arcsin α

h

− arcsin α
h

∫ r1

r2

r sin θdrdθ

)2

+

(∫ arcsin α
h

− arcsin α
h

∫ r1

r2

r cos θdrdθ

)2

(8.13)

となる．ここで，r sin θは奇関数であるから，

∫ arcsin α
h

− arcsin α
h

∫ r1

r2

r sin θdrdθ = 0 (8.14)

となる．よって，

w(h) =
∫ arcsin α

h

− arcsin α
h

∫ r1

r2

r cos θdrdθ (8.15)

と書き改められる．r cos θは偶関数であり，y軸について対称な部分は相殺される．さら

に，x軸に対称な部分は x軸上部のみを積分し 2倍すればよいから，積分範囲は図 8.4の

色付範囲の x軸の上部となり，積分値の 2倍が関数値となる．よって，

w(h) = 　 2
∫ arcsin α

h

0

∫ r1

r2

r cos θdrdθ

=
∫ arcsin α

h

0
(r2

1 − r2
2) cos θdθ

となる．ここで，余弦定理より，

α2 = r2
1 + h2 − 2hr1 cos θ

α2 = r2
2 + h2 − 2hr2 cos θ
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となり，これを整理すると

r2
1 − r2

2 = 4h cos θ
√

α2 − h2 sin2 θ (8.16)

となり，

w(h) = 4h

∫ arcsin α
h

0
cos2θ

√
α2 − h2sin2θdθ (8.17)

となる．

以上から，次の定理が求められた．

定理 8.2 人口一様分布の円内で中心から h離れた点がWeber点となる条件は以下の
ようになる．

0 ≤ h ≤ αのとき，

w(h) = 4h

∫ π/2

0
cos2θ

√
α2 − h2sin2θdθ (8.18)

となり，α < h のとき,

w(h) = 4h

∫ arcsin h/α

0
cos2θ

√
α2 − h2sin2θdθ (8.19)

となる．

半径α = 1として数値積分によりw(h)を求め，Weber点となりうる最低全人口比 w(h)
w(h)+π

を位置 hの関数で求めたのが図 8.5である．これより，合併領域の中心であれば人口が少

なくてもWeber点となることがわかり，中心から離れるほど多くの人口が必要であるこ

とがわかる．円の中心 (h = 0)であれば人口が 0でもWeber点となる．h = 0.5であれ

ば総人口の 33%，円の端点 (h = 1)であれば総人口の 46%となる．また，h →∞のとき
50%となる．この結果からもわかるように，人口が全体の 50%以上であれば位置によらず

Weber点となる．これは前節の結果と一致する．

8.4 人口的優位と地理的優位

次に，茨城県の 3つの市町村合併の例に人口的優位と地理的優位をWeber点となる人口

条件を介して図示することを考える．図 8.6は合併前の市町村人口とWeber点を示したも

のある．また，図 8.7はこれらの市町村について，横軸に合併前の市町村人口をとり，縦

軸に合併後人口の 50%となる人口条件とWeber点となる人口条件をそれぞれ黒丸と白丸

でプロットし線分で結んだものである．45度線はちょうど現在の人口にあたる線である．
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図 8.5: Weber点となる最低条件

45度線より下に白丸がある市町村では，Weber点となる人口条件をクリアしている．例

えば，常陸太田市はWeber点となり，仮に人口が現在の 60%まで減ってもWeber点となる

ことがわかる．一方，45度線より上に白丸がある市町村では，人口が増えない限りWeber

点にならない．例えば，古河市では現在の約 1.5倍の人口が必要であることが示される．

総和町のように線分が長い自治体は，合併後人口 50%と比べて非常に少ない人口でWeber

点となることを示している．このような市町村は地理的に優位である．一方，古河市のよ

うに両丸がほぼ重なっている自治体は，合併後人口が過半数近く占めない限りWeber点

とはならないことから，地理的優位性は乏しいといえる．

また，実際の市町村人口からWeber点となるための人口比率と，それを円領域での解

析的結果に対応させたときの中心からの距離を計算した結果が表 8.2となる．これからわ

かるように，地理的に中心に近い総和町・石岡市はWeber点となるための人口比率が小

さく，中心に近いことがわかる．また，里美村．古河市，三和町などは地理的に端に位置

することから，Weber点となるための人口比率も高く，中心から大きく離れていることが

わかる．このように数値的に地理的優位性を示すことができる．

8.5 本庁舎の立地状況

次に，実際の本庁舎の立地の状況について分類しまとめる．

まず，本庁舎の決定状況をみる．全法定協議会を対象とし，地域ごとに人口最多の市町

村の役場位置とWeber点とが一致するのか，人口最多の市町村が合併地域全体の人口の

50%以上かどうかという 2点から図 8.8のように分類し，新本庁舎位置の決定率について
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図 8.6: 茨城県の例

図 8.7: 合併後人口の 50%及びWeber点となる条件
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表 8.2: 実際のWeber点条件と解析的結果の比較

市町村名 Weber点となるための人口比率 対応する距離 h

常陸太田市 47.0% 1.13
金砂郷町 43.9% 0.88
水府村 45.0% 0.93
里美村 49.8% 4.32
石岡市 32.6% 0.50

美野里町 47.2% 1.15
八郷町 49.0% 1.84
玉里村 47.4% 1.18
古河市 48.9% 5.10
総和町 20.8% 0.26
三和町 49.9% 6.04

まとめたものが表 8.3である．これから読みとれるように，人口最多市町村とWeber点と

が一致し，合併後人口の 50%を超えていると決定率が高く，逆に人口最多市町村がWeber

点でないと決定率が比較的低いことがわかる．このことから，合併範囲内に人口の非常に

多い市町村が存在すると本庁舎の位置が決定しやすい，また，人口最多市町村がWeber点

やMedianとなる地域は決定率が高いといえる．

図 8.8: 人口最多市町村とWeber点の関係

次に，3町村以上の合併協議において本庁舎の決定位置が決まっているものと合併済の

316協議会において，人口最多市町村とWeber点・Medianの関係を 5つに分類する．(1)

人口最多市町村は合併後人口の 50%以上である．(2)人口最多市町村はWeber点であるが，

合併後人口の 50%未満である．(3)Weber点は内点解，つまり旧役所位置以外の点，となっ
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表 8.3: 法定協議会における新本庁舎決定率

人口最多市町村代表点の位置 決定 未決定 計 決定率

(I)Weber点 (人口 50％以上） 270 55 325 83.1％
(II)Weber点 (人口 50％未満） 43 15 58 74.1％
(III)Median 24 11 35 68.6％
(IV)Weber点でもMedianでもない 28 21 49 57.1％
計 365 102 467 78.2％

ているが，人口最多市町村はMedianとなっている．(4)Weber点は内点解となっていて，

人口最多市町村はMedianではない．(5)人口最多市町村はWeber点でもMedianでもな

く，他の旧庁舎のいずれかがWeber点となっている．

そして，本庁舎の決定位置が人口最多であるか，Weber点であるか，Medianであるか，

その他の旧庁舎であるか，それ以外かについて分類を行った．全国の 3市町村以上が参加

している法定合併協議会のうち，それぞれの分類にあてはまる協議会数を示したものが表

8.4である．

それぞれの分類に記号をつけたものが表 8.5であり，記号に対応する市町村合併におけ

る本庁舎の決定状況の具体例を示しているものが図 8.9,図 8.10及び図 8.11である．

これより，人口最多市町村がWeber点であるもののほとんどは，そこが新本庁舎の立

地点となっていることがわかる．また，人口最多市町村がWeber点ではないとき，そこ

に新本庁舎が決定される割合が小さくなっている．人口最多市町村・Weber点・Median

のいずれかになっているのは 291/316であり 9割を超えている．

8.6 まとめ

本章では，市町村合併において本庁舎の位置となりうる優位性について，人口と距離と

から求められるWeber点やMedianに着目した．

まず，Weber点となる条件を求め，市町村合併において旧市町村役場が合併後のWeber

点となるための人口条件を示した．また，ある 1つの旧市町村人口が合併後の人口の半分

以上であれば，地理的位置に関係なくWeber点となることを証明し，合併範囲の中心に

近ければ人口が少なくてもWeber点になるということを示した．

全国の市町村合併状況のデータをまとめることにより，本庁舎の決定位置はWeber点

となることが多いことがわかった．そして，Weber点となるための人口条件を求め，実際

の人口と比較することにより，市町村合併協議において人口が多いためWeber点となる
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人口優位性と地理的に中心に近いためWeber点となる地理的優位性を図示することがで

きた．これにより，合併前の人口最多市町村やWeber点などと本庁舎決定位置との関係

を示すことができた．

また，合併前の人口最多市町村とWeber点との関係の分類と本庁舎の決定率の比較に

より，人口が多い市町村とWeber点が一致すれば本庁舎の決定率が高いことがわかった．
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表 8.4: 人口最多・Weber点・Medianと立地の関係

人口最多・Weber点・ 本庁舎決定位置

Medianの関係 人口最多 Weber点 Median その他 旧庁舎以外 計

人口最多＝Weber点 182 5 0 187
(人口 50％以上） 97.3％ 2.7％ 0.0％ 100.0％
人口最多＝Weber点 47 5 1 53
(人口 50％未満） 88.7％ 9.4％ 1.9％ 100.0％
人口最多＝Median - 23 5 2 30
(Weber内点) - 76.7％ 16.7％ 6.7％ 100.0％
人口最多≠Median 11 - 9 5 0 25
(Weber内点) 44.0％ - 36.0％ 20.0％ 0.0％ 100.0％
人口最多 8 11 0 2 21
≠Weber＝Median 38.1％ 52.4％ 0.0％ 9.5％ 100.0％
計 271 240 272 20 5 316

85.8％ 75.9％ 86.1％ 6.3％ 1.6％

表 8.5: 人口最多・Weber点・Medianと立地の関係の分類表

人口最多・Weber点・ 本庁舎決定位置

Medianの関係 人口最多 Weber点 Median その他 旧庁舎以外

人口最多＝Weber点 A B C
(人口 50％以上）
人口最多＝Weber点 D E F
(人口 50％未満）
人口最多＝Median - G H I
(Weber内点) -
人口最多≠Median J - K L M
(Weber内点) -
人口最多 N O P Q
≠Weber＝Median
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図 8.9: 本庁舎決定位置分類 (1)
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図 8.10: 本庁舎決定位置分類 (2)
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図 8.11: 本庁舎決定位置分類 (3)
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第9章 広域化と平等性のトレードオフ

9.1 はじめに

行政効率化のひとつの策として，ホール等の文化施設，野球場等のスポーツ施設の整備

を広域的・一体的に行うことが挙げられている．施設の圏域を広域的に考え，圏域の人口

を大きくとることによって，質の良い施設を建設できるとともに，多くの利用が見込める．

これにより，施設利用が促進され無駄なく施設が利用されると考えられる．その一方で，

広域化により施設の数は少なくなるため，施設までの距離を考えると施設まで遠い利用者

が多くなる．よって平等性が悪化すると考えられる．このトレードオフ関係を示すことに

より，市町村合併などの広域化による影響を明示できる．

そこで，本章では施設規模に応じた施設配置問題について考え，施設規模と施設数，圏

域の大きさと効率性や平等性との関係を示す．地域施設計画における施設規模，計画施設

数，最適配置との関係はすでに大澤 (1996)，栗田 (1999)，鈴木 (1999)で検討されている

が，ここではこれに加えて平等性にも着目する．

まず，施設規模を含めた最適配置問題を定式化する．施設までの移動費用と施設建設費

用に注目し，これらの和が最小となる配置を効率的な配置と考える．つぎに，様々な施設

規模を想定したときに圏域と平等性がどのように変化するかについて示す．

これらについて，モデル分析を行うとともに，関東 4県の市町村単位の人口と役場位置

のデータを用いて実際の問題に適用する．

9.2 効率的配置と平等性

施設配置について効率的に施設を配置した際の平等性の変化について考える．ここでは，

施設までの移動費用と施設の建設費に着目する．施設までの移動費用は利用者が負担する

のに対し，施設の建設費は税金を用いることから両者は異なるもののように見えるが，根

元的にはいずれも住民が支払うものである．このように捉えると，これらの和を最小とな

る施設配置を考えることは不自然ではない．そこで，2つの費用の和を最小とする施設配

置を効率的配置と考え，数理的に導出する．また，効率的な配置となったとき，平等性指

標として住民から施設までの距離の平均格差を求め，施設の規模に対して平等性がどのよ
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うに変化するかを示す．

9.2.1 人口一様分布モデル

移動費用と施設建設費の和を最小とするモデルを用いた分析は栗田 (1999)や鈴木 (1999)

で示されているが，説明のために簡単にまとめる．

平面上に利用者が一様分布すると仮定し，施設圏域境界が正方形・正三角形・正六角形と

し，施設が中心あるいは重心にあると仮定する．このとき，全体の面積を Sとし，施設数

を nすれば，各施設の圏域の面積は S/nとなる．また，総利用者数を P とする．3章の結

果より各施設までの平均距離はそれぞれ
√

S/nに比例するから，αを定数として α
√

S/n

と表せる．また，単位距離あたりの移動費用を T とすると，総移動費用は TPα
√

S/nと

表せる．また，1施設の建設費を F とすると，総建設費用は Fnとなる．総移動費用と総

建設費の和を C とし，これを最小化する問題は，

min
n

C ≡ TPα

√
S

n
+ Fn (9.1)

と定式化できる．このとき，C が最小となるとなる nを求めると，

∂C

∂n
= −αTPS1/2

2n3/2
+ F = 0 (9.2)

より，

n = (αTP )2/3S1/3(2F )−2/3 (9.3)

となる．よって，最適施設数は 1施設費用の−2/3乗に比例することがわかる．

3.2節の結果より平均格差は
√

S/nに比例するから，βを定数として β
√

S/nと表せる．

これより，nに式 (9.3)を代入すると

β
√

S/n = β(αTP )−1/3S−1/6(2F )1/3 (9.4)

となり，1施設費用の 1/3乗に比例することがわかる．

9.2.2 数理計画問題の定式化

実際の施設配置問題を考えるために，実際の市町村人口，役場位置などを用いた時の施

設配置問題の定式化を考える．

– 176 –



9.2. 効率的配置と平等性

所与の変数

所与の変数は以下のようになる．

N : 需要点数

M : 施設立地候補点数

pi : 需要点 i(i = 1, · · · , n)の利用者数

p : 対象地域の総利用者数，つまり p =
N∑

i=1

pi

dij : 需要点 iから立地候補点 j(j = 1, · · · ,m)への距離

T : 単位距離あたりの移動費用

F : 1施設の建設費

決定変数

決定変数として 0-1変数を用いる．これらの変数の値が変化することによって目的関数

の値が変化するものである．目的関数が最小になる場合のこれらの変数の値を求める．

Xj =





1 立地候補点 jに施設を建設する

0 それ以外

Yij =





1 需要点 iの人が立地候補点 jの施設を利用する

0 それ以外

目的関数

総移動費用と総建設費の和であるから，

T

N∑

i=1

M∑

j=1

pidijYij + F

M∑

j=1

Xj (9.5)

となる．

定式化

以上から数理計画問題として定式化すると，Daskin(1995)に示されているように非制約

施設配置問題 (UFLP)となり，

最小化 T
N∑

i=1

M∑

j=1

pidijYij + F
M∑

j=1

Xj (9.6)
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条　件

M∑

j=1

Yij = 1 ∀i

Yij −Xj ≤ 0 ∀i, j

となる．

9.2.3 北関東 4県への応用

実際の市町村役場，市町村間距離を用いて施設配置問題を解く．対象は茨城県・栃木県・

群馬県・埼玉県の北関東 4県を対象とする．代表点は各市町村役場の位置とし，各市町村

人口は代表点に集約しているものとする．ここで，自市町村に施設がある場合の距離につ

いては，市町村の内々距離 dii(km)を各市町村の領域を等面積の円とみなして求めた平均

距離，つまり各市町村面積を si(km2)に対し，dii = 2
3

√
si
π とする．また，どの地域も同

じ交通費とし T = 1とする．データは平成 12年国勢調査と平成 12年版数値地図を用い

た．県境に関しては (a)県境を越えた施設利用ができる場合，(b)県境を越えた施設利用

ができない場合の 2パターンについて求めた．その結果を示したものが表 9.1である．ま

た，図 9.1は F = 50.0× 104としたときの結果であり，これより県境の制約は大きく影響

しないことがわかった．

表 9.1: 1施設建設費用と施設数

県境制約 県境制約あり

F (× 104) なし 4県合計 茨城 栃木 群馬 埼玉

0.0 293 293 84 49 70 90
1.0 259 259 78 44 56 81
2.0 238 238 74 42 47 75
5.0 182 184 58 32 32 62

10.0 134 135 45 24 22 44
20.0 94 97 32 17 17 31
30.0 79 80 25 14 14 27
50.0 59 63 19 12 11 21

100.0 43 46 13 8 9 16
200.0 25 26 7 4 4 11
500.0 15 15 5 3 2 5

施設建設費と施設数，平均距離，平均格差との関係を示したものが図 9.2である．プロッ

トで示されたものが，実際のデータを用いて求めた最適解におけるそれぞれの値である．
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図 9.1: 最適解計算結果 (F = 50.0× 104)

また，実際のデータによる計算結果が，モデルで求められたように 1施設建設費の 1/3乗

に比例するかについて最小二乗法で推定した．図 9.2の曲線で示したものが推定結果であ

り，平均格差も平均距離も図からも，決定係数R2の高さからも合っていることがわかる．

9.3 平等性と施設数

前節では，第一義として効率性を最適化し，そのとき平等性指標である平均格差がどの

ように変化するかについて考察を行った．本節では，第一義として平等性を最適化した場

合は効率性を優先した場合とどのように異なるかについて求める．

9.3.1 人口一様分布モデル

平等性指標は 2章で示したように多数あるが，aを定数とすると，分散などの面積に比

例する指標は a(S/n)，平均距離，平均偏差，平均格差などの面積の平方根に比例する指

標は a
√

S/n，Schutz指標，変動係数，ジニ係数などの面積に依らない指標は aと表せる．

これらをまとめて考えるとそれぞれの指標は一般的に anγ と表せる．

これを用いて利用者が一様分布すると仮定し，施設圏域形状が正方形・正三角形・正六

角形とし，施設が中心あるいは重心にあると仮定する．このとき，全体の面積を Sとすれ
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図 9.2: 施設建設費と平均距離・平均格差との関係

ば，各施設の圏域の面積は S/nとなる．また，総利用者数を P とし，単位距離あたりの

移動費用を T とする．前節と同様に定式化すると

minC ≡ TPanγ + Fn (9.7)

となる．F を所与とし，Cを最小化したときの F と nとの関係を求める．A = aTP と定

数にまとめると，Cが最小となる nはCを nで微分したものが 0となるときであるから，

∂C

∂n
= αAnγ−1 + F = 0 (9.8)

となり，これを整理すると

n = (−γA)
1

1−γ F
1

γ−1 (9.9)

となる．最適施設数は 1施設費用の γ
γ−1 乗に比例することがわかる．

分散などの面積に比例する指標では γ = −1であるから，

n = A
1
2 F− 1

2 (9.10)

となり，最適施設数は 1施設費用の平方根に逆比例する．平均偏差，平均格差などの面積

の平方根に比例する指標では γ = −1/2であるから，

n = (
A

2
)

2
3 F− 2

3 (9.11)

となり，最適施設数は 1施設費用の 1/3乗に比例する．いずれの場合も建設費が増加する

につれ最適施設数は減少することがわかる．Schutz指標，変動係数，ジニ係数などの面積

に依らない指標では γ = 0であるから，

n = 0 (9.12)
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となる．面積に依存しない指標については施設費用のみに関係するため，施設をできるだ

け建設しないという結果になった．このような面からも施設立地に関する指標としてはふ

さわしくないと考えられる．

また，最適施設数における指標値は，

anγ = a(−γA)
γ

1−γ F
γ

γ−1 (9.13)

となり，1施設費用の γ
γ−1 乗に比例することがわかる．分散などの面積に比例する指標で

は γ = −1であるから，

an−1 = aA−
1
2 F

1
2 (9.14)

となり，1施設費用の平方根に比例する．平均偏差，平均格差などの面積の平方根に比例

する指標では γ = −1/2であるから，

an−1/2 = a(
A

2
)−

1
3 F

1
3 (9.15)

となり，1施設費用の 1/3乗に比例する．いずれの場合も建設費が増加するにつれ指標の

値も大きくなり，平等性が低下することがわかる．

9.3.2 数理計画問題の定式化

現実の施設配置問題を考えるために，実際の市町村人口，役場位置などを用いた時の施

設配置問題の定式化を考える．平等性を優先的に考えるため，前節の定式化と異なる点が

2点ある．1つは，目的関数に平均距離ではなく平均格差を用いているという点である．も

う 1つは，最も近くの施設へ行くという制約式が含まれているということである．もし，

この制約がない場合，より近くに施設があるにもかかわらず，他の利用者との施設までの

距離を等しくしようと行動するがゆえに遠くの施設を利用するということが考えられるか

らである．このような点を考慮して定式化すると以下のようになる．

所与の変数

所与の変数は前節と同様，以下のようになる．

N : 需要点数

M : 施設立地候補点数
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pi : 需要点 i(i = 1, · · · , N)の利用者数

p : 対象地域の総利用者数，つまり P =
N∑

i=1

pi

dij : 需要点 iから立地候補点 j(j = 1, · · · ,M)への距離

T : 単位距離あたりの移動費用

F : 1施設の建設費

決定変数

決定変数として 0-1変数を用いる．これらの変数の値が変化することによって目的関数

の値が変化するものである．目的関数が最小になる場合のこれらの変数の値を求めること

となる．

Xj =





1 立地候補点 jに施設を建設する

0 それ以外

Yij =





1 需要点 iの人が立地候補点 jの施設を利用する

0 それ以外

となる．

目的関数

目的関数は

1
p
T

N∑

i=1

M∑

j=1

N∑

k=1

M∑

l=1

pipk|dij − dkl|YijYkl + F
M∑

i=1

Xj (9.16)

となるが，3.3節と同様に線形関数に変換でき，

1
p
T




N∑

i=1

M∑

j=1

N∑

k=1

M∑

l=1

pipk|dijYij − dklYkl| − 2(M − 1)
N∑

i=1

M∑

j=1

pidijYij


 + F

M∑

i=1

Xj(9.17)

となる．さらに，3.3節と同様に絶対値をはずすことができ，目的関数は線形で

1
p
T




N∑

i=1

M∑

j=1

N∑

k=1

M∑

l=1

pipk(d+
ijkl + d−ijkl)− 2(M − 1)

N∑

i=1

M∑

j=1

pidijYij


 + F

M∑

i=1

Xj (9.18)

と表せる．ただし，

dijYij − dklYkl = d+
ijkl − d−ijkl
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d+
ijkl ≥ 0

d−ijkl ≥ 0

である．

最寄りの施設へ行く制約

最寄りの施設へ行くための制約式を考える．ある需要点 iの利用者が施設 jを利用する

ときの距離 dij が，立地されているすべての施設 (Xq = 1となる q)について，施設までの

距離 diq 以下となっていれば最寄りの施設へ行くということになる．これを，数理計画問

題に組み込むために，

dij(Yij + Xq − 1) ≤ diqXq (9.19)

という制約式を考える．Yij , Xqはいずれも 0-1変数であるから，組み合わせは 4パターン

となる．このときの，Yij , Xq との関係を 表 9.2に示す．

表 9.2: 最寄りの施設へ行くことを表す制約式と変数の関係

Yij Xq dij(Yij + Xq − 1) diqXq

1 1 dij ≤ diq

1 0 0 ≤ 0
0 1 0 ≤ diq

0 0 −dij ≤ 0

すると，Xq = 1となる場合において dij ≤ diq となり，また他の条件においても diq >

0,−dij < 0となり不具合が起きないことから，この制約式は最寄りの施設へ行く条件を示

していることがわかる．

定式化

以上から数理計画問題として定式化すると以下のようになる．

最小化
1
p
T




N∑

i=1

M∑

j=1

N∑

k=1

M∑

l=1

pipk(d+
ijkl + d−ijkl)− 2(M − 1)

N∑

i=1

M∑

j=1

pidijYij


 + F

M∑

i=1

Xj

(9.20)

条　件

M∑

j=1

Yij = 1 ∀i

M∑

l=1

Ykl = 1 ∀k
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Yij −Xj ≤ 0 ∀i, j
Ykl −Xl ≤ 0 ∀k, l

dij(Yij + Xq − 1) ≤ diqXq ∀i, j, q
dkl(Ykl + Xq − 1) ≤ dkqXq ∀k, l, q

Xj = 0, 1 ∀j
Xq = 0, 1 ∀q
Yij = 0, 1 ∀i, j
Ykl = 0, 1 ∀k, l

dijYij − dklYkl = d+
ijkl − d−ijkl ∀i, j, k, l

d+
ijkl ≥ 0 ∀i, j, k, l

d−ijkl ≥ 0 ∀i, j, k, l

これにより，この問題は整数計画問題として定式化ができ，一般的な数理計画ソフトウ

エアを用いれば解くことができる．

定理 9.1 施設の総建設費と平等性指標の和を最小とする施設配置モデルは目的関数，
制約条件式がともに線形である整数計画問題として定式化できる．

9.3.3 神奈川県への応用

次に，実際の市町村役場，市町村間距離を用いて施設配置問題を解く．対象は神奈川県

を対象とする．代表点は各市町村役場の位置とし，各市町村人口は代表点に集約している

ものとする．ここで，前節と同様に自市町村に施設がある場合の市町村の内々距離 dii(km)

を各市町村の領域を円とみなして求めた平均距離，つまり各市町村面積を si(km2)に対し，

dii = 2
3

√
si
π とする．また，どの地域も同じ交通費とし T = 1とする．データは平成 12年

国勢調査と平成 12年版数値地図を用いた．

そこで，前節で行ったように効率性を優先し，効率性を最適化した際の平等性の値と，

平等性を優先し最適解を求めたときの平等性の値を比べたものが表 9.3と図 9.3である．

効率性を優先した場合と比べ，平等性を優先したものについては平均格差が小さく平均

距離が大きくなっている．逆に平等性を優先した場合と比べ，効率性を優先したものにつ

いては平均距離が小さく平均格差が大きくなっている．また，施設数に関しては平等性を

優先した場合のほうが施設数が少なくなっている．これは，最寄りの施設へ行くとしても，

移動距離が大きくなってもより他の利用者との同じ距離にしようとするため，施設の圏域
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が広がり施設数は少なくなるからだと考えられる．

また，図 9.3より，効率性指標である平均距離の値の差は平等性指標である平均格差の

差より大きくなる．このことから，平等性を優先させると平等性ではそれほど効率優先の

差は大きくないといえ，一方で効率性を優先させると，効率性の差は大きくなることがわ

かる．

表 9.3: 施設建設費と平均距離・平均格差との関係

効率優先 平等優先

F (× 104) 施設数 平均距離 平均格差 施設数 平均距離 平均格差

(km) (km) (km) (km)
0.0 33 5.149 2.484 8 8.147 1.955
1.0 32 5.150 2.484 8 8.147 1.955
2.0 29 5.155 2.485 8 8.147 1.955
5.0 25 5.170 2.471 8 8.147 1.955

10.0 25 5.170 2.471 8 8.147 1.955
20.0 20 5.252 2.492 7 8.163 1.968
50.0 14 5.483 2.422 6 8.199 2.000

100.0 11 5.731 2.511 6 8.199 2.000
200.0 8 6.166 2.581 4 8.684 2.360
500.0 6 7.037 2.674 4 8.684 2.360

1000.0 3 9.317 3.274 3 9.563 3.258

図 9.3: 優先順位の違いによる施設建設費と平均距離・平均格差との関係
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9.4 まとめ

本章では，広域化が進行すれば平等性が悪化すると考え，広域化と平等性とのトレード

オフについて考察した．施設建設費用と施設までのアクセス距離に着目して考えた．はじ

めに，施設費用と効率性および平等性による施設配置モデルを構築することで，1施設あ

たりの費用が増加するにつれ施設数が減少し，効率性も平等性も低下することが明確に示

された．

次に，効率優先で施設立地をした場合と，平等優先での場合とを比較することを考えた．

そのために，施設建設費と移動距離の和を最小化する施設配置問題の最適解を効率優先の

最適解とみなし，施設建設費と距離差の和を最小化する問題の最適解を平等優先の最適解

とみなし定式化を行った．そして，どちらを優先したかによって平等性がどの程度異なる

かについて考察を行った．その結果，効率性指標である平均距離の値の差は平等性指標で

ある平均格差の差より大きくなることがわかった．

また，総施設費用と平等性指標の和を最小化する配置を求める数理計画問題が整数計画

問題として定式化できることを示した．これにより，一般的な数理計画問題を解くソフト

ウエアによって解くことができるため，一般に容易に利用できる．

そして，1施設あたりの費用が増加するにつれ施設数が減少し，効率性も平等性も低下

することが明確に示された．
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　本論文では，平等性という視点を含めて行政サービス施設の立地について考えるととも

に，行政サービスの広域化による変化をさまざまな視点から定量的に把握することを目的

とした．実際の施設配置や都市計画においては人口と距離のみを用いて立地を検討するこ

とはほとんどないと考えられ，政治的・経済的状況が複雑に絡み合って合意形成がなされ

る．しかし，施設立地の基本となるこの 2点を用いて，単純に明確に示すことはその都市

あるいは地域の潜在的あるいは基本的傾向を示すのに必要なことである．現実的にはその

ような状況を含めて考えるべきであるのは確かであるが，一方で単純かつ明快な仮定を置

いて求めた結果というのも，様々な検討をする上での基本的資料となりうるだろう．

現在，進められている市町村合併において，メリットとデメリットに関する議論も様々

な立場から行われている．施設立地に関するものだけではないが，住民の行政サービスと

して施設の利用というものは考えなければならない問題であり，住民にとっては身近な話

題でもある．そのような議論のなかで様々な実例を示し賛否を述べているが，潜在的にあ

るいは根元的な事象として，広域化によってどの程度施設の利用が不便になるか，不平等

が広がるかなどについて考察する必要がある．また，利便性の低下を補完する手段として

の巡回サービス，市町村合併における優位性，施設規模と最適施設数など広域化に関連し

た状況についても同様である．

主に，広域化と平等性の関係について分析を行ったが，単純な仮定をおき，人口と距離

のみを用い，指標は単純な差を取った格差指標を用いて行った．これ以上，単純化できな

いくらいの仮定を置いたことから，最も基本的な状態を考えたときの，広域化と平等性の

関係を示すことができたと考えている．異なる指標を用いた場合，人口や距離以外のデー

タを用いた場合については，拡張として考えられるが本論文では言及できてはいない．

なお，モデルは静的なモデルであり，都市の時系列的な変化については対応していない．

将来予測人口や移動時間距離の変化等をを別の枠組みで求め，その結果をモデルに代入す

ることで値を求めることは間接的ではあるが可能である．また，市町村合併や施設立地に

ついては政治的，歴史的事情なども実際には影響を与えるが，本論文で提示したモデルに

は含まれていない．この点はモデルの限界である．

本論文で示した内容は，施設配置計画を考える際の一側面からの分析にすぎないもので
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ある．しかし，このような分析による結果は単純化したために，合併の意義や利点あるい

は問題点を数値的に明確に示しており，検討する上での一助となるとともに，広域化によ

る変化を明示的に示すものである．

10.1 本論文で得られた結論

各章において得られた結論を以下にまとめる．

第 2章

第 2章では，施設までの距離による平等性指標を特徴づけた．経済学的な規範や，施設

配置問題の立場から平等性指標として必要とされる条件を挙げ，各指標が満たしているか

どうかをまとめた．そして，人口が線分上に一様に分布すると仮定したときに施設立地点

を変化させそれぞれの指標の値を求めることによって，それぞれの指標の特徴を示した．

その結果，一般的に平等性指標としてよく用いられる変動係数やジニ係数といった平均

で割ることにより標準化した指標は，線分都市で人口一様分布を仮定すると，施設が中心

と端点にある場合で等しい値をとる可能性を示し，平等性指標としての問題点を指摘した．

第 3章

第 3章では，施設までのアクセス距離を用いて，効率性指標を平均距離，平等性指標を

平均格差として施設立地について議論を行った．

まず，人口一様分布の仮定のもとで，円・正六角形・正方形・正三角形という単純な図

形領域において，領域の中心と端点との平等性の差異を求めた．これらの値は現実の値を

解釈する上で参考となる．

次に，平等性と効率性の 2目的最適配置問題を整数計画問題として定式化した．このこ

とは，既存の p-median問題の一般化であるとともに，一般的な数理計画問題を解くソフ

トウエアで解けることを意味している．

計算例として，つくば市内の公共施設の分布について町丁目の人口と面積を用いて平均

格差を求めた．ランダム配置での平均格差との比較により施設分布の空間的平等性を示す

ことができた．施設の分布が人口に応じて平等か，面積に応じて平等かを示すことができ

た．また，つくば市と茎崎町の合併後の新市庁舎の配置に関する評価を行った．その結果，

既存の 6施設に加え，新庁舎を建設すると効率性は高まるが，平等性が高くならない場合

があることを示した．また，1施設あるいは 2施設に集約した場合に格差がどの程度拡大

するかを数値的に示した．
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第 4章

第 4章では，第 3章の拡張として，平等性を含めた最適配置問題について，連続平面

上の凸包内で需要点が離散的にあり，立地候補点が凸包内すべての点といった場合を対象

とした．はじめに平等性のみの最適化を考えたときの最適立地点の導出方法について示し

た．そして，平等性と効率性，平等性と迷惑性という 2目的の最適配置問題について，ボ

ロノイ図を用いた多項式時間で解けるアルゴリズムを提示した．これらの方法は結果が図

によって示されるという点からも実用上利便性が高いと考えられる．

計算例として，つくば市の新庁舎立地とごみ処理場の立地を例に最適解を導出するとと

もに，既存の市役所・ごみ処理場の位置で求めた指標との比較を行った．

第 5章

第 5章では，区域単位に集計された施設数データから，ジニ係数を用いることの問題点

と問題点を解決する 1つの方法を提案した．

区域単位に集計された施設数のデータによるジニ係数は集計単位や総施設数に大きく影

響を受けるため，異なる地域でのジニ係数の単純な比較はできないことを示した．

そこで，異なる地域間での共通のものとして，施設をランダムに配置したときのジニ係

数の期待値から，施設数と区分数とジニ係数の関係を示した．また，基準値を算出する際

には多項分布の計算が必要となり，地域数や施設数が多いと計算が困難であることから二

項分布での近似とシミュレーションによる方法とを比較した，その結果，施設数や地域数

が小さい場合は多項分布とシミュレーションは計算結果が一致することが示され，また，

施設数や地域数が大きい場合は二項分布での近似がシミュレーションによる方法とほぼ合

うことが示された．

さらに，平等の程度を示すためにランダムに施設を配置した際のジニ係数の分布を基準

分布とし，実際の施設分布によるジニ係数が基準分布の何パーセント点に相当するかに

よって施設分布の平等性について議論した．

計算例として，ランダム配置による基準分布を用いて都道府県ごとの公共図書館と茨城

県内の公共施設の分布データから，地域間の平等性を比較した．

第 6章

第 6章では，巡回サービス施設を想定し，利用者の利便性を高めるという視点から，様々

な行動属性を持つ利用者と時間を考慮した施設配置について議論した．利用者の施設まで

の移動距離と待ち時間を合わせたコストと，ある行動形態を考えた際にサービスを受けら
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れるかという利用可能率の 2点を考慮し，それらを基準としてどのような配置方法がふ

さわしいかを考えた．配置方法として，時間的にも空間的にも等間隔で行われる格子状配

置と，まったく時間的にも空間的にもばらばらであるランダム配置と，規則性があり時間

的にも空間的にも分散している (t,m,s)-net配置の 3つのパターンについて数値的に比較

した．

この結果から，行動の異なる利用者に対してはサービスポイントを (t,m,s)-net配置と

いう時間的にも空間的にも分散させる政策により，利便性の高いサービスを提供できる配

置となることを明らかにした．

計算例として，神戸市の移動図書館サービスに配置について考察したが，(t,m,s)-net配

置の利便性が高いことが示された．

第 7章

第 7章では，大規模な面整備に関係する自治体数が市町村合併によりどの程度減少すれ

ば市町村間の調整が少なくなり効率化できるかと考え，単純な仮定のもとで合併の進行と

調整の減少との関係について解析的に導出した．

各自治体の領域が正方形や正六角形で，整備範囲は円という単純な仮定において，領域

が大きくなると整備範囲に含まれる領域数がどの程度減少するかについて解析的に導出を

行った．この結果は，大局的にみて市町村合併により市町村数が減少し，1市町村の面積

が大きくなったとき，どの程度面整備に関連する市町村数が減少し市町村間の調整が減少

するかを明らかにしている．

計算例として，関東北部 4県について，鉄道駅から半径 1kmの円を想定しどの程度市

町村数が減少するかを比較したところ，モデルの期待値とよく合うことが示された．そし

て，全国の市町村数についても算出し，政府目標によりどの程度関係市町村数が減少する

かを数値的に示した．

第 8章

第 8章では，市町村合併において新庁舎の位置となる優位性について議論を行った．そ

のために，施設配置問題における総移動距離が最小となるWeber点に着目した．

まず，人口一様分布と仮定した円領域に対して，地理的位置とWeber点となるための

人口の一般的な関係を示した．合併前の人口が合併後の人口の半分以上であれば，地理的

位置に関係なくWeber点となることを証明した．

全国の市町村合併状況のデータをまとめることにより，新庁舎の決定位置はWeber点

となることがほとんどであることがわかった．そして，合併協議に参加している市町村役
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場位置がWeber点となるための人口条件を求め，実際の人口と比較することにより，市

町村合併協議において人口が多いためWeber点となる人口優位性と地理的に中心に近い

ためWeber点となる地理的優位性を図示することができた．これにより，合併前の人口

最多市町村やWeber点などと新庁舎決定位置との関係を示すことができた．

また，合併前の人口最多市町村とWeber点との関係の分類と新庁舎の決定率の比較に

より，人口が多い市町村とWeber点が一致すれば新庁舎の決定率が高いことがわかった．

第 9章

第 9章では，広域化が進行すれば平等性が悪化すると考え，広域化と平等性とのトレー

ドオフについて考察した．施設建設費用と施設までのアクセス距離に着目して考えた．は

じめに，施設費用と効率性および平等性による施設配置モデルを構築することで，1施設

あたりの費用が増加するにつれ施設数が減少し，効率性も平等性も低下することが明確に

示された．

次に，効率優先で施設立地をした場合と，平等優先での場合とを比較することを考えた．

そのために，施設建設費と移動距離の和を最小化する施設配置問題の最適解を効率優先の

最適解とみなし，施設建設費と距離差の和を最小化する問題の最適解を平等優先の最適解

とみなし定式化を行った．そして，どちらを優先したかによって平等性がどの程度異なる

かについて考察を行った．その結果，効率性指標である平均距離の値の差は平等性指標で

ある平均格差の差より大きくなることがわかった．

また，総施設費用と平等性指標の和を最小化する配置を求める数理計画問題が整数計画

問題として定式化できることを示した．これにより，一般的な数理計画問題を解くソフト

ウエアによって解くことができるため，一般に容易に利用できる．

10.2 今後の課題

第 I部では，施設配置の平等性指標の議論と施設までの距離や空間単位の施設数から平

等性を評価することについて考察した．第 2章では平等性指標について議論し，平均格差

指標がふさわしいとしたが，様々な公理を提示しそれを満たす指標を導出し検討すること

も重要である．一方，その結果複雑な指標となり指標の意義がにわかに理解できなくなっ

てしまうおそれもある．わかりやすい指標を利用すべきか，複雑だが公理にかなっている

指標を利用すべきか，このような点も今後さらに検討すべきである．第 3章では効率性と

平等性の 2目的施設配置問題について考察した．ここでは第 2章の議論から平均格差指標

を用いたが，他にもさまざまな指標があり，それらについても詳しくみる必要があり，今
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後，第 2章の内容とも関連してさらに議論すべきだろう．また，第 4章において 2乗距離

を用いたが，直線距離を用いた場合や直交距離などの解法についても検討すべきだろう．

第 5章での議論については地域間の平等性に関して，ジニ係数の期待値として考えたが，

この計算は数値計算やシミュレーションによるものであった．特徴をより詳しく考察する

ためには解析的に導出することが望まれる．

第 I部全体としては，平等性指標についてのより深い議論と，施設配置問題と平等性指

標の関係についてより詳しく調べることが重要である．さらに，より実用性を求めるには，

直線距離ではなく道路距離，時間距離を用いた計算を行う必要があると考える．

第 II部では，広域化における変化を定量的に示すことを目的とした．第 6章での議論に

ついては，1次元空間＋時間で考察を行ったが，2次元平面＋時間への拡張を目指す必要

がある．また，(t,m,s)-netを施設配置の 1つの考察対象として取り上げたが，シミュレー

ションによる考察にとどまった．理論化し (t,m,s)-netの特徴をはっきりとさせていくこと

が重要である．第 7章での議論では整備範囲を円としたが，結果は領域形状によって異な

る場合も考えられる．整備の対象として道路を想定すれば線で考えることも必要であろう．

このような点を拡張する必要がある．また，実際の整備状況と比較することも必要である．

第 8章での議論については，今後も市町村合併が進むと考えられ，実際の状況を追ってい

く必要がある．人口のバランス，地理的要因がどのように合併に影響しているかを具体的

事例をみながら考慮していくべきだろう．第 9章での議論については，平均距離と平均格

差について考察し，一般的な指標を想定したが各々の平等性指標と施設整備費用との関係

についてもより詳しくみる必要がある．

第 II部全体としては，個々の事例についてより詳しく実態を調べるとともに，その中

でモデル化し分析できるものについては広域化の影響を明確化をしていく必要がある．ま

た，仮定や想定を変えることで違った視点から考えることも重要であると考える．

また，全体として静的なモデルを用いていることから，時系列的に将来的にどのように

なるかといった動的な状況を表現することはできない．また，実際の施設配置を考える際

には交通事情，人口動態，産業の状況などといったものも考える必要がある．このような

点はモデルとして組み込むことにより，単純な仮定での明確さを失ってしまう可能性があ

るが，実際の計画を考える際には必要である．このバランスをどのように考えていくかも

今後の課題である．いずれも今後検討したい．

– 192 –



参考文献

[1] Aaberge ,R. (2001): Characterization of Lorenz Curves and Income Distributions,

Social Choice and Welfare, 17, pp.639-653.

[2] 阿比留純一，桂英昭 (2003): 地域施設に関する研究 -市町村合併における考察-, 日本

建築学会 2003年度大会学術講演梗概集, E-1, pp.259-260.

[3] 秋山亮，位寄和久，本間里見，福松明彦 (2004): 宇土市・富合町の合併を事例とした

新市まちづくり施策に関する研究-その 1-, 日本建築学会 2004年度大会学術講演梗概

集, F-1, pp.683-684.

[4] Allison, P.D.(1978): Measure of Inequality, American Sociological Review, 43,

pp.860-880.

[5] Alonso, W.(1964): Location Theory, Regional Development and Planning : A

Reader(Friedmann, J. and Alonso, W Eds.), Cambridge University Press, Cam-

bridge.

[6] 荒井良雄,川口太郎,岡本耕平,神谷浩夫,広松悟編訳 (1989a): 生活の空間 都市の時間,

古今書院.

[7] 荒井良雄,川口太郎,岡本耕平,神谷浩夫 (1989b): 活動パス概念にもとづく主婦の外出

活動の分析, 日本都市計画学会学術研究発表会論文集, 24, pp.373-378.

[8] 荒井良雄,川口太郎 (1992): 休日の外出活動に対する家族のライフステージの影響, 日

本都市計画学会学術研究発表会論文集, 27, pp.157-162.

[9] 荒井良雄,岡本耕平,神谷浩夫,川口太郎 (1996): 都市の空間と時間 - 生活活動の時間

地理学, 古今書院.

[10] Arrow, J.K.(1963) : Social Choice and Indivisual Values, 2nd. ed., Yale University

Press. （長名寛明訳 (1977) : 社会的選択と個人的評価, 日本経済新聞社.）

– 193 –



参考文献

[11] 浅嶋佳代子，桂英昭，阿比留純一 (2004): 市町村合併に関わる施設計画の研究 -熊本

県あさぎり町庁舎を事例として-, 日本建築学会 2004年度大会学術講演梗概集, E-1,

pp.237-238.

[12] Atkinson, A.B.(1970) : On the measurement of inequality, Journal of Economic

Theory, 2, pp.244-263.

[13] Beckmann, M.J. (1999): Lectures on Location Theory, Springer, New York.

[14] Berman, O. (1990): Mean-Variance Location Problems, Transportation Science, 24,

pp.287-293.

[15] Berman, O. and Kaplan, E.H. (1990): Equity Maximizing Facility Location

Schemes, Transportation Science, 24, pp.137-144.

[16] 中国新聞自治企画取材班 (2003): 自治鳴動-平成大合併の現場から, ぎょうせい.

[17] Clark,P.J. and Evans, F.C. (1954): Distance to Nearest Neighbor as A Measure of

Spatial Relationships in Populations, Ecology, 35, pp.445-453.

[18] Dalton, H.(1920) : The measurement of the inequality of incomes, The Economic

Review, 30, pp.348-361.

[19] Daskin, M.S. (1995): Network and Discrete Location, Wiley, New York.

[20] 出口智樹，山本明 (2002): 市町村合併の諸類型-ウィーバー法を用いた埼玉県での事

例研究-,日本建築学会 2002年度大会学術講演梗概集, F-1, pp.69-70.

[21] Eiselt, H.A. and Laporte, G.(1995): Facility Location. (Drezner,Z Ed.), pp,169-179.

Springer-Verlag, New York.

[22] Erkut, E.(1993): Inequality Measures for Location Problems, Location Science, 1,

pp.199-217.

[23] 福松明彦，位寄和久，本間里見，秋山亮 (2004): 宇土市・富合町の合併を事例とした

新市まちづくり施策に関する研究-その 2-, 日本建築学会 2004年度大会学術講演梗概

集, F-1, pp.685-686.

[24] 伏見正則 (1994):確率的方法とシミュレーション (岩波講座 応用数学 [方法 10])．岩波

書店．

– 194 –



参考文献

[25] Gini, C.(1912) : Variabilita e mutabilita, Bologna.

[26] 群馬県 (2001):群馬県市町村合併推進要綱．
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